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予稿原稿 

データサイエンス的アプローチを含めた 

サービスデザイン教育の検討

〇大﨑 理乃*1,2 田丸 恵理子*2 

What is the Service Design Education with Data Science Approach? 

Ayano Ohsaki*1,2, Eriko Tamaru*2 
Abstract - This study reports on a new service design class plan in a sub-major course on Artificial Intelligent 

(AI) and Data Science (DS). Recently, more attention has been paid to service design and DS in Japan. We 

will start the class in September 2022 with some instructors who have professional experience. However, 

little is known about the relationship between service design and DS. Therefore, this study discusses the 

combination of service design and DS from the perspective of the activities process and the concept of Tojisha. 

Keywords: Service design, Data science, Artificial Intelligence, User Experience, Educational program 

1. はじめに

 本研究は，著者らの所属する大学において，人工知能

（AI）・データサイエンスを学ぶコースにおける専門科

目としてのサービスデザインに関する授業を開発するこ

とを目的とするものである．近年，人工知能（AI）やデ

ータの活用を前提としたモノやサービスのデザインが求

められている．これらの状況を踏まえ，武蔵野大学では，

AI 活用およびデータサイエンスを学ぶ副専攻コース[1]

のなかに，専門科目「サービスデザイン」を設置し，デ

ータサイエンスの考え方を含めたサービスデザインを学

生らが学習することを目指している．この専攻の特徴は，

副専攻という特徴をいかし，データサイエンティストの

育成ではなく，データサイエンスや AI を活用できる人

事やマーケティング担当者などの人材育成を目指す点に

ある．しかし，当該科目の実施に向けては，活動テーマ

や教員体制といった授業計画のほか，データサイエンス

とサービスデザインの関係など，整理するべき内容が多

岐に渡る．また，社会と連携した授業科目にするために，

授業検討のプロセスを公開して，広く検討することが有

効であると考えられる． 

 そこで本稿では，大﨑・田丸による授業の構想[2]を具

体化した授業プランを報告するとともに，現時点での授

業内容の検討状況を報告する． 

2. 研究の位置付け

 本研究では，データサイエンスとサービスデザインを

融合させたアプローチとは何か，その学習支援のために

どのような仕組みが必要かの二つの問いを検討する．デ

ータサイエンスは，この 10 年で極めて注目が高まって

いる発展途上の学問領域であり，その定義は多様である

[3][4]．例えば，Skiena[4]はデータサイエンスを，コンピ

ュータサイエンス，統計学，そして実践的応用分野にか

かる学際的学問であるとしている．さらに，O'Neil と

Schutt[5]は，データサイエンスが統計学の名前を変えた

だけのものであるかのようにも扱われている社会的状況

を批判しつつ，統計学とコンピュータサイエンスを基盤

としたプロセスを．新たな領域であるデータサイエンス

のプロセスとして整理している． 

 また，日本では，AI・データサイエンス人材の育成を

目指した教育政策が推進されており，基礎的な能力の向

上を目指すリテラシーレベルと，実践的能力の向上を目

指す応用基礎レベルの 2 段階の教育プログラムが全国で

設置されている[6]．さらに，2017 年度には，全国の AI・

データサイエンス教育を推進している大学で構成される

コンソーシアムが設置され，リテラシー，応用基礎の両

レベルのモデルカリキュラムなどの情報が発信されてい

る[7]. 

 一方，サービスデザインも近年急激に注目されている

領域である．サービスデザインは，市場で優先される価

値が製造品質から顧客体験にシフトする歴史の中で，全

ての産業をサービスと捉え，製品がそのサービスの中に

位置付くという考えかたを基盤とする [8]．そして，サー

ビスデザインの実践には，１．人間中心，２．共創的で

あること，３．反復的であること，４．連続的であるこ

と，５．リアルであること，６．ホリスティック（全体

的）な視点を持つことの，5 原則が示されている [9]． ま

た，Stickdorn らは， デザイン思考，人間中心設計などの

デザインアプローチとの違いを議論することを批判し，

自身の立ち位置を「呼び名は何だってかまわない」[9]と

している． 

*1：武蔵野大学データサイエンス学部

*2：武蔵野大学 MUSIC

*1：Faculty of Data Science, Musashino University

*2：Musashino University Smart Intelligence Center, Musashino

University 
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 さらに，サービスデザイナーの育成が，高度デザイン

人材の育成に関する議論の中で検討されている[10]．経

済産業省と株式会社コンセントによる調査報告[10]では，

デザイン・ビジネス・テクノロジーのスキルをもつ人材

を「高度デザイン人材」と定義し，日本国内におけるそ

の教育機会拡大の必要性が述べられている． 

 本研究では，このように，社会的に注目され，日本に

おける教育機会の拡大が必要とされている二つの領域，

データサイエンスとサービスデザインの融合を検討する．

なお，本研究が開発しようとする教育プログラムは AI・

データサイエンス人材プログラムの一環としてサービス

デザインを学ぶことの価値を充分に担保する必要がある．

そのため，本稿ではデータサイエンス的アプローチを含

めたサービスデザイン教育を検討することとした． 

3. 教育プログラムの概要

 当該科目は，全学部・全学科を対象とする副専攻「AI

活用エキスパートコース」（以下，副専攻コース）の選択

専門科目として，2 年次 3 学期・4 学期に開講される[1]．

授業は 1 コマ 100 分の 2 コマ連続で，7 週間 14 回のプロ

ジェクト型活動を実施する． 

表 1 授業計画 

Table 1 Lesson plan. 

週 内容 

1 
サービスをデザインするとはどのようなこと

か？（サービスデザインの体験） 

2 
何のためにサービスをデザインするか？（問いの

検討＆プランニング） 

3 
どのようにサービスを検討するか？（プロトタイ

ピング１） 

4 
デザインしたサービスは価値を提供できるの

か？（中間発表＆相互評価） 

5 
どのようにサービスをより良くするか？（プロト

タイピング２）

6 
データに基づいて価値をデザインするためにど

んなことが必要か？（最終評価） 

7 

これからのサービスはどのようにデザインでき

るのか？（提案するサービスの評価＆改善の検

討） 

 授業計画は表 1 のとおり，第 1 週授業でサービスとデ

ザインの関係を考えることから始め，サービスデザイン

のアプローチとデータ利活用について実践的に学習を進

める．そのために，シラバスの授業概要では図１のとお

り，学生に身近な 100 円ショップや通信販売の事例をあ

げ，シラバスから授業の導入につなげる設計とした．ま

た，授業の内容を，学生や企業人がイメージすることが

できるよう，キーワード欄を設定し，図 2 のようにキー

ワードを明記した．

授業の内容は，プロトタイピングを含めた反復的プロ

セスを重視する．そのために，第 4 週授業にて中間発表

を設けることとした．また，授業の中でユーザーの利用

状況データを含むデータ分析のタイミングを複数回設定

することで，人間中心と連続性の視点を取り入れた．そ

のほかにも，データサイエンスの視点からは，定量的デ

ータ，定性的データといったデータの種類を意識し，デ

ータ活用の利点と限界を学ぶことを目指すため，データ

の収集，仮説形成，評価といった流れを受講生が体験で

きるように授業内容を設計している． 

 当該科目の受講生は，副専攻コースにて履修証明証の

獲得を目指す学生であり，基礎的なデータサイエンスな

らび AI に関する授業を当該科目の前提として履修する．

また，一部の受講生は，デザイン思考を学ぶ授業を履修

して当該科目に参加するカリキュラムとなっている． 

 100 円で色々なものを買うことができる 100 円ショ

ップ，定期的にトイレットペーパーを届けてくれる

通信販売など，わたしたちの生活には様々なサービ

スがある．そして，人々の関心がモノからコトへ変

化した現代では，良い価値を提供するサービスのデ

ザインが，世界的にどのような仕事でも求められて

いる．そして，より良いサービスのために AI の利用

が加速している． 

 そこで，本科目では，情報科目および副専攻「AI

活用エキスパートコース」科目で学ぶ情報分析，デ

ータサイエンス，AI，デザイン思考などに関する知

識やスキルを「サービスのデザイン」という場面で

活用する方法を学習する．さらに，「価値」の評価に

重要となる，人間の感情や文化などを分析する考え

方を学ぶ．さらに，ユーザ体験という考え方をベー

スとして，デザインの実務経験をもつ教員やアドバ

イザーからフィードバックを得る機会などを活用し

つつ，データに基づいた新しい価値を創出できる能

力を身につけることを目指す． 

 具体的には，サービスデザインのアプローチで， 

7 週間のプロジェクトとして「ユーザーにとっての幸

せな体験」を実現するための調査，プロトタイピン

グ，改善に取り組む．プロトタイピングの対象は，

Web サイトやアプリなどのソフトウェアのほか，生

活の中で人々が利用する製品など，選択肢の中から

グループで方向性を決める．具体的なテーマは，第 1

回授業前に案内される資料に基づいて，教員と各グ

ループで相談して決定する．

図１ シラバスに掲載した授業のねらい 

Figure 1 Purpose of this class in the syllabus. 
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サービスデザイン，デザイン思考，ビジネスインテリ

ジェンス，定量分析，定性分析，エスノグラフィー，

フィールドワーク，プロトタイピング，UX（ユーザー

エクスペリエンス），カスタマージャーニーマップ，

インタビュー，アプリ開発，プロダクト開発

図２ シラバスに掲載したキーワード 

Figure 2 Keywords in the syllabus. 

 授業の体制は，人間中心設計やサービスデザインにつ

いての実務経験をもつ者が教員として担当する．さらに，

1 クラスを複数教員が担当することで，約 25 人の受講者

に対して，教員 1 人と TA または SA のサポートが付く

形で，プロジェクト活動に臨むことができるように準備

されている．さらに，授業の設計や実践に対して産業界

からの知見を取り入れるため，企業にて人間中心やサー

ビスデザインに関わる実務者と大学関係者が共に授業の

内容や実施方法について検討する授業アドバイザー制を

設けた． 

4. データサイエンス的アプローチとサービスデザイン

本章では，具体的な学習活動設計の指針となる，デー

タサイエンスとサービスデザインの融合について，2 名

の著者がそれぞれの視点から議論する．まず，4.1 では第

1 著者が，プロセスの観点からデータサイエンスとサー

ビスデザインの関連について検討する．具体的には，デ

ータサイエンスにおける人間理解のための発展と，デー

タサイエンスの活動プロセスとサービスデザインプロセ

スの類似性から，データサイエンスプロジェクトとして

のサービスデザイン活動の可能性を論じる． 

 4.2 では，第 2 著者が，データサイエンスとサービスデ

ザインに関して，「当事者デザイン」「ハイブリッドエス

ノグラフィー」の観点から検討する．サービスのデザイ

ンが連続的であるという前提から，ユーザーとしてのデ

ザイナー教育について，高等教育機関における全学部対

象の教育プログラムであるという特性を含め，その意義

について論じる． 

4.1 データサイエンスとサービスデザインのプロセ

スからの検討

 データサイエンスとサービスデザインの関係は，一見

良好ではないように見える．その理由の一つとして，サ

ービスデザインの文脈では，数値化されたビッグデータ

から洞察を得ようとするデータサイエンス的アプローチ

は，定性データの扱いに関する議論をないがしろにして

いるように見られるからであろう．例えば，Kross[11]は，

定量的データは定性的データのサポートとして使用され

るべきだと述べている．また，Bodine も，ビッグデータ

の利用に定性データを加味することの有効性を示してい

る[12]．しかし，定性データと定量データの混合利用は，

人間を対象とした科学の世界で広く検討されてきた．特

に，社会科学の領域では，複数の分析方法による混合分

析の重要性が議論されており，70 もの混合分析方法が紹

介されているハンドブックもあることが報告されている 

[13]．また，複雑な存在である人間を，コンピュータが支

援する数量的なエスノグラフィーで捉えようとする研究

分野も発展している[14]．つまり，サービスデザインのプ

ロセスで，多様なデータを複数の分析方法で分析し，ユ

ーザーや人間，社会にとっての価値を見いだそうとする

営みは，データから計算機を用いて意味を見いだそうと

する，データサイエンスの対象であると考えられる． 

さらに，サービスデザインのプロセス全体を，データ

サイエンスプロセスとして捉えることことを検討したい．

これまでも，サービスデザインのリサーチフェーズで，

データサイエンスによってインサイトを導くといった有

用性が確認されている[9]．しかし，O'Neil と Schutt は，

データサイエンスのプロセスとして，(1)現実世界を捉え

るための生データ収集，データ処理，整理されたデータ

から，探索的データ分析のサイクルを循環させること，

(2)整理されたデータや探索的データ分析，その後の機械

学習モデル/統計モデル処理の後，結果の解釈・視覚化・

報告・コミュニケーションがあること，(3)データサイエ

ンスのゴールとして，スパムフィルタなどのデータプロ

ダクトを構築・施策し現実世界に反映させる可能性があ

ること，を述べている[5]．この，反復的で包括的な一連

のプロセスはサービスデザインの原則と共通点をもって

おり，サービスデザインの活動全体をデータサイエンス

プロジェクトと整理できる可能性がある． 

4.2 デザイナーとユーザーの関わりからの検討 

サービスデザインはデザイン思考をサービスの設計に

適用するアプローチであり，一見データサイエンスとは

相容れないアプローチのように思われる．しかしながら，

今日の多くのサービスは ICT 技術と不可分である．これ

らのサービスは，UX デザインに基づいて設計され，リ

リース後も市場の中でユーザの利用データを蓄積・分析

し，実運用中でも絶えずデザインサイクルを回し，進化

し続けている．モノのデザインと異なり，サービスのデ

ザインの特徴は，この開発段階と利用段階がシームレス

に繋がり，デザインが継続的に行われ，そこにデータサ

イエンスが組み込まれているという点にあると考える．

データサインエスによる利用者行動の分析は，定量的

アプローチが中心であり，エスノグラフィーのような定

性的アプローチとは対照的な手法である．定性的手法は，

定量的手法により取りこぼされた豊かなデータを取り戻

そうというアプローチであり，データサイエンスでは，

そのような豊かな情報が取り残される危惧も生じる．し

かし近年デジタルエスノグラフィーと呼ばれる，社会の

中で時々刻々と生み出される利用者行動に関するデータ

を活用して，エスノグラフィーを行おうというアプロー
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チが社会科学の中でも浸透しつつある．さらに，計算機

的手法を用いた分析技術も進化しており，人間の手によ

る参与観察だけでは見出し得なかった様々なインサイト

を生み出しているという報告もある[15][16]．今後エスノ

グラフィーはハイブリッドな手法として，データサイエ

ンスと切り離せないものとなっていくであろう．

ここでサービスを誰がデザインするかを考えてみたい．

前述のようにサービスのデザインは，開発段階と運用段

階がシームレスに繋がり，絶えずデザインが行われる．

従来このデザインサイクルは開発者主導で行われてきた．

「参加デザイン」という形でユーザがデザインプロセス

に関わることはあったが，あくまでも受動的な存在であ

った．市場で生み出されるユーザ行動データも開発チー

ムが独占し，デザインを進化させるために使われてきた．

一方，近年デザインの民主化が唱えられ，問題の当事者

自身が問題解決を行う「当事者デザイン」[17]という考え

方が提唱されている．ユーザという概念を転換し，問題

の当事者がその解決のデザインに主体的に関わるという

考え方である．シビテックもこのような考えに符合する

ものであり，今後ますます普及していくと思われる．デ

ザインの専門家ではない問題の当事者がデザインを行う

ために何が必要であろうか．一つには，多くの人々がサ

ービスデザインの考え方や手法を理解し，問題解決のた

めのアイデア創出ができるようになること，二つめは，

データサイエンスに関するスキルを持ち，継続的にユー

ザ行動に関するデータ分析を行い，デザインを進化させ

続ける能力を持つことである．以上の点から，サービス

デザインとデータサイエンスを融合したアプローチを大

学教育の中に組み込むことの意義は大きいと考える． 

5. 実施に向けた課題

 これまで述べたとおり，著者らは新規科目の実施に向

けて，授業の設計，授業検討・実施体制の整備，そして

授業内容の充実を目指してサービスデザインとデータサ

イエンスの関係の検討を進めている．しかし，授業の実

践には大きく二つの課題が確認されている． 

 第 1 の課題は，リアリティあるデータの準備である．

データサイエンス，サービスデザインの両面から，受講

生がリアルさを感じることのできるデータが必要となる．

しかし，個人情報やデータの管理などの観点から，教育

利用が可能なリアルデータを探すことに困難さがある． 

第 2 の課題は，当該科目が取り扱う内容の範囲とカリ

キュラム設計である．デザインプロセスから利用までの

一貫したデザインととらえた場合，7 週間 14 回の授業で

全てを取り扱うことには困難さがある．現在，副専攻コ

ースでは 1 年生から 3 年生 1・2 学期までの 2 年半をカ

リキュラム全体として構成しており，このコース全体で

どのように段階的に教育活動を実施するのかについて，

今後検討が必要とされる． 

6. まとめ

本研究では，日本における近年の AI・データサイエン

スとサービスデザインへの注目の高まりを背景として，

データサイエンスとサービスデザインを融合した教育コ

ンテンツの開発と学習支援について検討した．具体的に

は，7 週間の授業で，プロトタイピングとデータの分析

を含めた反復的な活動を計画し，実務家教員やアドバイ

ザー，TA・SA などの授業実施体制を整備している．ま

た，データサイエンス・AI を学ぶ副専攻コースにおける

科目として，サービスデザインとデータサイエンスの融

合的内容を扱うことができるよう，プロセスや当事者と

いった複数の視点から検討を進めている．  
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予稿原稿 

企業実践者の研究活動への参画促進に向けた取り組みと提言 

〇西村 歩*1,2 安斎 勇樹*1,2 和泉 裕之*1  東南 裕美*1,3 

Position Paper: To Promote Practitioner’s Participation in Research Activities 

Ayumu Nishimura*1,2, Yuki Anzai*1,2, Hiroyuki Izumi*1,Yumi Tonan*3 
Abstract - In conventional design research, practitioners such as designers and engineers have had few 

opportunities to submit papers to academic conferences. This is because submitting a paper is a high hurdle 

for practitioners, and existing instructional manuals for practitioners on how to submit papers are all content 

that can overwhelm the practitioner's daily work. MIMIGURI Inc., a design firm, therefore created a 

guidebook to support in-house practitioners in submitting papers. By reviewing the process of creating this 

guidebook, we will discuss how to make it easier for in-house practitioners to submit papers to academic 

conferences. 

Keywords: design research, practitioners, design firm, research method, academic paper 

1. はじめに

 飯尾[1]の研究で分析対象に含められているように、昨

今では企業と大学による共著関係の産学連携研究も見ら

れている。また企業における実践者（実務家）が日々の

実践を題材として論文を執筆し、学会発表に至る事例も

散見されている。特に人間中心設計推進機構が想定する

「デザイン(設計)」に関する研究領域の場合、デザインを

通じた利益及び社会的価値を創出している企業活動のリ

アリティが報告されることで、より現場に求められるニ

ーズの高い理論研究が推進される契機になることも期待

されるため、企業による研究活動は今後より重要性を帯

びよう。他学会の動向として、人間工学会の論文誌では

社会の変化に合わせた人間工学に要求されている解決課

題の変化を捉えるという期待を込め、産業界で「実践」

している人々が、人間工学の研究者に向けて「新しい技

術や社会的課題に対して人間工学として取り組むべき研

究課題」を論述することを目的とした「リサーチ・イシ

ュー」という投稿カテゴリーを用意している程である[2]。 

 しかし実態としては、実践者が参画するケースの多い

学会でさえも、実際の研究報告の担い手となるのは大学

の研究者であることが大半であり、日頃の実践より「現

場知」を豊富に保有する実践者が研究発表の担い手とな

るケースは稀少である。なぜならデザイナーやエンジニ

アなどの実践者はあくまで「つくる」ことや「課題を解

決すること」が主業務であり、自らの実践を論文に記述

し、学会発表を行うことは日常業務とは大きく乖離して

いるからである。とりわけ産学連携を目指す企業や人間

中心設計推進機構に代表される「実務」と「研究」の横

断を志向する学会にとっては、実践者の論文執筆等の学

術的活動に参画する障壁の軽減は至上命題であろう。 

 そこでデザインコンサルティングファームである株式

会社 MIMIGURI では、社内の実践者のうち学術研究への

参加に関心のある社員に向け、実践者が日頃行っている

実践を分析し、研究論文にまとめ、発表するまでを支援

する『実践の研究論文化ハンドブック』を制作した。本

研究はそのハンドブック制作過程を論じつつ、実践者に

よる研究活動を啓発していく試行錯誤の中で得られた課

題について記述していくことで、企業内での実践者の研

究活動への参加を促進するための効果的な方策の在り方

を検討していく。それにより企業での「デザイン研究」

の活性化を目指している立場に対し、実践と研究が渾然

一体化された企業組織を構築していく方策を検討する為

のモデルケースを提供する。また人間中心設計推進機構

に対しては、企業の実践者による研究報告を推進・啓発

するためのメンター制度等[1]の在り方を議論する上で

有益な知見提供となることを志向しながら論を進める。 

2. ハンドブックの制作過程

2.1 実践文脈の概説 

株式会社 MIMIGURI(以下 MIMIGURI)は人材育成、組

織開発、事業開発等を包括的に組み合わせたコンサルテ

ィングとメディア運営を主とするデザインファームであ

る。これまで東京大学工学部のブランド・アイデンティ

ティの再構築[3]、バンダイ社・ガシャポンの誕生 45 周

年を機としたリブランディングプロジェクト[4]などの

各種プロジェクトを手掛けてきた。また組織論やファシ

*1：株式会社 MIMIGURI

*2：東京大学大学院情報学環

*3：立教大学大学院経営学研究科

*1：MIMIGURI Inc.

*2：Interfaculty Initiative in Information Studies, University of Tokyo.

*3：Graduate School of Business, Rikkyo University.
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リテーション関する学術知及び実践知を報告する自社メ

ディアである CULTIBASEを運用しており[5]、組織学習、

チームレジリエンス、マネジメントに関する大学教員や

専門家による連載記事や動画も掲載されている。 

MIMIGURI は個々人の探究的活動を基礎とする組織

と創造性の生態系モデルを「Creative Cultivation Model

（CCM）」と呼び[6]、組織内の個々人が創造性を発揮さ

せて探究活動を実施し、その探究活動で獲得された実践

知を形式知として社内で循環することによってチーム内

対話の成熟、並びに事業の活性化を目指してきた。その

活動成果は学術論文や学会発表の機会で対外的に発表さ

れるケースもあり、主に大学院での研究経験のある社員

が主体的に学会発表や論文投稿を行ってきた。2022 年か

らは本格的に社内に研究チームが組成され、2022 年 2月

には文部科学省より科学研究費補助金取扱規程（昭和 40

年 3 月 30 日文部省告示第 110 号）第 2 条第 4 項に規定

する「研究機関」として正式に認定を受けた[7]。 

『実践の研究論文化ハンドブック』の制作背景には、

MIMIGURI が文部科学省認定の研究機関として承認を

受けたことに端を発する。2022 年 3 月 16 日にその旨の

プレスリリースが PRTimes より公開され[7]、SNS 上でも

外部からの数多く反響が見られていた。また研究チーム

のみならず社内の他部署でも研究活動への関心が高まっ

ていた。特に人事及び組織開発を担当する部署に所属す

る第三著者は、個人 SNS 上で「実践と研究の架橋は事業

系の部門のみならず、組織人事部門が率先して体現して

いきたい試みである」とを語っていた。その投稿を研究

部門所属の第一著者が発見し、第三著者の目標を具現化

したいと考え、実践者が自らの実践についての論文化を

支援する社内の仕組みづくりに取り掛かった。第一著者

の専門は実践研究方法論であり、2022 年 3月に入社した

新卒の研究職である。修士課程では科学哲学の観点から

学術研究における「実践と研究」の関係性について研究

しており、かねてより MIMIGURI が研究と実践の渾然一

体化を掲げていることに関心を抱き、入社に至っている。 

2.2 現状把握・問題設定 

 第一著者はまずは社内実践の研究論文化に関するモチ

ベーションを調査することから開始した。そもそも第一

著者は 2022 年 3 月入社であり、プロジェクトを始動し

た 3 月はオンボーディング(新人研修)期間であるため、

各部署の社員との「お茶会」と呼ばれるコミュニケーシ

ョン機会が存在した。そこで第一著者は「お茶会」の機

会を用いて各社員に、自社の研究活動に参画する動機づ

けやモチベーションに関するヒアリングを行った。 

得られた意見としては「クライアントワークに取り組

んでいる時間はハードであり、事例を繰り返す度に暗黙

知は蓄積されるものの、体系立てた形式知にしていく過

程は希薄化しているので研究活動を使用したい」「実践者

の内面的な実践感覚の掘り起こしと、できればその知見

の形式知化に取り組んで欲しい」といった、社内の研究

活動を通じて実践の中で得られた暗黙知を形式知化する

機会としたいという意見の数々である。また「自らの実

践的活動から得られた知を学術的な場で研究報告するこ

とによってアカデミアの方々と意見交換する機会とした

い」という旨の意見が見られ、コンサルティング、デザ

イン、ファシリテーション等を扱う事業系部署の中でも

学術的活動に参画していくことについての理解とモチベ

ーションが一定存在することが伺えた。 

だがその一方で確かに学術研究に力を入れるとはいう

が、大学卒業以降に「学術」と距離が離れてしまってい

る実践者にとって、どのように関与すれば良いか分から

ないという声も見られた。例えば日常の実務によって得

られた「実践知」を研究知化する上ではどのようなデー

タを取得できていれば良いかが分からない。また日常の

実践的活動の内に如何にして「研究」的要素を組み入れ

るべきかが分からないという声も散見されていた。 

確かに日常的な実践的活動の中に無理に研究上要求さ

れるデータ取得・分析のプロセスを組み入れた場合、今

度は実践そのものが最適化されたものとならず、実践者

の思考や現場での判断に制限をかけるものとして作用し

かねないというトレードオフが考えられる。そこで次に、

既存の企業の実践者向けに論文の書き方を指南した著書

及びガイドラインを数件調査したところ、研究としての

価値を満たすための箇条が「職業研究者目線」から厳密

かつ事細かに記述されており、中には日常的な実践的活

動を制限しうる厳しい事柄も記述されていた。これでは

「現場での実践」での成否を第一目標とする実践者にと

っては、前述の「トレードオフ」が発生するが故に研究

から距離を置く要因となりかねないと判断した。 

以上の現状分析のもと、実践者の研究活動への参画を

促進するために、①企業での実践者だからこそ創出でき

る研究意義を明確に定義すること、②その定義のもとに、

「実践者の目線」にも向き合いながら、彼らが自然に研

究活動に参画できる研究方法を設計していくことが重要

であると問題設定を行った。 

2.3 企業の実践者だからこそ創出できる研究意義 

 では企業の実践者が書く論文だからこそ創出できる研

究意義とはどういうものが想定されようか。そこで企業

か否かに関わらず、実践者と呼ばれる立場が論文を執筆

するケースの多い領域における研究方法論に関して述べ

られている論文をサーベイした。 

実践者による論文が書かれやすい領域の一つに保育学

が挙げられる。保育学では従来は保育技術や客観的観察

という側面ばかりが取り扱われてきたが、近年は幼児を

とりまく環境や人間関係的、文脈的記述がなければ「確

かな幼児理解」が果たされないと考え、保育当事者によ
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るエピソード記述を行う場合が多いという[8]。また看護

学においても山本は、看護師自身が実践の意味を深く内

省し、実践の意味に気づいて言葉にすることが重要であ

るという課題意識から、「ケアの意味をみつめる事例研究」

の方法論を提唱している[9]。 

これらの二つの領域の共通点は、保育学であれば「保

育士」、看護学であれば「看護師」という明確な実践者が

存在し、かつ実践者の目線から日頃の実践の中で得られ

た生身の知見が含まれることで「確かな現象の理解」に

到達するという研究思想が存在している点にある。これ

と同様にしてデザイン学にも「デザイナー」や「設計者」

等の明確な実践者が想定できる。ともするならば、実践

者の生々しい実践的活動が、実践者自身の主観的内省も

含めて報告されることにより、読者(主に研究者)はリア

ルな実践の現場で起きている現象や実践者自身の思考を

も把握することもできる。それらの記録より触発[9]を受

けることで、新たな研究テーマを得たり、現場の実践者

コミュニティに共有されている方法論が学術コミュニテ

ィに還元されたりすることも考えられよう。 

したがって企業の実践者が行う研究の意義とは、企業

内の実践に関する生々しい知見を形式知として描写する

ことにより、新たな研究領域の開拓や研究仮説を導出す

ることにあると判断した。その「生々しい知見」を記述

するには「研究論文を書くために実践を行う」ことでは

なく、心理学や社会学で想定されているアクションリサ

ーチ[10]や認知科学における「構成論的アプローチ」[11]

を参照しながら、日常的実践を研究事例として扱うこと

が想定される方法論を構成していく必要があると考えた。 

2.4 ハンドブックの制作 

 今回の制作物を概説する。MIMIGURI において社員は

Slack という社内 SNS 上で情報のやり取りをすることが

多く、また組織内の知見は Notion というデータベースア

プリケーションの中で情報共有をする。この二つのアプ

リケーションでは PDF や動画を掲載することができる

上に、完成した Notionの新着記事については Slackを用

いて全社向けに告知をすることで周知を図ることができ

る。そこで本研究では PDF 版の「社内実践者が自らの実

践を研究論文化するための方法論をまとめたハンドブッ

ク」を配布し、またそのハンドブックに関する解説動画

を制作した。このハンドブックと解説動画は Notion のデ

ータベース内に格納し、またハンドブック及び動画は社

内 Slack 上でも完成したことを投稿・拡散することで全

社への周知を図ることとした。 

ハンドブックは 2.2 章で示した「お茶会」でのヒアリ

ングや社内Slackに記録されているログデータを取得し、

社員同士のプロジェクトワークの進め方の記録を学習し

た上で、社員が無理なく研究活動に参画できる関わり方

を検討した上で要素を設計している。また社内でも頻繁

に用いられる用語で記述していくことで、自らも研究に

参加できるのだという当事者性を高めることを意識した。 

ハンドブックは大きく分けて三部で構成されている。

第一部では主に実践者が研究活動に参画する意義につい

て概説している。その中では 2.2 の現状把握を通じて得

られた MIMIGURI 社内で学術的発表の経験のある社員

がなぜアカデミックな場で発表しているのかの当事者的

な声を加えることによって、読者の研究活動参画に向け

た動機づけを図っている。 

第二部では具体的な「実践を介した研究」の方法論に

ついて解説している。従来の研究方法の指南書とは異な

り、実践者が日常的に活用する用語で記述していくこと

で、研究活動への心理的ハードルを下げることを心掛け

た。たとえば研究成果として得られるはずの「形式知化

された実践知」のことを「コツ」として表現している。 

コツとは個人の俗人化された経験則が他者でも使用可能

なものに一般化・可視化されている状態を指すものであ

ると定義できるが、実際に「過去の経験・事例から本質

的に重要な部分を抽出し、活用するための知の方法論」

とされているパターン・ランゲージにおいても、パター

ン・マイニングを通じて抽出される形式知のことを井庭

は「コツ」と表記している[13]。こうした先行研究を基に、

研究用語をなるべく日常用語に変換することにより、実

践者と研究活動との距離を縮めることを試みた。 

図 1 実践研究で想定されるリサーチフロー 

Figure 1 Research flow expected in practical research 

 上図のように全体的な実践研究のプロセスを①実践事

例の忠実な記述、②成否要因の分析、③法則性やコツの

導出という三段階に抽象的にまとめ直すことも実践者目

線での心理的ハードルを下げるために行った工夫である。

研究とは複雑な工程の連続性で成り立っているように感

じられるが、抽象的には 3 つの工程に区分けできること

を示すことで、研究の大局観を掴むことが可能となる。

そして④実践研究論文の執筆はこの 3 つの作業の後に行

う文章化過程として位置づけた。 

① 実践事例の忠実な記述：実践事例の中で残されてい

る一次情報を取得する作業を通して、実践事例をと

りまく背後文脈を、多角的な資料をもとに可視化し
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ていく一連を指す。実践者目線での語りや会議録、

関係者への事後アンケートなどを確保していくこ

とで③法則性やコツを導出するための根拠(fact)が

蓄積されていく。 

② 成否要因の分析：①で取得した事実根拠をもとに実

践で成果を得られた、得られなかった要因について、

外科手術的に要素分解し整理する段階である。

③ 法則性やコツの導出：②の分析結果をもとに、他の

ケースを実践する際に適用可能な法則性やコツを

抽出する段階。MIMIGURI はデザインファームとい

う特性から、日頃よりクライアントの状況や構造を

モデル化する技術を持つ者が多く見られ、そのモデ

ル化の技術が、法則性・コツの導出の際にも応用可

能であることも示した。 

第三部では論文の全体像とイントロダクション・コン

クルージョンの書き方、引用や参考文献の表記法を示し

た。イントロダクションとコンクルージョンの書き方に

関しては投稿先の学会や該当する学術領域によって求め

られる書き方が異なることも考慮し、社内の研究組織に

一度相談することを推奨している。しかし後に自力で論

文執筆に取り組むことを希望する者が現れることも考慮

し、参考論文例を示しながら書き方の指南も加えている。 

特にイントロダクションに関してはかねてより実践研

究では、先行研究との差分を示しにくいという問題が起

きがちであった。その理由は「実践者はあくまで実践的

成果を上げることが通常業務であり、学術研究における

新規性を満たすために実践を行っているわけではない」

という特性があるからである。そこで今回のガイドブッ

クの執筆にあたり、日本デザイン学会の論文誌『デザイ

ン学研究作品集』などに掲載された過去の実践研究論文

の中から「学術研究における新規性」とは異なる価値を

イントロダクションで表明している論文を調査し、新た

な実践研究論文のイントロダクションの型を示した。 

 最終的にハンドブックは全 37 枚の PDF で構成されて

おり、印刷して使用することを想定している。4 月 1 日

にプロトタイプ版を公開し、4 月 4 日に完成版と、スラ

イド一枚一枚を解説する 1時間程度の動画を社内 Notion

及び社内 Slack で公開したところ数多くの反響が得られ

た。社内より得られた反響については次章で記述する。 

図 2 完成したハンドブックの一部 

Figure 2 Part of the completed handbook 

3. 社内の実践者より得られた反響の分析

 4 月 1 日のプロトタイプ版の公開以降、社内の実践者

より Slack 上で数多くの反響が見られた。社内 Slack 内

における反響をもとに、「実践者と研究」の距離感に関す

る考察を加える。まず実践者から得られた反響は概ね「研

究について身近に感じることができた」というものだっ

た。特にデザイナーやエンジニアなどの実践者にとって

研究とは「触れたことない」ものであるが、実務経験よ

り獲得された知見から一般性の高い知を抽出することは

業務改善に向けた振り返りに近い点からも親和性を感じ

るとの声が得られた。その結果、4 月下旬には社内のデ

ザイナーチームの依頼を受け、個別的に「リサーチクエ

スチョン」の立て方を学ぶ機会を設けた。個々のデザイ

ナーが実務経験の中で抱いた疑問からリサーチクエスチ

ョンを立てて探求的活動を行うことにより、各者の専門

性向上が果たされるのではないかという示唆も得られた。 

勿論このハンドブックが「研究」の全てを表現できて

いるわけではない。例えばハンドブックの中に記載した

のは既に行った実践の振り返りによる「視点呈示型」[12]

研究の方法に過ぎず、実証的方法で仮説の真偽を確かめ

る「仮説検証型」研究を含めていない。「仮説検証型」リ

サーチの方法をハンドブック内から除いた理由は、実践

者に「仮説検証」を目的とした実践を要求することで、

主業務である実践に更なる負担を強いることが想定され

た為であり、あくまで「実践を行い、成果を上げること

が通常業務」とする実践者が、自らの実務的活動に関す

るリフレクションを「研究」に接合するモデルを模索し

た為である。その結果、「研究という行動を大袈裟に捉え

て縁遠いもの」と捉えていた実践者が、「ハードルが落ち

た」と表現する点で目的は概ね達成されたといえる。 

また研究発表経験が豊富な実践者からは、今回の資料

に関連させて自身の論文執筆に関する動機が語られた。

曰く、論文執筆そのものが目的ではなく、発表した実践

に興味関心が近い人同士が繋がることに価値を感じてい

るという。この言説からは実践者が「学会」という場に

積極的にアクセスする理由が汲み取られた。つまり学会

で自身の実践及び研究について発表することで、同テー

マに関心のある参加者同士で人間関係が構築される。こ

の人間関係の中で、自らの日頃の実践を振り返る機会が

与えられる点は実践者にとって学会に参加するポジティ

ブな動機づけになると推察された。 

更に研究活動に興味・関心を抱いた実践者により、ハ

ンドブックで記述した方法論についての質問も頂戴する

こととなった。確かにこれまで研究に距離があった実践

者の場合は、フォーマットがない限り、現場から如何な
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るデータを取得すべきかについて判断が難しいといえる。

しかし本研究が想定する実践研究の場合、①の段階に関

しての完全なフォーマット化は難しい。なぜなら過去の

実践事例を振り返ることを通してデータを取得し、その

データの集積から少なくとも主張できる事柄を導出する

ことが研究の基本形となるため、実践をやり遂げてから

①のフェーズに着手しないことにはどのようなデータが

取得されるかは分からないからである。そこでフォーマ

ット化によってではなく、別の方法で①の作業工程をイ

メージするためのメタファーを生成することにした。

そこで今回のハンドブック作成後に①を説明する際に

用いることとしたのが「警察の事実認定のメタファー」

である。警察は目の前の人物が本当に罪を犯した者であ

るかは、冤罪の可能性を鑑みて、物的証拠・供述証拠・

状況証拠などの多種多様な証拠を組み合わせて真実を突

き止めていく。実践研究も、実践を振り返る中で取得さ

れた多種多様な証拠をもとに実践現場における「真実」

を浮かびあがらせる点では同様である。このように①の

フォーマット化が難しい作業に関しても、「警察の事実認

定」という類似特性を持った活動との同一性をメタファ

ーとして示すことで、研究活動への関わり方をイメージ

しやすくした。こうしたコメントを受けて改善したもの

が 4 月 4 日の完成版である。 

4. 新たに浮上した課題と解決法の考察

 今回のハンドブックの制作を通して新たに浮上した課

題もあり、その課題を乗り越える為の方法論を提案する。 

第一にハンドブックは実践者の研究活動に関する理

解を深め、心理的障壁を減らすことには貢献したものの、

実際に論文を執筆できるまでには研究専門職による介

入を要すると考えられた点である。今回指南したのは研

究論文の中身にあたる①実践事例の忠実な記述、②成否

要因の分析、③法則性やコツの導出という三段階につい

てであった。しかしこれらはあくまで実践研究論文の中

心の過程に過ぎず、全体ではない。 

図 3 実践研究論文の構成要素 

Figure 3 Components of a Practical Research Paper 

上図の通り論文においては①～③に加えてイントロダ

クションとコンクルージョンも執筆する必要がある。一

般的な論文のイントロダクションでは先行研究レビュー

をもとに「新規性」の明示を図る必要があると考えられ

ているが、2.3 で論じた通り、実践研究では「新規性」と

は異なる価値をイントロダクションで表明する必要があ

る。その「異なる価値」を説明して読者から納得を得ら

れるには、著者自体が実践研究及びアクションリサーチ

等の方法論を体系的に理解しないことには、読者の納得

を得られるほどの「研究の位置づけ」を説明することは

難しいと考えられる。しかし実践研究及びアクションリ

サーチの体系的理解について多忙を極める実践者に求め

ることは、彼らの通常業務を逸脱しかねない。そこで今

回の実践研究に如何なる貢献可能性があるかを書き示す

にあたり、研究専門職の助言を受けながらイントロダク

ションを含めて論文執筆に取り組める体制、あるいは共

著で其々役割分担をしながら執筆に取り組む体制が企業

内で形成されている必要がある。 

 第二に実践者が社内の研究活動に参加することを促

進する上で、「研究活動」に参加するインセンティブが整

えられることが理想的である。日常的に実践的活動に従

事している実践者にとって研究活動とは通常業務とは離

れたインフォーマルな活動となりやすい。そこで仮に社

内で「研究活動」を促進する上では、通常業務外のイン

フォーマルな活動をも包括的に評価する社内制度が充実

していなければ研究活動に向けた衝動が起こっていたと

しても停止してしまいかねない。本研究より推察された

のは、社内組織的に「研究活動」を推進していくには、

第一段階として実践者の研究活動に対する心理的障壁を

下げる必要があり(今回の研究の達成目標)、その上で第

二段階として実践者のインフォーマルな研究活動が社内

の評価枠組に組み入れられる必要があるという点である。 

 第三に論文体での言語化の方法論を指南する必要が

ある。研究者は論文の執筆を通常業務の一つとしており、

一万字を超える長い文章(学会予稿であれば)を、研究規

範も順守しながら論理的に組み立てていく職能があると

考えられる。しかし論理的な文章作成に関しては佐竹に

よれば社会人でも苦手意識を持つ者が多く[14]、況して

や一万字以上の論文を執筆していくにあたっては文章の

全体性の論理を注視しながら、最適な表現に向けて推敲

していく集中力も要求される。本研究では論文の構成要

素および実践研究に取り組むための方法論をハンドブッ

クにまとめたが、それらの方法論を遂行して論文化に到

達するには、論理的思考力や文章化、長文の執筆に耐え

うる集中力を持つ者を増やしていく必要がある。 

一方でこの課題については「論文の執筆を担当する研

究者」と「実践知の蓄積と分析を担当する実践者」が共

著で執筆するという役割分担によって解決される可能性

もある。例えば西村・吉田論文は、アートプロジェクト

企業経営者である吉田の実践知を、研究者である西村が

汲み取り、論文化するという共著体制によって課題をク

リアした研究例である[15]。しかし単独で実践研究論文

を執筆可能な実践者が増加することは、研究可能人材が

増加することを意味するため、社内での論文形式でのア

ウトプットの総量が増え、組織的に良質かつ体系化され

た知見が循環していくという期待が持たれる。 

勿論、単独で実践研究論文を執筆可能な人材を増やす
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ことは容易なことではない。しかし段階的に人材育成を

行うことについては可能と推察する。具体的には初期で

は社内研究者との共著での論文執筆に取り組み(Lv.1)、中

期的には社内研究者の支援を受けながら論文執筆に挑戦

し(Lv.2)、長期的には単独で論文執筆に挑戦する(Lv.3)と

いう三段階を目安とした研究人材育成過程を提案する。

このように社内研究者との共著経験を積みながら、徐々

に実践者を企業内研究人材として育成していく過程が一

般化されていることで、「研究」と「実践」が渾然一体化

されるだけでなく、社内でも学術知の循環が起こる、専

門性の高い企業組織が形成されていくものと推察する。 

表 1 企業内研究人材の育成過程モデル 

Table 1 Model of the process of developing research 

personnel 

Lv. 論文執筆とのかかわり方 成長目標 

① 社内研究者と共著で論文執

筆に取り組む

共著での論文執筆を通じて研

究・論文執筆過程を体感する 

② 社内研究者の支援を受けな

がら論文執筆に挑戦する

社内研究者の添削及び伴走を

受けながら文章化を進め、論

文化までやりきる 

③ 社内研究者から独立して単

独で論文執筆に挑戦する

独立して実践研究論文の執筆

が可能となり、他の実践者と

共著で論文執筆も取り組める 

5. おわりにかえて―提言

 人間中心設計推進機構においても「デザイン(設計)」に

取り組んでいる実践者の実践知が論文として報告される

ことは望ましいものと考えられる。それは 2.2 でも論じ

たように読者(主に研究者)は、実践者の経験的記述から

新たな研究テーマや研究仮説を見出すことが可能となり、

より現場で要求される理論が生成されることが期待され

るからである。しかし現状として実践者は研究活動に対

して距離を抱きがちであった。確かに実践者向けの論文

の書き方に関する教本及びガイドが溢れている。しかし

職業研究者が執筆しているそれらの中には実践者の通常

業務のプロセスを阻害してまで厳格的な研究活動規範の

順守を要求するものが見られ、実践者に研究との距離を

感じさせるように作用しがちではないかと推察された。 

そこで本研究では、研究方法論のガイドを「実践者目

線」で記述する試みより、実践者の通常業務を崩さない

実践研究方法論を新たに構築し、さらにより親近感を持

った状態で社内の研究活動に参加してもらえる実践者を

増加させることを目的として、『実践の研究論文化ハンド

ブック』を制作した。またこのハンドブック公開後の反

応を分析することで「研究と距離感を感じがちだった実

践者にいかに研究活動に親近感を持って頂き、研究活動

に参加する動機づけが得られるか」を考察してきた。 

デザイン学(設計学)とは元来「実践の学」であり、実践

者の生身の知見が報告されることによって、学知が洗練

され、領域が発展するという一面もあると考えられる。

故に実践者の学会参加は促進されるべきであり、デザイ

ン実践者がデザインの学術自体に距離を感じうる要因は

可能な限り是正を進めていく必要があると主張する。本

稿ではそのための方策として MIMIGURI でのハンドブ

ック制作事例を論じたが、一企業の実践例に過ぎないた

め、外部妥当性の検証を今後行っていく必要がある。 

本稿にはもう一つ意図がある。本稿は『実践の研究論

文化ハンドブック』で示した体裁を順守して執筆してい

る。デザイン学における実践研究論文の体裁に関しては

数多くの議論があるが、依然として望ましい方法論は形

成されていない。そこで本稿の記述スタイルを叩き台と

して、人間中心設計研究における実践研究論文の在り方

について叡智をお借りして議論を深めていきたい。 
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予稿原稿

変革組織に必要な６要素のモデル化、および指標化

〇高橋 祥*1 竹中 薫*1 
Modeling and indexing the six elements needed for a transformation organization 

Sachi Takahashi*1, Kaoru Takenaka*1 

Abstract - We have developed a structural model for improving the change in organizations based on the use 
of various human resources, and developed indicators based on its structural models. In addition, an outcome 
design process has been developed to enhance structural models in the organization and to enhance the 
relationship between the organizations by self -disclosure and self -disclosure. 
This structural model, indicator, and outcome designs based on the creation of innovation were organized as 
"extended HCD processes for innovation creation". In this announcement, this process will be announced, 
including the case study that applies to the organization. 

Keywords: Innovation, Organization, Human Centric, Design Thinking, Index Tool 

1. はじめに

昨今、従来型の製品やサービスの改善活動だけではな

く、イノベーション創出や DX（デジタル・トランスフォ

ーメーション）の文脈でデザイン思考や HCD プロセス

を用いるケースが増加している。

DX でよく用いられるアジャイル開発では小さな HCD
とも呼べるような仮説と実験のサイクル（イテレーショ

ン）を繰り返しながら、結果として無駄のない製品の開

発をめざしていく。またアジャイル開発の根底にあるア

ジャイル思想と呼ばれるマインドセットには、イテレー

ションの考え方を開発対象だけではなく、開発方法やプ

ロセス、チームメンバーの関係性にまで応用し、最適な

製品づくりと並行して、開発プロセスや、チームの関係

性も含めて最適化していくという考え方がある[1]。 

図１ アジャイル思想の 3 つのカイゼン 
Fig 1 Three Kaizens in Agile Thought. 

我々は、この考え方に触発され、イノベーション創出

や DX 文脈でデザイン思考や HCD が機能する時に、前

提となる組織やチームの在り方や参画するメンバー同士

の関係性に改めて着目し、デザイン思考や HCD を効果

的に実践するチームに必要な要素について先行研究をベ

ースに導出し構造化することとした。また、この必要な

要素について、現状のチームの状態を可視化するための

指標及びツールを開発し、指標やツールを用いてチーム

の関係性の最適化を図りながら具体的なイノベーション

創出や DX を推進するプロセスを検討した。 

2. 研究の目的と方法

2.1 構造モデルの構築

組織論に関わる先行研究および、多数のイノベーショ

ン事例を参照し、イノベーション組織に必要と考えられ

る 6 つの要素を導出し、それぞれの関係を含めて仮説的

な構造モデルとして構築した。構築にあたっては、様々

なタイプの組織で共通の概念として理解しやすい抽象性

と簡易さを併せ持つことを指針とした。

2.2 指標およびツールの開発

構築した構造モデルの概念を組織にインストールする

方法として、現状のチーム状況を可視化する為の指標を

開発することとした。チームの構成員一人ひとりが、6 つ

の要素の到達度について主観的に評価できる評価項目を

策定し、数値とグラフで把握できる評価結果の提示方法

及びツールを開発した。

2.3 構造モデル及び指標の、開発プロセスへの適用

方法の検討

上記で開発した構造モデルと指標を、デザイン思考や

HCD を用いてイノベーション創出や DX 推進を目指す

チームにどのように組み込んでいくか実践的に検討した。

自らのチームの現状認識及び構造モデルを参照しながら、

対話を重ねることで、チームとして共通する価値観を作

*1：株式会社 U’eyes Design
*1：U’eyes Design Inc.
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り、その上でデザイン思考や HCD を用いたイノベーシ

ョン推進プロセスを実施することで、意識や行動にどの

ような影響や効果が生じたか考察した。

3. 構造モデルの 6 要素

組織論に関わる先行研究および、多数のイノベーショ

ン事例より、イノベーションを成功させる組織やチーム

に必要と考えられる 6 つの要素を導出し、それぞれの関

係性を含めて図１の構造モデル（Innovative Organization
Tree：IOT）を構築した。IOT は、上部の 3 要素と、それ

を支える下部の 3 要素から成り、樹のメタファを用いて

表現した。地表より上に現れる幹、枝の部分を「個人の

3 要素」、地表より下に存在する根、土壌の部分を「組織

環境の 3 要素」とした。 

図 2 イノベーティブ・オーガニゼーション・ツリー 
Fig 2 Innovative Organization Tree 

3.1 個人の 3 要素 
イノベーションを成功させる「個人の 3 要素」として

は、HCD プロセスをベースに、デザイン思考やアジャイ

ル、リーンスタートアップ等に通底する、「仮説を立て小

さく試しフィードバックを得て変化させる」という一連

の学習プロセス[2]に現れている性質として、「好奇心が発

揮できる」「失敗に向き合える」「自己を変容できる」の

３つの要素を抽出した。

3.1.1 好奇心が発揮できる

好奇心は、わからないものに対する疑問や知りたいと

いう欲求であり[3]、この不確定な状況に対する強い関心

と能動的な態度が、未知な物事に対するアブダクション

（仮説的な推論）[4]の原動力であると捉え、職場で好奇

心を発揮できていることが、イノベーションに参画する

個人の要素に不可欠なものと定義した。

3.1.2 失敗に向き合える

次に、人間は「損失回避バイアス」の影響から一般的

に「失敗を恐れる」傾向があるが、シリコンバレー等の

企業では「フェイル・ファースト（早く失敗しろ）」1 と

いう行動指針が表明されているなど、イノベーションを

推進する組織では、早期の失敗が推奨されている。HCD
プロセスのユーザテストなどの、実験して現場からのフ

ィードバックを得るという局面は、いわば「失敗から学

ぶ」と呼べる機会であり、この現場と向き合うマインド

としての謙虚さ、真摯さを「失敗に向き合える」という

言葉で表現した。

3.1.3 自己を変容できる

上記の「好奇心を発揮できる」「失敗に向き合える」の

態度で、デザイン思考や HCD プロセスを駆動させると、

当初考えていた自身の思い込みが間違いであることに気

づいたり、アイデアや計画を修正する必然性に直面する。

この思い込みや初期仮説を手放すという行為は、Kegan，
R．[5]らの成人発達理論等においても、自己変容型知性

（Self-transforming mind）として注目されている。自己変

容型知性とは、従来型の牽引型リーダーシップである自

己主導型知性（Self-authoring mind）とは異なり、他者と

共創する中で、柔軟に自己（自身の考え）を変容してい

ける能力であり、この能力や資質のことを「自己を変容

できる」という言葉で表現した。

3.2 組織環境の 3 要素

3.1 で定義したような好奇心旺盛で失敗に向き合い自

己を柔軟に変容できる人材はどこにいるのだろうか。イ

ノベーションを推進したい組織は 3.1 で定義したような

人材を積極的に採用するという対応しか策はないのだろ

うか。しかし人間とは環境に依存する動物であり 2、「好

奇心が発揮できる」ことも「失敗に向き合える」ことも

「自己を変革できる」ことも環境からの影響が大きく関

わっていると考えられる。そこでこれらの要素に影響を

与える組織環境の要素として「多様性への寛容」「心理的

安全性の維持」「合意できるアウトカムの存在」の３つの

要素を抽出した。

3.2.1 多様性への寛容

イノベーションの本質は「既知と既知の新しい組み合

わせ」と言われ、この neue Kombination（新結合）を起こ

す鍵は多様性（ダイバーシティ）にある[6]といわれて久

しい。また多様性というと、性別・国籍・障害の有無な

ど表層的でわかりやすい違いに着目されがちだが、多様

な人が存在しているだけでは新結合は起きず、考え方や

感じ方の違いが包摂され（インクルージョン）、多様な人

1: 四之宮 壮平: イノベーションを巻き起こす 
「失敗の奨励」という考え方; 電通報 https://dentsu-

ho.com/articles/6052(2022/5 参照) 
2: Health and Safety Executive: Introduction to human factors, 

https://www.hse.gov.uk/humanfactors/introduction.htm(2022/5 参照) 
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が自分らしさを発揮しながら組織に関わり（ビロンギン

グ[7]）、対話がなされることによって、第三の回答（アウ

フフェーベン）が生まれる[8]。重要なのは、自分とは異な

る人や「違い」そのものに対して開かれているというマ

インドである、との考えから「多様性への寛容」という

言葉で要素名を表現した。 

3.2.2 心理的安全性の維持 

次に「心理的安全性」については、Google 社が 2012 年

から実施した大規模労働改革プロジェクト（Project 
Aristotle）3 において、「生産性の高いチームには心理的安

全性が最も重要であった」というレポートを発表したこ

とで話題になった最重要キーワードである。Edmondson、 
A。[9] の定義では、「戸惑ったり、拒絶されたり、罰され

ることを恐れることなく、意見を表明したり、間違いを

認めたり、リスクある行動を取ることをいとわないとい

った人々の意欲」と定義される。心理的安全性の概念は、

当初、人間の相互作用のレベルが高い複雑な職場環境、

特に医療において開発され、航空機等の安全管理のサブ

カテゴリ、ヒューマンエラーや高信頼組織の研究等で類

似概念が開発され、Edmondson の一般企業での実験を通

じて不確実性の高い環境下での振る舞いという点で広く

普及されるようになった [9]。イノベーション創出は従来

型の生産活動に比べ不確実性の高い活動になるため、職

場環境が安心できず恐怖を感じる状態だと人は危険回避

行動に集中してしまい、本来であれば気づけたはずのチ

ャンスやリスクを察知できない。職場環境の心理的安全

性が高いことが、各自の気づきの共有スピードを上げ、

イノベーション創出に向けた競争力向上につながるとし

て、「心理的安全性を維持」することが重要な要素として

抽出した。

3.2.3 合意できるアウトカムの存在

最後に組織活動の目的を示す言葉として「アウトカム」

という言葉に注目した[10]。「アウトカム」は政策や医療心

理学の分野で使われる、受益者側にもたらされる便益や

望ましい状態を表す言葉である。また昨今のサスティナ

ブル経営の文脈でも、企業活動が製品やサービスといっ

たアウトプットだけではなく、環境や社会にどのような

影響を与えているか等、無形資本も含めた広範囲を統合

して責任を果たす経営思想でも使われるキーワードであ

る 4。われわれは、このアウトカムというキーワードを人

間中心思想にふさわしい目的を表す言葉として着目した。 
「多様性に寛容」な態度をとることも、「心理的安全性

を維持」しリスクある行動をとることも、どちらも人と

してエネルギーを要することであり、強い意志や動機が

ないと実行できない。この強い意志や動機を刺激するた

めに、個人として社会にどのような価値を提供したいか、

どのような課題を解決したいか等、衝動にかられるよう

な目的意識を持つことが重要であると考えた。また不確

実性の高いイノベーション創出や DX 推進において、目

的意識を明確にして自分事化するだけではなく、それを

組織のアイデンティティと統合し、チームで共有するこ

とや、社会課題と統合し、利用者や投資家などステーク

ホルダーと分かち合うことが、取り組みの正当性を高め、

その取り組みの推進力を強化するものとして有効である

と考え、「合意できるアウトカムの存在」という言葉で表

現した。

3.3 「個人の 3 要素」と「組織環境の 3 要素」の関

連

ここまでイノベーション創出文脈における、デザイン

思考や HCD プロセスの推進に適した人材像と組織像に

ついて述べた。

一般的に企業は、組織のあるべき姿よりも、人材とし

てのあるべき姿、つまり人材の気質と個人技に着目しが

ちである。例えば、本論文で提案する構造モデルの「個

人の 3 要素」の部分にあたる「好奇心が発揮でき」、「失

敗に向き合い」、「自己を変容できる」ような資質を、人

材に対して求めたがる。しかしながら、人材の持ってい

る能力を損なうことなく伸ばし、かつ、十分に活かすに

は、受け皿側である企業組織に優れた環境が備わってい

ることが必要である。何故ならば、人間は、元来、社会

的な動物であり、企業活動における一人ひとりの能力は、

彼らが置かれる企業組織の環境に大きく影響を受けるか

らである。ここで、企業組織の環境とは、拠点などの物

理的な環境や会社組織図で表される公式の部門構造だけ

でなく、帰属するチームの雰囲気や他者との関係などの

心理的な環境も含まれる。

本構造モデルでは「組織環境の 3 要素」の部分にあた

る「多様性への寛容」「心理的安全性の維持」、「合意でき

るアウトカムの存在」が、優れた組織環境には必要であ

ると考えている。それは、組織を構成する経営層、管理

職層、一般従業員層など、種々の層に属する人材が織り

なす生態系が醸成する企業活動の姿勢と行動パターンと

なって現れている。つまり「個人の 3 要素」は「組織環

境の 3 要素」によって下支えされているものであり、企

業活動を通して志を同じくする多様な人々との出会いに

より、自身の経験が拡張されることで新しい刺激を得る

事ができ、好奇心が発揮され、創造性につながる。また、

多様な人々が互いをありのままに認め合えることで、組

織の中で弱みを見せても大丈夫だという心理的安全性が

維持され、失敗に向き合うマインドを醸成し、自己変化

が促され、創造性につながると考えられるのだ。

3: Google re:Work: 「効果的なチームとは何か」を知る; 
https://rework.withgoogle.com/jp/guides/understanding-team-
effectiveness/steps/introduction/, (2022/5 参照)  

4: 国際統合報告評議会(IIRC) 国際統合報告 フレームワーク 
日本語訳, オクトパスモデル, 
https://www.integratedreporting.org/wp-
content/uploads/2015/03/International_IR_Framework_JP.pdf, 
(2022/5 参照) 
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4. 指標の開発

図 2 の変革組織の構造モデル（IOT）を活用して、組織

の現状を可視化する指標（Organization Tree Score：OTS）
を開発した。

4.1 開発の背景 
IOT の 6 つの要素は、人々にただ重要な情報として伝

えるだけでは十分ではない。実際の自分が参画するチー

ムがどの程度これらの要素を満たしているか、自身が感

じている状況と、他者が感じている状況が同一なのか、

異なるのか、チームとしてどうゆう状況にあるのか、そ

の関係性に向き合う機会を持つことが重要であると考え

た。このチームに向き合うきっかけとして、組織の状態

を数値として可視化できる指標を開発した。

本指標は、チームがチームの関係性に向き合うトリガ

ーという目的のため、指標の正確性や網羅性よりも、容

易に実施できること、結果の可視化がしやすいことを意

図した。またあくまでチームの測定をするものなので、

結果はチームスコアの算出のみで、個人評価は行わない

ものとした。

4.2 指標の構成・仕様

OTS は、評価対象組織の構成員一人ひとりの主観調査

を総合して、6 つの要素に基づいたチームの状態を可視

化するための指標である。主観調査の質問は図 2 のモデ

ルの要素毎に、自身の感じ方や振る舞いを思い起こしや

すいように、以下の 3 つの視点で質問項目を用意した。

個人：自分自身の感じ方や振る舞いを評価

チーム：身近な人間関係やチームの状態を評価

組織：会社全体のルールや風土に対する印象を評価

質問数は表 1 に示したように、6 つの要素に 3 つの視

点を掛け合わせた 18 問とした 5。 
表 1 OTS の 18 の質問 

Table 1 18 questions in the OTS survey. 

アンケートの回答方法は、4 段階のリッカート式とし、

［a:あてはまる］［b:少しあてはまる］［c:あまりあてはま

らない］［d:あてはまらない］から 1 つを選択することと

した。

回答対象は評価対象組織やチームの構成員全員とした。 
一般に、従業員満足度調査などでは記名式でアンケー

トを取ることが多いが、個人評価のためではなくチーム

評価である点や、回答者により正直な回答を促すため、

匿名方式を採用した。

4.3 分析方法

スコアの算出は、回答者が認識している問題意識を反

映しやすくするため、中立な回答（b の反応数）は周囲

の影響を受けやすい状況として計算式には含めず、ポジ

ティブな反応率(a の反応数/全体の回答数)と、ネガティ

ブな反応率(cと dの反応数の和/全体の回答数)の差の100
分率を OTS のスコアとした。

スコアは-100pt～100pt で算出される。スコアの解釈の

目安として、表 2 のようなレンジを設けている。 
表 2 OTS スコアのレンジ 

Table 2 OTS score range. 

OTS は、全体の得点の算出だけでなく、図 3 のように

要素別や視点別の得点を算出しレーダーチャートに示す

ことで、評価対象組織のどの部分に課題があるかを可視

化する。 

アンケートの回答、および結果の算出までを自動で行

えるクラウドツール「Cloud OTS6」も併せて開発・提供

しており、評価自体は簡単に実施可能になるようにした。 

図 3 OTS 結果（サンプル） 
Figure 3 OTS result (sample). 

5. HCD 開発プロセスへの適用方法の検討

3章及び 4章で示した構造モデルと指標を適用した『イ

ノベーション創出のための拡張 HCD プロセス』を開発

した。拡張 HCD プロセスは、図 4 に示したように、チー

ミング、アウトカムデザイン、サービスデザイン、ビジ

5：株式会社 U’eyes Design: OTS 18 問のアンケート; 
https://www.ueyesdesign.co.jp/ots/ (2022/5 参照) 

6：株式会社 U’eyes Design: Cloud OTS;  
https://cloud-ots-ued.sakura.ne.jp/ (2022/5 参照) 
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ネスデザインというフェーズで進行する。

図 4 イノベーション創出のための拡張 HCD プロセス 
Figure 4 Expansion HCD process for creating innovation. 

5.1 OTS の測定とチーミング 
イノベーション創出のための拡張 HCD プロセスとし

て、まず IOT、および OTS を用いたチーミングを実施す

る。チームに参画するメンバー全員に OTS のアンケート

に回答してもらい OTS を測定する。その後イノベーショ

ン創出時における IOT の 6 要素の重要性などの考え方を

共有したうえで、参画チームの OTS 結果の数値やグラフ

を共有し対話を促す。初回の測定では数値は低く出るこ

とも多いが、数値の高低ではなく、レーダーチャートの

形に現れる組織タイプに着目させ、参画メンバーが、自

身のチームをどのように変えたいか等、理想のチーム像

についてイメージすること促す。

OTS はチーム評価ツールの体を成してはいるが、プロ

ジェクトのキックオフ時には、チームのマインドガイド

として機能するという副作用を狙う。

5.2 アウトカムデザインプロセス 
OTS の結果、IOT の下の部分である「組織の 3 要素」

の数値(特に「合意できるアウトカムの存在」の数値)が低

い場合の対応策として、アウトカムデザインプロセスを

開発した。

アウトカムデザインプロセスは［1：自分と向き合う、

仲間と向き合う］［2：時代や社会の変化と向き合う］［3：
組織のアイデンティティと向き合う］の 3 つのフレーム

から成り、内省と自己開示をワークショップ形式で行い

ながら、チームが目指す未来像を生活者視点で描く取り

組みである。

5.2.1 自分と向き合う、仲間と向き合う

通常の HCD プロセスにおける要件定義では顧客理解

からサービスの目的設定をする事が定石だが、イノベー

ション創出文脈ではその対象となるターゲットが定まっ

ていないことが多い。そのため最も初めの課題発見は自

分自身やチームに参画する仲間が感じ取っている課題認

識の共有から始めるべきであると考える。自身の社会課

題に対する関心事や、自身や周囲で実感できる痛みの経

験、その背景にある過去の経験やこだわりを内省し、そ

の根底にある価値観も含めて自己開示をしていく。自己

開示に同席する仲間は話者の開示内容を評価することな

く、HCD プロセスにおけるインタビュー等と同等に、判

断を保留して、ことばを記録しながら集中して傾聴し、

話者の価値観や意見のありのままを受け止める。同様に

チームに参加するメンバーの内省と自己開示を繰り返し、

参画メンバーの中で共感が生まれる課題領域を探り当て

ていく。

このプロセスは、課題領域を探り当てるプロセスであ

ると同時に、参加メンバーの心理的安全性を醸成し、参

加メンバーのそれぞれの多様な価値観や経験に対して開

かれてくプロセスでもある。

5.2.2 時代や社会の変化と向き合う 
5.2.1 でチームメンバーが共感しあえる課題領域を捉

えた後に、次にその領域における最新事例や競合事例、

課題の文脈を理解していく。具体的には Web を使ったデ

スクリサーチ、機縁法を用いた当事者へのインタビュー

や観察等を実施する。ここでは課題の当事者や最新事例

を知ることで、参加メンバーがいわば挫折感を味わうこ

とが狙いとなる。個人としてチームとして心動かされる

課題領域において、自分達がなにもできてない、今まで

まるで知らなかった、という気持ちを実感させることが

重要である。

5.2.3 組織のアイデンティティと向き合う

最後に、組織の社是やビジョン、これまでの広報発信、

中長期計画などを参照し、チームでフォーカスした課題

領域に対して、所属組織との文化的な整合性を見つけて

いく。自身やチームメンバーから生まれた課題意識と組

織のアイデンティティや戦略を統合するためのステップ

であり、このストーリがつながることで、テーマに選定

する課題領域やその後のアイデアに携わる正当性を強化

することができる。また 5.2.2 で挫折感を感じたテーマ

に対して、この組織に所属する自分達が解決すべきだと

感じることで、やりたいこととやるべきことの統合が起

き、動機付けが強化される。

アウトカムデザインプロセスでは、これらの 3 つのフ

レームでワークショップを実施することで、事業活動に

対するリフレーミングを行い、活動における課題の特定

と目指すべき世界像の具体化、およびその実現に向けた

自己組織化を促す。

5.3 サービスデザイン 
5.2 のアウトカムデザインプロセスを経て、チームで合

意できるアウトカム、つまり課題の特定と目指すべき受

益者側のゴールイメージおよび自分達の存在意義が定ま

ったら、そのアウトカム実現にむけたアイデア発想や、

課題やターゲットの理解のための調査、仮説の構築、受

容性の評価など、HCD プロセスを援用しながら活動を推

進していく。ただし、イノベーション創出や DX 推進で

はモノ作りというより、サービス作りの観点での取り組

みがメインになるため、初めから細部まで検討するより、

提供価値やサービスモデルなど小さな仮説を一つずつ確

認しながら、顧客の希求水準（SUV）を見定めていくリ

ーンスタートアップのアプローチ[2]で検証を進めること

が重要となる。従来の HCD プロセスではプロセスの精

密性を準拠するあまり、モニタリクルート等の手続きに
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時間や労力がかかることが散見される面があったが、イ

ノベーション文脈や DX 創出の初期では、特別な理由が

ない限り機縁法などを用いて、いち早く顧客候補に出会

い、共に刺激し合って創発をするような共創的なマイン

ドセットが重視される。

このリーンスタートアップの活動を推進するのに必要

なマインドセットが、3 章で定義した構造モデルの木の

上の部分である「個人の 3 要素」に該当し、顧客や顧客

を取り巻く環境や文化に好奇心をもって向き合い、小さ

な仮説を都度ぶつけながら、失敗を進化のためのフィー

ドバックとして受け止め、自己の初期仮設を手放しなが

ら変革していくマインドになる。

5.4 ビジネスデザイン

イノベーションや DX を事業として成功させるカギは、

持続可能な事業として提供サービスを形作ること、つま

りはビジネスデザインのフェーズとなる。このフェーズ

について我々も未だ発展途上段階ではあるが、このプロ

セスにおいても IOTのマインドセットやアウトカムデザ

インの効果が出始めているので、以下で事例を紹介する。 
5.4.1 ビジネスデザイン事例

自動車メーカー、IT ベンダー、および自治体の三者に

よる Maas 実現に向けたサービスデザインを上記の拡張

HCD プロセスの中から、OTS によるチーミング、アウト

カムデザイン、サービスデザインを実施した。この事例

では単一組織ではなく、複数の組織の参画メンバーから

成るチームを OTS やアウトカムデザインをベースにチ

ーミングした。参画メンバーらが、アウトカムに共感・

腹落ちし、それをベースに描いたサービスモデルである

ため、強い説明力で発信することができ、ビジネス展開

に向けて各組織での稟議の上申や、新たなビジネスパー

トナーなどのステークホルダーを獲得する局面において

のプレゼンテーションがこれまでとは異なる熱を帯びた

ものになって推進力が高まった点、共感者賛同者を得や

すくなった点など、このプロセスの効果として認識して

いただいている。

6. 考察

従来型のカイゼン型モノ作り側面での HCD は「利用

者側の望む、使いやすいもの」という、生活者側に解を

委ねるような、やや受け身のマインドセットであった。

しかしイノベーション創出や DX 文脈での HCD では、

最初に特定のテーマや対象者が定まっていないことも多

く、企画者やデザイナーの社会認識や問題意識から出発

したアウトカムを構築し、チームや社会のステークホル

ダーとエンゲージメントを築きながらサービスやビジネ

スをデザインする必要がある。様々なステークホルダー

と共により良い未来を創出していく活動のための組織や

個人のマインドセットが IOT であり、そのプロセスが『イ

ノベーション創出のための拡張 HCD プロセス』といえ

る。

7. 今後に向けて

我々は、イノベーション創出や DX 推進を目指す組織

を支援するインタフェースとして、共通認識を促すため

の構造モデル（Innovative Organization Tree：IOT）の提示

や、指標化（Organization Tree Score：OTS）、およびそれ

らに基づいたイノベーション創出プロセス『イノベーシ

ョンのための拡張 HCD プロセス』を構築し、現場適用を

通して、その有効性について現場感覚としての効果を感

じている。

今後は、このプロセスにおいて我々が提供するプロセ

スをファシリテーションするためのナレッジやサービス

をツール化し一般化することで、「イノベーション創出の

ための拡張 HCD プロセス」の普及と定着を目指したい。 
また、このプロセスを実行することで、組織活動に参

画するメンバーのマインドセットや組織環境やマネジメ

ント方法が変化し、多様な人が働くことで喜びやモチベ

ーションを高めながらイノベーション創出や DX を推進

できる真の「働き方改革」の実現を、HCD という領域か

ら発信できるような活動をしていきたい。
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予稿原稿

ロードマップの学生向けの演習と HCDの視点による分析

〇安齋 利典*1 
Roadmap exercises for students and analysis from an HCD perspective 

Anzai Toshinori*1 
Abstract - In research, it is essential to trace back the past and predict the future, and roadmaps are a tool for 
this. This section describes the use of roadmaps in the classroom and some aspects of research using HCD-
like analysis based on roadmaps. 

Keywords: Roadmap, Education, Analytical approach 

1. はじめに

デザインしたモノ・コトを実際に製品やサービスにす

るためには、組織の上層部やクライアントを説得する必

要がある。新たなデザインを考えるためには過去に遡っ

て事例を調べる、将来的にどのような方向にそのモノ・

コトの環境が変化して行くかを想定することも必要であ

る。すなわち、世の中の動向を把握して自分の提案の位

置づけを明確にし、将来にわたる可能性を示すことが重

要となる。そのために活用できるものとしてロードマッ

プが考えられる。

ロードマップは、「工程表」や「計画表」などと訳され

る。特に長期にわたる計画において進捗の節目となるマ

イルストーンを設定し計画の達成に向けて工程管理を行

う手法、ツールを指す場合が多い[1]。

また、いったんロードマップを作成した後に過去の経

緯を分析することによって、傾向、方針、因果関係等の

考察も可能になる。

2. 目的

本稿では、大学院(博士前期課程 1年、以降 M1)の授業

の一部に採用しているロードマップの扱いや学生が作成

したロードマップの事例を通して、作成過程で得られる

知識や成果の有用性、活用等の説明とともに、過去のロ

ードマップを元にした人間中心設計(Human Centered 
Design 以降 HCD)視点による分析方法、事例について説

明、考察する。 

3. 仮説

ロードマップを作ることによって、研究対象とするモ

ノ・コトの歴史、関連する規格、将来の動向を想定する

ことができ、デザインや技術の変遷や将来の、そのモノ・

コトの価値についても思い描くことができるのではない

かと考えた。

また、時系列的に整理された過去のロードマップの因

果関係を考察することから、HCD 視点による分析がでは

ないかと考えた。 

4. 方法

授業で採用しているロードマップの概要、学生が作っ

たロードマップの概要等を説明し、考察する。 

次に、主に過去の部分をリスト化したロードマップに

ついて、HCD 視点からの整理・分析について説明し、考

察する。 

5. 授業におけるロードマップ

5.1 授業概要 

ロードマップを取り入れている授業は M1 の「製品デ

ザイン特論」である。なぜ製品デザイン系の授業で取り

上げるのかというと、報告者の経験上、ロードマップを

作ることにより、先に述べたような過去の事例から将来

予測までできると考えていたからである。また、授業は

必ずしも製品デザインを目指す学生だけが履修するもで

はない。コンテンツ系や空間系の学生も履修する場合が

あるので、製品デザインそのものではなく、ある程度の

幅を持たせる必要がある。加えて、極力、修了研究に役

立てたいということも念頭に置いている。 

科目のねらいを「製品デザインの計画や実現に必要な

技術の変化にいかに対応してきたかを、製品デザインの

流れやロードマップを通して学ぶ。」としており、到達目

標に「①製品及び技術ロードマップの理解」を加えてい

る。 

5.2 学生が制作したロードマップの概要 

授業の中でロードマップの意味を説明し、事例を紹介、

作り方を説明して課題としてロードマップを作るよう指

示している。 

各学生が研究対象とするモノ・コトの時代による変化

や操作性、提供価値の変化なども調べて最終的にロード

マップに盛り込むことになる。

事例としては、シルバーカー、楽器、照明、フォント

等、様々な研究対象がロードマップ化されてきた。 *1：札幌市立大学
*1：School of Design, Sapporo City University

2022年度春季HCD研究発表会予稿集

21



ロードマップの過去の部分については、先行事例の調

査になるが、ロードマップとしてまとめることにより、

法令・規則・規格や他の文化・文明の背景との関係も理

解できるようになるとともに気づきも多い。 

6. ロードマップの HCD 視点による分析

6.1 ロードマップの HCD 視点による分析方法 

過去のロードマップの事象を抽出してリスト化し、時

系列に整理した上で、HCD の 4 つのプロセスに沿って再

整理することにより、様々な発見や考察の可能性がある。 

表 1[2]は研究対象とした企業の Web サイトのロードマ

ップの一部にあたる。10数年に渡る経緯をリスト化して

HCD 視点から分類整理した一部である。紙面の都合上、

HCD プロセスの、利用状況の把握と要求事項の抽出のみ

提示してある。

6.2 HCD 視点によるロードマップの分析結果 

表１の元の表は、縦軸が、年次、法令等の外的要因、

社内規約等の内的要因、サイトリニューアルや組織化等

のマイルストーン、そして HCD のプロセスを便宜的に

示した、(1)利用状況の把握、(2)要求事項の抽出、(3)解決
策(設計)、(4)評価・成果となっている。 
横軸は年代であり、時系列的に様々な施策が整理され

ている。

例えば、2005 年であれば、外的要因として「個人情報

保護法」が 4 月に施行され、マイルストーンとして第 3
次リニューアルがなされた。(1)利用状況の把握、では、

「インターネット」が「テレビ」以上の情報収集手段と

なり、(2)要求事項の抽出、では「ユーザの要求事項」は、

アフターサポート、「組織の要求事項」は，リッチコンテ

ンツ訴求、情報セキュリティ・個人情報保護対策等であ

り、(3)解決策(設計)、では、第 3 次リニューアルによる

リッチコンテンツ導入とニュース性の向上であり、(4)評
価・成果、では、ユーザビリティとウェブブランド力向

上がかなり達成されたことがわかる。

7. 考察

当然ではあるが、学生は調査以前には知らなかった過

去の経緯が理解できるようになった。シルバーカーの例

では生産台数の特定ができず他の指標で推定することと

なった。フォントの例では識字率の増加が教育システム

と連動しているなど様々な影響についても知ることがで

き、研究の成果に結びつく結果がみられたと考える。 

HCD 視点による分析は、通常であればロードマップを

解釈して成果とするところを、リスト化することと、

HCD プロセスに沿った分類整理により、施策の変遷や因

果関係等の分析が可能であり、様々な示唆がえられるも

のと考えられる。例えば、全体指針の流れに対する外的

要因や内的要因の影響が分かるなど、施策がどのような

要因により考え出されたかを分析することができ、考察

に結びつけることができる。 

8. 結論と展望

ロードマップの授業への活用については、それ自体を

作ることにより、単なる先行事例の調査ではなく、法令

や規格、技術動向等との関係も踏まえて、過去を遡るこ

とができ、将来の予測も可能となる。 

ロードマップを HCD 視点から分析することにより、

ある時期に実施された施策がどのような内外的要因に基

づいているか様々な因果関係が理解できる。また、資料

として残されていない部分の補完も可能となる。 

展望として、現状では学生はロードマップを作りそこ

から読み取れる内容を、修了研究の背景部分や初期調査

の結果をして使うところまでしか至っていないが、自ら

の研究の位置付けの明確化や、提案するモノ・コトの信

憑性の裏付けのためにも、HCD 視点からの分析まで至ら

せるようブラッシュアップさせたい。 
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表 1 ロードマップからの HCD 視点による分析の例 
Table 1 Examples of analysis from the HCD perspective from the roadmap 

事業情報サイ

ト再構築

商談機会創出を目的とした要求事項は次となった．

①部門単位から，ユーザ視点での最適導線の確保

②キーワードによる外部検索エンジン対策

③各事業・関係会社サイトへの誘引強化

④地域・グループ情報の発信力強化

中長期的

再構築

社会に柔軟に対応できるシステム･インフラ，独自サーバ運用事業部門

の統合等の要求事項を元に，次の基本方針が立てられた．

1)オフィシャルサイトの活用推進

2)オフィシャルサイトの質の向上

ユーザが考えることなく使えることを

テーマに，タッチパネル，トリプルス

クリーン，アフォーダンス等をキー

ワードとした.

企業情報サイ

ト再構築

「会社情報」サイトは，本社管理部門がアニュアルレポートを元にコンテンツを改定していたため改定頻度が低く，相

乗効果はなかった．それを企業情報力発信強化が要求事項となった.

商談機会創出を目指したBtoB系の事業情報サイトの見直をすべく，各事業部門を集めて

連絡会を開始し，サイトの再構築が望まれた．

中長期的

再構築

ウェブ専任組織とシステム開発・運用委託会社でPMOを設置し，今後の

あるべき姿を検討し，中長期的再構築に発展した．

(2)要求事項

の抽出

リニューアル

「ユーザの要求事項」はユーザビリティの向上，

コンテンツの充実等であり，「組織の要求事項」

は，PV（Page View：ページビュー；閲覧数）の増

加，ブランドイメージ強化，ウェブサイト機能の

向上，ユーザ対応強化等．

「ユーザの要求事項」は，アクセシビリティ向

上，キャンペーン・会員制サイトのメリット受容等

の利便性向上であった．「組織の要求事項」は，

情報発信やウェブマーケティング機能の簡便性

とツール開発や，インターネットの進化による

ユーザニーズへの対応等．

「ユーザの要求事項」

は，アフターサポート，

「組織の要求事項」は，

リッチコンテンツ訴求，

情報セキュリティ・個人

情報保護対策等．

①Web2.0の時代性を考慮したユーザとの

双方向性確立

②ニュース性の向上（最新情報の発信と

頻繁な更新）

③アクセシビリティの向上

④女性も意識した柔らかいレイアウトと配

色

⑤ユーザの求めるページへの辿りつきや

すさの改善

第5次リニューアルの組織の要求事項は次の通りである．

①トップページでの「技術」訴求

②先進的インタフェースとユーザビリティによる利便性向上 

③サイト構造のWEB標準準拠

改めてサイトの役割，ページ構成，表示画面幅等の総合的な見直

しが必要な時期となった．

トリプルスクリーン，トリプルメディア

とユーザ体験が重要視された時期

であった．

企業情報サイ

ト再構築

更新頻度が低く，各部門の相乗効果のないサイトであった．企業情報発信力強化を目指して連絡会を実施し，サイト

の再構築が望まれた．(1)利用状況

の把握

リニューアル

ユーザテストによる問題点抽出．外部機関によ

る評価．

ユーザビリティとウェブブランド力の向上とブ

ロードバンドユーザ利用環境変化への対応．

「インターネット」が「テ

レビ」以上の情報収集

手段となった．

マーケティング貢献が課題であり，ニュー

ス性の向上とユーザビリティ，アクセシビ

リティの向上が望まれた．

事業情報サイ

ト再構築

2011年2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年年次 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年
・消安法（5月）
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予稿原稿

パターン・ランゲージ『近江匠人実践智カード』の

『近江匠人』ブランドへの展開

〇大草真弓*1 
Evolution of the pattern language “Omi Shonin Practical Wisdom Card” 

into a tool that can be used to understand the “Omi Shonin” brand. 
Mayumi Okusa*1 

Abstract - This paper discusses a case study evolution of the pattern language “Omi Shonin Practical Wisdom 
Card” into a tool that can be used to understand the “Omi Shonin” brand. Take a cue from the SECI model, 
we have combined the simplified pattern language “Omi Shonin Practical Wisdom Card” and the “Omi 
Shonin” certification evaluation index to create a tool for manufacturers and distributors themselves to use 
to improve brand awareness. 
Keywords: Pattern language, Certification system, Branding, SECI model 

1. はじめに

東近江市では、2020年から地域物産のブランドとして
『近江匠人』ブランドを立ち上げた。現在は、第 1期（13
事業者）・第 2期（8事業者）の認証を終えた段階である
が、一般市民へのブランド認知度はまだまだ低い。これ

までの拙稿[ 1] [ 2] [ 3] では、簡易型パターン・ランゲージ

『近江匠人実践智カード』の開発経緯と特徴、『近江匠人』

ブランドの認証評価の先進的な仕組みについて紹介し、

以下の 2つのアイデアをベースに、実践智カードのパタ
ーンと認証指標との関係性や、その時点での広報ツール

の状況を分析し、認知度向上のための対策を考察した。

1. パターン・ランゲージを、認証評価の指標に連動

させて広報ツールに応用してはどうか？

2. パターン・ランゲージをベースに、認証された「近

江匠人」が後輩とともに学びながら東近江市の物

産人を育てていくためのラーニングコミュニテ

ィを形成できないか？

その後、12月に第 1回近江匠人意見交換会が東近江市
主催で開催された。意見交換会には、ゲストとして参加

して、認証された事業者のブランドへの期待、広報やイ

ベントを含めたコミュニティでの活動に対するそれぞれ

の温度感に触れることができた。

一方で、コロナ対策に東近江市の予算や職員の人手が

割かれている影響で、今年度の『近江匠人』第 3期募集
は一旦凍結された。ブランドの維持管理を、東近江市の

主導から認証された事業者コミュニティ主導へと、切り

替えを急ぐ必要があることも認識できた。

2. 課題

近江匠人意見交換会では、商品づくりに関わる活動、

イベントでの活動、広報活動、近江匠人コミュニティの

活動などのテーマで、各事業者が現在やっていること、

これからやりたいこと、提供できる技術や場所、観光物

産課に期待することなどが活発に話し合われた。特に、

既に発売まで漕ぎつけた事業者間のコラボ商品やイベン

トに関する話題は大きな盛り上がりを見せていた。

その場で挙げられた課題も多彩であったが、その中に

は、「冊子に制度そのものについてもっとわかりやすいペ

ージが欲しい」、「サスティナブルな事業・取組を商品と

結びつけてアピールしたい」、「認証制度で地域をどうし

たいのかがわかりにくい」といった認証制度の意味や価

値を伝えることの難しさや、「冊子は高価なため多くのお

客さんには配布できない」、「安くてわかりやすい広報ツ

ールをたくさん作ってほしい」といった広報ツールに関

する意見も多かった。

同時に、21 事業者のうち出席は 11 事業者と約半数で

あり、一緒に議論をする場を持つことがなかなかできな

いこと自体も大きな課題であると感じた。理由としては、

①飲食・製造・工芸まで業種の幅が広く、それぞれ忙し

い曜日や時間帯が異なるから集まれない、②集まっても

コラボ商品の話ができる事業者は一部に限られる、③コ

ラボ商品の製造以外にコミュニティとしての能動的な活

動のイメージがわかない、といったことが考えられる。

予算も人手も足りない中で、これらの課題を同時に解

決できるツールが求められていると強く感じた。

3. 目的と方法

本研究の目的は、ブランドに込められた意義や先進性

*1：成安造形大学 情報デザイン領域
*1：Media Design Department, Seian University of Art and Design
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を人々により広く・深く認知してもらえるような形に広

報ツールやパターン・ランゲージをブラッシュアップし、

『近江匠人』ブランドを普及させることである。

そのために選んだ 1つ目の方法は、このテーマを成安

造形大学のグラフィックデザインコースの学生への教育

機会として捉え、特に、冊子/リーフレット/サイト/SNSな
どの広報ツールのブラッシュアップを中心に後期の実習

授業に組み込むことである。これに関しては、後日、成

安造形大学紀要に授業事例報告としてまとめる。

本稿では、2 つ目の方法としてパターン・ランゲージ

のブラッシュアップを取り上げ、「はじめに」で記述した

2 つのアイデアをベースにして開発中の『近江匠人実践

智ノート』と『近江匠人名刺』について述べる。

4. 『近江匠人実践智ノート』と『近江匠人名刺』

この 2つのツールは、SECI モデルをヒントに、2018年
に制作した簡易型パターン・ランゲージ『近江匠人実践

智カード』を、「近江匠人」の認証指標に連動するように

カテゴリーを調整し、事業者自身がブランド認知度向上

のための活動に使用できることを目標として制作した。

図 1 認証指標と実践智の関連性 
Figure 1 The relevance of Metrics and Practice Wisdom. 

『近江匠人実践智カード』では 34 個のパターンを、も

のづくり、人（お客さん・仲間・取引先）とつながる、

地域とつながる、その他の 6カテゴリーに分類していた。

これを、循環共生型社会を目指す東近江市環境基本計画

の 3つの柱（経済・社会・環境）を認証指標として置き

直した 3カテゴリー（本物へのこだわり・人とのつなが

り・未来へつなげる）［4］に整理した。不足していた自然

や環境とのつながりパターンをいくつか追加し、同時に

比較的よく似たパターンを統合して減らし、26 個に再編

集した。（図 1） 
今回開発中の『近江匠人実践智ノート』は、近江匠人

のコンセプトと認証までのプロセスを紹介するとともに、

実践智パターンをそれぞれ A4 サイズの片面にレイアウ

トしたうえで、事業者が自分の実践内容を記入できる欄

を大きく配置したものである。ノートを受け取った認証

事業者は、26 枚の実践智パターンの中から、ものづくり

を通じて過去にとても苦労したが工夫によって乗り越え

た問題や、意識して積極的に実践している取組などに最

も近い 3 枚を選び、自身の実践内容を具体的に記入して

東近江市に提出できるようにしている。

『近江匠人名刺』では、提出された 3つの実践智を更

に短い言葉に編集して三つ折り名刺の内面に配置する。

印刷用データのみを制作して事業者に渡し、事業者が必

要な枚数だけ印刷するという仕組みである。（図 2） 

図 2 ノートと名刺 
Figure 2 Notebooks and business cards. 
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5. 考察：SECIモデルと 3つの広報ツール

5.1 近江匠人ブランドの意味や価値を伝える難しさ

［近江匠人］は、一般的な地域ブランドとは異なり、

認証される物産自体の価値は言うまでもなく、地産地消

率／事業者同士の連携／体験イベントの開催／環境保全

の取組など、循環共生型社会の創出が急務とされる時代

にふさわしい、さまざまな活動が総合的に評価されたブ

ランドであるが、物産自体の多様性もあって、その意味

や価値を一言で伝えることはなかなか難しい。

広報ツールの授業では、学生たちがパンフレットや

Web サイトにブランドの意味や価値を伝えるスペースを

しっかり設けて様々なグラフィック表現でチャレンジを

進め、次第に伝わりやすい表現に収斂されてきた。その

上で、「そもそも、配布・配架する冊子やリーフレットは、

近江匠人ブランドの広報手法としてはフィットしないの

では？」ということに気づいた学生も少なくなかった。

東近江市へのプレゼンテーションで、駅のチラシラッ

ク用のリーフレットを担当していた学生が、「これは A2
ポスターとして認証事業者さんの店頭に貼ってもらうイ

メージで制作しました。クロス折りにすれば、要件通り

A4 サイズのリーフレットとしてラックに置くこともで

きます。」という案（図 3 左）を、別の学生が、「全員を

一覧掲載する 1 枚のリーフレットではなく、事業者ごと

の個別リーフレットを提案します。イラストレーション

やテキストは制作済みのパターン・ランゲージの中から

各事業者さんに選んでもらえば、手間も費用も抑えられ

ます。」という案（図３右）を提案した時、広報ツールの

コンセプトが一つにつながった。

近江匠人ブランドの広報に必要なのは、人通りの多い

場所の無人のラックに大量に配架するタイプのメディア

ではなく、事業者自身が、近江匠人としての自分の活動

を、目の前のお客さんに、自分の言葉で直接説明するの

を手助けするタイプのツールであったのだ。

図 3 ポスターとリーフレットのデザイン案 
Figure 3 Design Idea of poster and leaflet. 

5.2 SECIモデルとソーシャル・イノベーション 
野中郁次郎らが知識創造の基幹プロセスとして提唱す

る SECI モデル［5］は、改めて説明するまでもないだろう

が、参考文献として挙げた書籍では、特に、「知」と「コ

ミュニティ」をキーワードにした社会変革を扱っている。

また、井庭崇が提唱する「パターン・ランゲージ 3.0」で
は、「デザイン対象＝人間活動、特徴＝デザインとその実

践が密接に関わり合い溶け合っていること、使い方＝そ

れぞれ異なる経験を持つ多様な人々をつなぐこと」［6］で

あると定義している。

以下に、SECI モデルに、パターン・ランゲージをベー
スにした近江匠人ブランドの広報ツールを重ね、コミュ

ニティの内外をつなぐバウンダリーオブジェクトとして

の可能性について考察する。（図 4）
5.3 概念を創造するためのパターン・ランゲージ

【表出化】対話・施策・喩えによって概念・図像が創

造される場（概念）：パターン・ランゲージ『近江匠人実

践智カード』は、中空の言葉によって複数の生産販売者

の暗黙知を少しだけ抽象的に形式知化していると捉えて

よいだろう。

しかし、長谷川敦士がバウンダリーオブジェクトとし

ての CJMについて、「一緒につくることの方が重要なの

であり、逆に参加しなければまったく意味がないともい

える。」［7］と述べているとおり、パターン・ランゲージの

制作に関与しなかった者には、この概念を共有する場が

なく・ファシリテーションもない状態で『近江匠人実践

智カード』を効果的に使用することは難しい。

5.4 体系として物語るための認証指標

【連結化】形式知の総合や解釈によって理論モデルが

体系化される場（物語り）：今回の調整では、認証の仕組

みと指標を体系化の軸とした。循環型共生社会へと向か

う大きな文脈の中に個々の実践智パターンを位置づける

ことで、ブランドコンセプトと、認証されたことの意味

や価値を、自分の経験や実践と関連付けることができる。 
5.5 内面化するためのノート

【内面化】形式知を、行動を通じて具体化し、新たな

暗黙知として理解・体得する場（実践）：ノートには、26
パターンが、3 つのカテゴリーに色分けしてレイアウト

されている。認証事業者は、各色からそれぞれ 1 枚ずつ

を選んで、自分の経験や工夫を具体的に書き記していく。

このワークによって、認証システムの特徴や体系が自分

ごととしてインストールされ、近江匠人としての自分の

物語を作り・語る際の拠りどころになるのではないかと

考えている。この手法であれば、お互いに忙しくて顔を

合わせる機会が少なくても、また、パターン・ランゲー

ジ自体の制作に関わらなかった場合であっても、各自の

自由な時間を使ってブランド価値と自分の実践の両方に

向きあって、間接的にではあるがバウンダリーオブジェ

クトへの関与体験を持つことを期待できる。
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5.6 共同化するための名刺とノート

【共同化】身体・五感を貫く直接経験を通じて暗黙知

が獲得、共有、創出される場（共感）：自分自身の 3つの
取組が書かれた名刺を手渡しして、目の前にいる人に直

接説明しながらナラティブを語る。あるいは、ノートに

残ったシートを使って、「この人こそ！」という同業者を

次期の近江匠人に誘う。ブランドの意味や価値、仲間に

なって欲しいという思いは、話者自身の経験に基づいて

具体的に伝えることで、より多くの人に共感を得られる

のではないか。また、これを発展させることは、学びの

コミュニティ醸成にもつながるのではないだろうか。

5.7 近江匠人が新しいコミュニティーであることを

印象づけるためのポスター

認証事業者一人ひとりがピックアップされる冊子やサ

イトとは異なり、東近江市の地図上に全員がプロットさ

れるポスターも現在ブラッシュアップ中である。裏面に

は、ブランドの意味や価値、認証の仕組みや応募から認

証までのプロセスなどを記載する予定で進めている。

6. 今後の展開

ツール類は、諸事情で未だに経過報告であるが、『近江

匠人実践智ノート』は 6月中に完成して「物語を紡ぐワ

ークショップ」で共有し、『近江匠人名刺』はノートに提

出された内容を受けて印刷用データとして配布、10月に
はこれらの利用状況や効果をアンケート予定である。

長谷川は、「（バウンダリーオブジェクトとしてのサー

ビスデザイン活動）に関わった人にはその課題への当事

者性が生まれる。その結果としてそのサービスやサービ

スをとりまく環境への継続的な関与や改善活動が主体的

に生まれることが期待できるのである。」［7］と述べている

が、こうした状況を生み出せるように進めていきたい。
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予稿原稿

紙媒体と電子媒体の資料の読み取りにおける効率等の比較

～軽作業のための閲読における影響～

〇川本健太*1 指澤竜也*1 樋口みなみ*1

友居柊也*2 佐久間史也*2 松崎たお*2 飯尾淳*2 

The Comparison of UX in Reading Paper and Digital Documents 
- The influence on reading for light work-

Kenta Kawamoto*1, Tatsuya Sashizawa*1, Minami Higuchi*1 
Syuya Tomoi*2, Fumiya Sakuma*2, Tao Matsuzaki*2, and Jun Iio*2 

Abstract- This study investigates how paper and digital reading affects readers' understanding and UX. In 

2020, we investigated the effect of “skimming”. The result, the high-use media had an advantage. In 2021, 

we investigated the effect of “Reading for light work”. The result, the high-use media had an advantage. The 

same results as in 2020 were obtained. 

Keywords: UX, Paper Media, Digital Devices 

1. はじめに

1990 年代後半より PC やインターネットの普及が進み、

デジタルでの情報提供が増えている。2020 年からの新型

コロナウィルスの流行で、リモートワークやオンライン

授業などが行なわれるようになり、自宅や出先でプリン

トアウトせずに、業務や授業を行うことも多くなり、情

報提供のデジタル化は一気に進んでいる。

「画面より紙のほうが読みやすい」「画面より紙のほう

が頭に入る」などの「紙媒体の情報伝達効率の高さ」は

よく聞く、いわば通説である。しかし、電子媒体による

文書へのアクセスはかなり普及し、電子媒体の表現能力

も過去に比べると著しく向上している。したがって、本

当にまだ紙媒体のほうが電子媒体より情報伝達効率が高

いのかは、さらなる検証が求められる状況にある。

そこで本研究は、2020 年度に、紙媒体と電子媒体の情

報伝達効率の比較・分析の研究を開始した。2020 年度は、

資料の「流し読み」の閲読時間と正答率を分析すること

を目的に、若年層、中年層、高齢層の被験者に対し、資

料の読み取り調査、属性などのアンケートを実施した[1]。 

その結果、年齢層や、志向する媒体に関係なく、 利用

量が多い(≒近年の業務などで慣れている)媒体の方が、

閲読時間が短く、正答率も高くなる傾向にあることがわ

かった。そこから「紙媒体の方が電子媒体よりも情報伝

達効率が高い」という通説は必ずしも当てはまらないと

結論付けた。しかし、資料を「流し読み」した場合であ

るため、閲読目的などが異なった場合の結果は不明であ

る。上記を踏まえ、2021 年度の研究では、資料を読む状

況を「軽作業を完了するために閲読する（目的を持った

閲読）」とし、達成時間と達成度を調査した。さらに、属

性などのアンケートも 2020 年度と同様に実施した。 

2. 関連研究

紙媒体と電子媒体の理解度や閲読時間を比較した研究

は、これまでにもいくつか行われている。紙媒体と電子

媒体の価値の評価について包括的な実験を行い、さまざ

まな角度から論じている報告として、柴田、大村による

もの[2]がある。ディスプレイの進化によって、見るだけ

なら紙と電子媒体に違いはないが、扱いやすさ、集中を

妨げない点について紙に優位性があり、集中した読み書

きの場面では、電子媒体でのパフォーマンス低下がある

のではないかと説く。

藤崎、面谷[3]は、紙と電子ペーパーと液晶タブレット

の作業性を比較し、紙の優位性を示した。松山、池内[4]

は、表示媒体×段階的に制限したインタラクションで「誤

りを探す読み」を比較し、それぞれの特性が読みやすさ

につながると示した。

さらに、媒体による目の疲労度に着目し、紙、CRT、

液晶ディスプレイという三種類の媒体に関してその差異

について比較する実験を行ったもの（面谷ら[5]）や、読

む速度や理解度に関して紙媒体と電子媒体の差を計測し

ているもの（小林、池内[6]や Khoshsima ら[7]など）もあ

る。
*1：トッパン・フォームズ株式会社

*2：中央大学

*1：TOPPANFORMSCO.,LTD
*2：Chuo University
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また、文書の読解に関し加齢による影響などに言及し

た研究のなかで、紙媒体と電子媒体の差に注目した研究

はさほど多くない。電子媒体の読みやすさに関する研究

は、Lege ら[8, 9]が行っている。Lege らは、電子ペーパ

ーで提示された文書を、高齢者が閲読する際の読みやす

さについて、文字サイズの影響[8]を調査する実験を行い、

高齢者に対しては 8pt 以上のフォントサイズを推奨する

[9]との結論を提示している。

本研究においては、対象とする閲読者は高齢者に限定

はしていない。若年層、中年層、高齢層の 3 世代に分け、

それぞれの閲読効率と紙媒体・電子媒体のメディアによ

る差の比較検討を試みた。

3. 2021 年度の研究

本章では、実施した調査の概要を述べる。

3.1 研究目的

2020 年度では、資料を「流し読み」した場合の紙媒体

と電子媒体の閲読時間と理解度の差異、また、被験者の

属性などの要因による変化について検証した。

そこで本研究では、資料を読む状況として「軽作業を

完了するために閲読する（目的を持った閲読）」場合の、

達成時間と達成度の紙媒体と電子媒体の差異を、被験者

の属性などから分析することを目的とした。

3.2 仮説 

仮説は 2020 年度の結果を踏まえ、「年齢層や読む状況

下に関わらず、志向媒体よりも利用量が多い媒体の方が、

軽作業の達成時間が早く、達成度が高くなる」とした。

達成時間は、細かい作業の得意/不得意、好き/嫌いなどの

ほかに、資料の文章/図の読み解き・読みにくさからの切

り上げ、文と図の往復、読み返しなどが影響すると考え

た。

3.3 実験概要

実験場所と実験日程を、以下の表 1 に示す。 

3.4 被験者

被験者については、年代や業務での媒体の利用状況な

どから、若年層（中央大学の学生 20 人）、中年層（トッ

パンフォームズ社員 20 人）、高齢層（シルバー人材セン

ターの高齢者 20 人）の 3 グループとした（表 2）。被験

者を、性別や年齢が偏らないように A、B 二つのグルー

プに分けた。A グループは紙媒体、電子媒体の順で、B グ

ループは電子媒体、紙媒体の順で資料を読ませた。

3.5 実験対象物

本研究では、軽作業として「マニュアルの指示通りに

レゴ🄬ブロックのモデルを組み立てる」と設定した。

3.5.1 レゴ🄬ブロックのモデルについて

マニュアルを見て組み立てるモデル(以下、タスク)と

して、市販されている5歳児用のものを6種類用意した。

タスクは「ブロックの個数」と「左右対称/非対称」の観

点から 3 段階の難易度（低中高）として区別した。工程

数は、難易度に関わらず 10～12 工程である (表 3)。

さらに、実物を参照しながら組み立てるモデル(以下、

練習用タスク)として、タスクの難易度低レベルと同等に

なるように独自に作成した（表 3）。これは、マニュアル

を使用した組み立て作業前に、レゴ🄬ブロックに慣れさ

せるためと、タスク実施前に紙媒体もしくは電子媒体の

マニュアルを使用することを防止するためである。

表 1 実験場所と実験日時について 

Table 1 Experimental space and day. 

被験者 

（年齢層） 

実験場所 実験日時 

若年層 中央大学 市ヶ谷田町 

キャンパス （11F）

1103 教室、1104 教室 

2021 年 

10 月 21 日（木） 

10 月 22 日（金) 

中年層 トッパン・フォームズ株

式会社（汐留本社 4F） 

LABOLIS X[研究施設] 

2021 年 

10 月 18 日（月） 

10 月 19 日（火） 

高齢層 中央区シルバー人材セ

ンター（2F）

第一会議室、第二会議室 

2021 年 

10 月 25 日（月） 

10 月 26 日（火) 

表 2 被験者について 

Table 2 Subjects in three age groups. 

年代：人数 業務等で使用媒体 属性

若年層（10~20 代） 

：20 人 

大学の授業から

主に電子媒体を使用

中央大学生

中年層(30～50 代） 

：20 人 

現在、主に電子媒体

を使用中

トッパンフォ

ームズ社員

高齢層（60～70 代） 

：20 人 

過去に主に紙媒体を

使用

シルバー人材

センター

表 3 タスクの詳細  

Table 3 Tasks. 

難易度 タスク名 工程数 ブロック数 対称/非対称 

低 練習用 ― 15 対称 

低 
カエル 11 16 

対称 
飛行機 10 20 

中 
カメラ 12 26 

非対称 
鳥 10 24 

高 
クレーン車 11 33 

非対称 
ステゴサウルス 12 33 
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3.5.2 組み立てマニュアルについて 
組み立てマニュアルのページサンプルを図 1 に示す。 

図 1 組み立てマニュアルのページサンプル 

Figure 1 Sample of manual. 

各ページには、3 工程分の、工程ごとの完成図とパー

ツ画像、組み立て指示(使用ブロックの色など)がそれぞ

れ提示されている。なお、使用している画像はすべて市

販されているレゴ🄬ブロックのマニュアルの画像である

が、組み立て指示を読ませるためにカラーから白黒変換

加工を施した。また、完成画像やタスク名などは提示し

なかった。これは完成画像をみたり、完成状態を予測し

たりしてマニュアルを読まずに作成することを防ぐため

である。

閲読するマニュアルは、PowerPoint で作成した。電子

媒体用のマニュアルは PDF 化し、iPad Air（9.7 インチ）

（以下、iPad）の画面上に表示した。紙媒体用のマニュア

ルは A4 サイズで、iPad での表示サイズと同等になるよ

う調整し、片面のみで出力し、ホチキス止めした。

3.6 実験方法

以下の手順で実験を実施した。

(１) 利用している IT 機器やソフトウェア、紙媒体と電

子媒体についての志向（読みやすさや疲労、利便性

などに関して 5 段階評価）、文章を読むことなどに

ついて（文章を読むことが好きか、日頃文章をよく

読むかなどに関して 5 段階評価）、その他属性に関

するアンケート（以下、属性アンケートとする）に

回答する。

属性アンケートの設問項目を表 4 に示す。

(２) 実験者は被験者に練習用タスクの実物見本と部品

を提示する。被験者は、自身のペースで見本を参照

しながら組み立て、達成時もしくは辞退時に合図す

る。実験者は、達成時間と達成度を記録する。

(３) 実験者は被験者にタスクのマニュアルと部品を提

示する。被験者は、自身のペースでマニュアルを参

照しながら組み立て、達成時もしくは辞退時に合図

する。実験者は、達成時間と達成度を記録する。

(４) タスクは 6 種類あるが、タスクごとの組み立て時間

の制限は設けず、1 人あたり 40 分以内に収まるよ

うに、（３）を繰り返す。

(５) 組み立て作業効率への影響要因を確認するために、

タスクやレゴ🄬ブロックについて、選択式や自由記

述のアンケート（表 5）に回答する。 

(６) 作業全体についてインタビュー（表 6）を行う。

表 4 属性アンケートの設問項目 

Table 4 Attribute question. 

No. 設問項目 

1 性別 

2 年齢 

3 現在利用中のアプリやソフトウェア 

4 媒体の志向について 

5 文章閲読の実態について 

表 5 作業効率への影響要因に関するアンケートの 

設問項目

Table 5 Questions about effect for work. 

No. 設問項目 

1 レゴ🄬ブロックの使用経験について

2 使用したレゴ🄬ブロックの所有者について

3 レゴ🄬ブロックの使用頻度について

4 レゴ🄬ブロックの印象について

5 今回の調査に影響を与えるような自身の経験 

表 6 インタビュー内容 

Table 6 Interview questions. 

No. 質問項目 

1 一番難しかったと思ったタスクとその理由 

2 一番簡単だと思ったタスクとその理由 

3 今回の調査に影響を与えるような自身の経験 

4 紙とPC画面で「見ることに関して」思うこと 

5 その他気づいた点 

3.7 分析方法

本研究での情報伝達効率は、タスクの「達成時間」「達

成度」で判断した。

達成時間は、マニュアルを読みながら組み立て作業を

開始し、完了までの時間とした。 
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達成度は、「ミス数（部品不足数、組み立て位置・方向

違いなど）」と「達成工程数」の 2 つの観点から、４段階

評価（10 点、8 点、5 点、0 点）を行った。具体的な判断

基準を表 7 と表 8 に示す。達成時間と達成度を、タスク、

そのタスクのマニュアルの媒体などとクロス分析をおこ

なった。

表 7 達成度の判断基準 

Table 7 Standards of achievement. 

評価 

レベル
得点 内容 

◎ 10 ミスなし

〇 8 
部品数合致(完成品に余分パーツは OK) 

＋達成工程数が 2/3 以上 

△ 5
ミスあり＋達成工程数が 2/3 以上

ミスなし＋達成工程数が 2/3 以下

× 0 ミスあり＋達成工程数が 2/3 未満

G 0 辞退 

表 8 ミスの判断基準 

Table 8 Standards of mistake. 

ミス数

評価レベル 位置違い 部品不足 部品違い その他 

◎ 0 0 0 0 

〇 >0 0 >0 >0

△ 
>0 >0 >0 >0

0 0 0 0 

× >0 >0 >0 >0

G 被験者による申告があった場合に限る 

さらに、属性アンケート（表 4）の中から、2020 年

度と同様に No.4「媒体の志向について（以下、媒体志向

アンケート）」の回答結果と達成時間及び達成度をクロス

分析した。媒体志向アンケートの具体的な設問項目を表

9 に示す。なお、設問を設定するにあたり、各設問に関

する妥当性や相関性の検討などの予備的な検討は、今回

は省略した。

設問は 9 項目で、それぞれ「印刷物、やや印刷物、ど

ちらともいえない、やや PC などの画面、PC などの画面」

の選択肢から、最も当てはまるものを１つ回答させた。

本研究では、タスクの達成数、ならびに各タスクの平

均達成時間と平均達成度の分析は行わない。なぜなら、

被験者には 40 分以内でタスクを実施させたが、被験者

ごとに達成したタスク数の数が異なり、その結果、タス

クごとの実施者数が異なったためである。高齢層では、

細かい組み立てに時間がかかり、タスクの達成数が少な

い被験者が多かった。

表 9 媒体志向アンケートの設問項目  

Table 9 Questions about media intent. 

No. 設問項目 

1 読むのによい 

2 分かりやすい 

3 見やすい 

4 記憶に残る 

5 疲れにくい 

6 慣れている 

7 便利 

8 使ったり、読んでいる量が多い 

9 総合的に好き 

3.8 結果

本節では、得られた結果を提示する。

3.8.1 年齢層別達成時間の比較

実施したタスク全体の達成時間を媒体別・年齢層別に

比較した結果を図 2 に示す。 

図 2 年齢層別の達成時間 

Figure 2 Work time of three age groups. 

 年齢層に関係なく紙媒体よりも電子媒体のほうが達成

時間は早かった。

3.8.2 年齢層別達成度の比較

実施したタスク全体の達成度を媒体別・年齢層別に比

較した結果を図 3 に示す。 

図 3 年齢層別の達成度 

Figure 3 Work level of three age groups. 
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年齢層に関係なく紙媒体よりも電子媒体のほうが、や

や達成度が高かった傾向が見られた。

3.8.3 媒体志向アンケートの媒体選択率

全被験者の媒体志向アンケートの媒体選択者数の結果

を図 4 に示す。 

設問 1～設問 6 と設問 9 の合計 7 つの設問は紙媒体が

多く選択された。これは「紙のほうが使いやすい（読み

やすい，理解しやすい）」という通説を裏付けるものであ

った。残りの設問 7「便利」、設問 8「使ったり、読んで

いる量が多い」においては電子媒体が多く選択された。

また、慣れに関連した設問である設問 6「慣れている」

は紙媒体が多いのに対し、設問 8 は電子媒体が多いとい

う、相反する回答であった。媒体志向アンケートは、2020

年度と同じ傾向を示した。

図 4 媒体志向アンケート結果 

Figure 4 Results of media intent. 

3.8.4 媒体志向アンケートで選択した媒体と達成時間・

達成度との関係性  

各設問で「どちらともいえない」を除いて被験者が選

択した媒体（以下、志向媒体とする）別に、マニュアル

閲読で使用した媒体（以下、閲読媒体とする）ごとの達

成時間と達成度を分析した。表記は、志向媒体と閲読媒

体が同一のほうが、志向媒体と閲読媒体が不同よりも、

達成時間が早かったまたは達成度が高かった場合は「○」、

同等だった場合は「△」、達成時間が遅かったまたは達成

度が低かった場合は「×」と評価した。

志向媒体が電子媒体の場合、閲読媒体が電子媒体のほ

うが、紙媒体より達成時間が早く、達成度が高かった。

そのため、志向媒体が紙媒体の場合の、達成時間と達成

度の結果を表 10 に示す。 

表 10 選択した媒体と達成時間・達成度の整合性 

Table 10 Work time / level consistency with selected media. 

達成時間は、すべての設問において「×」で、志向媒

体と閲読媒体の同一/不同に関わらず電子媒体の方が紙

媒体よりも早い結果となった。

達成度は、設問 3「見やすい」と設問 8「使ったり、読

んでいる量が多い」において、志向媒体と閲読媒体が同

一で良い結果となった。

2020 年度の研究結果では、設問 8「使ったり、読んで

いる量が多い」において、志向媒体と閲読媒体が同一の

場合、今回の達成度に相当する理解度だけなく、閲読時

間も良い結果だった。

2021 年度では達成時間は「×」であった。そのため、

本研究の参考データとしても設問 8「使ったり、読んで

いる量が多い」における達成時間と達成度の具体的な比

較結果を図 5 と図 6 に示す。 

図 5 設問 8「使用量が多い」媒体別達成時間 

Figure 5 Work time by Question 8 “Which medium do you 

use more?” 
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図 6 設問 8「使用量が多い」媒体別達成度 

Figure 6 Work level by Question 8 “Which medium do you 

use more?” 

3.9 考察 

設問 8「使ったり、読んでいる量が多い」における達

成時間は、すべての設問において志向媒体と閲読媒体の

同一/不同に関わらず電子媒体の方が紙媒体よりも早い

結果となった。

この結果に関して、タスクの実施状況を観察した結果

から、電子媒体はスワイプでページを送ることができて、

紙媒体のように「ページをめくる・押さえる、冊子を置

きなおす」という動作がないため、電子媒体のほうが達

成時間が早くなると把握できた。

しかし、志向媒体が紙の被験者と電子の被験者で、各

閲読媒体での達成時間の差を比較すると、志向媒体が電

子よりも紙の場合に差が小さくなった。

この結果から、志向媒体と閲読媒体が紙で同一であれ

ば、紙媒体はめくるなどの動作を除いた、純粋に情報を

閲読している時間は短い可能性が考えられる。一方で達

成度は、2020 年度の研究と同様に、志向媒体と閲読媒体

が同一であると良い結果になる傾向が見られた。本研究

の結果から、資料を読む状況下が「軽作業を完了するた

めに閲読する（目的を持った閲読）」であっても、2020 年

度の研究で得られた「流し読み」での結果と同様に、年

齢層に関係なく、「読みやすい」などと感じる媒体でなく

ても、利用量が多い （≒近年の業務などで慣れている）

媒体の方が、情報伝達効率は良くなる傾向にあると考え

られる。

3.10 課題と今後の展開 

本研究では、被験者に紙媒体もしくは電子媒体で「軽

作業を完了するために閲読（目的を持った閲読）」させ、

その達成時間と達成度を測定した。さらに、その結果を

媒体志向アンケートとクロス分析し、関係性を見た。結

果として、2020 年度に行った「流し読み」という状況下

での研究結果と同様に、設問 8「使ったり、読んでいる

量が多い」での志向媒体と、閲覧媒体によるタスクの達

成時間と達成度が良好であるとの関連が見られた。

今回は、軽作業として「マニュアルに従ってレゴ🄬ブ

ロックを組み立てる」というタスクを実施した。5 歳児

用の市販のモデルを対象としていたが、高齢層の被験者

のタスク実施数は 6 種類中 3 種類以下と、他の年齢層の

被験者と比較して少ない結果となった。高齢層であって

も他の年齢層と同様に、使用経験が長い(=慣れている)媒

体の方が情報伝達効率は良くなる傾向が見られたが、タ

スク実施数を考慮すると信憑性は高いとは言い難い。今

後は、年齢層に合わせた、または年齢に左右されない難

易度のタスクを新たに再考し、本研究と同様の手法で調

査を実施できるか検討を行う。

これらの共同研究を通じて、生活者の媒体への“慣れ”

度合いや属性に関するエビデンスを蓄積することで、今

後情報伝達を行う際に、最適な提供媒体を選択したり、

紙媒体と電子媒体の両方を組み合わせたりといった幅広

い情報伝達手段の設計が可能になると考えられる。 
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UX 向上のためのナッジの選択についての試論 

〇指澤 竜也*1 

Hypothesis about Nudge's choice to improve UX 
Tatsuya Sashizawa*1 

Abstract - This paper describes Toppan forms use psychology-based behavioral economics and nudge to 

improve UX of our products and services for our business partners. Some psychological principles are in 

conflict. Psychological factors were considered for proper use in practice. 

Keywords: user experience, behavioral economics, nudge, evolutionary psychology, 

1. はじめに

ナッジ（Nudge）とは、元々は肘で軽くつつき、行動を

促す意味である。現在言われているナッジは、行動経済

学を実社会に応用し、個人や社会に主に経済的な利益を

もたらす方法である。2008 年にリチャード・セイラーと

キャス・サンスティーンが「実践 行動経済学」で提唱し

た。［1］その後、2017 年にセイラー博士がノーベル経済

学賞を受賞し、注目が高まり、さまざまな分野で利用が

増えた。行動経済学やナッジは、紹介・導入から積極的

な利用の段階になっている。ナッジを有効に利用するこ

とで、様々な UX も高めることも可能である。 

2. ナッジ利用の現状

2.1 政府機関でのナッジの利用

イギリスで 2010 年、アメリカで 2014 年に政府にナッ

ジチームが組織され、教育、保健、財政など様々な分野

で利用されている。日本では 2015 年に環境省内で、2017

年に官庁横断のナッジチームが発足した。コロナ禍が進

んできた 2021 年 5 月には、厚生労働省がコロナ対策に

ナッジ提案を公募している。また、行動経済学が専門の

大阪大学の大竹文雄教授が新型コロナ対策分科会にも参

加し、新聞でもたびたび意見を述べていた。

2.2 民間でのナッジの利用

行動経済学やナッジに関しては、ノウハウ本や漫画の

解説書なども多く出てきている。生命保険会社の TVCM

で、お笑いタレントが行動経済学を紹介するなど一般化

している。筆者の勤務するトッパンフォームズにおいて

は、制作部門で制作物・クリエイティブに、心理学や行

動経済学を根拠・エビデンスとして盛り込む「フォーム

ズクリエビ」が提案・実施されている。

筆者の所属する CX を推進する部署などでも、心理学

のエビデンス集やナッジの資料集を作成している。印刷

物や Web サイトの入札や提案で活用し、受注が増えてい

る。自社の施策でもコロナ対策で様々なナッジを取り入

れるなどして、社内外で実用化している。（図 1） 

図 1：コロナ対策のナッジ 

Figure12 Nudge for corona measures 

3. 行動経済学とナッジ

3.1 心理学、行動経済学、ナッジの関係

ナッジは行動経済学の実務への応用で、行動経済学は

心理学に基づいている。2002 年に行動経済学で初めてノ

ーベル経済学賞を受賞したダニエル・カーネマン博士は

心理学者である。従来の経済学が想定する合理的な人間

では説明のできない、経済的な矛盾がある行為を心理学

から解明した。［2］カーネマン博士が発見したプロスペ

クト理論は、同じ金額でも「損失」は、「取得」の倍の重

みがあることを解明した。そのほか、時間バイアス、ヒ

ューリスティックバイアスなどが行動経済学での知見と

して挙げられる。

3.2 行動経済学やナッジの具体例 

当社の心理学のエビデンス集では 1ページに１つで 50

*1：トッパン・フォームズ株式会社

*1：TOPPANFORMS CO.,LTD.
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を超える現象や法則をまとめている（図 2）。 

図 2：心理学のエビデンス集 

Figure 2 Evidence of psychology 

それらの現象や法則では、「みんなと同じ方が好き」と

「みんなと違う方が好き」や、「慣れたものがいい」と「新

しいものがいい」など相反するものもある（図 3）。ナッ

ジとして利用する際に、選択を間違えると逆効果になる。

そのため何らかの方法で適切なものを選ばねばならない。

現在、ナッジの使い分けは、書籍や Web サイトで散見さ

れるが、このような場合にはこの方法がよいと示されて

いるが、根拠を示しているものは見られない。

図 3：相反する現象・法則 

Figure 3 Opposite phenomenon / law 

3.3 行動経済学とユーザビリティ・UX 

マーケティングでは商品やサービスの認知や購買数・

金額、ユーザビリティ・UX では効果・効率はタスクの完

了率や所要時間などで定量化しやすい。一方、満足度や

不満度は自己申告による主観で、指標が曖昧であること

に加え、要因が多数あり、改善に取り組みにくく、結果

的に系統的な改善施策はなかった。そんな中、筆者は

2011 年に行動経済学に接し、満足度の向上や不満の低減

に有用であると認識した。行動経済学の利用により「負

担量は変えられないが、負担感を軽減できる」として、

2012 年には、当時のクライアントに UX 向上の手段とし

て推奨していた。その後、ナッジも加えて、さまざまな

施策や制作物に応用し、有益な結果を得られている。

4. 進化心理学と UX、ナッジ

4.1 肉体と性質の進化 

進化論は 1859 年にダーウィンが「種の起源」[3]で提

唱した。生存競争の結果、生物（動物・植物）の形態や

性格・性質が進化したとするもので、直接の子孫を残す

のに有利になるとした。形態は計測が容易で明確である

ため、進化論は形態に注目して成立した。形態・肉体の

進化は、何万年もかかると言われているが、近年数百年

で進化したものが見つかっている。例として、近年牙の

ない象が増えていることが挙げられる。象牙があると人

間に狩られるために、餌を掘るなどに有用な器官を退化

させる適応に至ったとされる。銃で象に淘汰圧がかかる

のは、交通機関も発達した 19 世紀と思われる。よって

200 年ほどで牙がなくなるように形態が変化した。 

ダーウィンは蜂や蟻など、不妊性の雌の存在に関して

は説明しきれなかった。その後、メンデルによる遺伝の

発見、ワトソンらによる遺伝子の発見などを経て、1976

年にドーキンスの「利己的な遺伝子」[4]で、不妊性の雌

の存在理由が解明された。その際に、同様に、さまざま

な動物の利他的行動・性質が説明できるようになった。

4.2 進化心理学 

進化心理学は、生存に適するように心理が進化すると

考えるものである。筆者は中国の古代哲学を専攻したが、

「人間は本来こういうものである」そのため「こう生き

るべきだ」など様々な説があった。西洋哲学でも「人間

の意志ではなく、神の意志に従うべき」など、根拠がな

い主張がまかり通っていた。しかし、ヒトや様々な生物

の行動について進化論で考察すると、多くの「人間は本

来こういうものである」やその原因が解明される。「こう

生きるべきだ」に関しては結論に至らないが示唆が得ら

れる。例として、ハイデガーなどは、全体に流されない

で、個人の自由な、または神から与えられた穢れのない

意思を確立すべきなどとしている。しかし、全体と合わ

せることが動物的な本能で、生存競争に有利になる、そ

の原因もあるならば、思想も変わる可能性がある。思想

的なものではないが、心理の例として、美味を好むこと

をあげることができる。神から与えられた体なので無駄

な物はない、美味しいものを感じるべき、との主張があ

る。一方で、食べることは快楽で悪しきものである、だ
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から自制せねばならないとの主張もある。進化心論で考

えると、自然界において動物は食料が不足するのが一般

的状況であるため、栄養価が高く、生存に適したものを

積極的に食べるようになる。進化心理学では、美味しい

ものを食べたいとの心理が進化したということになる。

進化心理学は、現象で理論を証明する実証科学である

が、近年の脳科学の研究で、カロリーの高い、甘いもの

を摂取すると脳内麻薬がでることなど判明している。美

味しいものを食べることに対する報酬体系があるように

進化していると証明された。このような事例は今後多く

発生すると推測される。

心理は幸福・満足などの感情や、行動への意欲に結び

付いている。満足などの感情は UX に関連する。意図す

る行動を起こしてもらうこと、意欲を持たせることがナ

ッジの目的である。UX の向上やナッジの有効活用に心

理の起源を把握する進化心理学が有用となると思われる。 

5. 進化心理学での心理学の現象や法則の原因の推測

5.1 推測の方法

心理学の現象や法則の原因の推測に関しては、状況・

シナリオなどを仮定して、その心理があることで、行動

に影響が生じる。その影響により、結果的に「その本能・

法則で生存競争上有利になる」ことを演繹的に考えた。

その際に、極力ヒトだけでなく、なるべく広く生物も適

用できるものを考えた。多くの生物がそもそもそのよう

な志向や心理があると生存競争に有利であれば、ヒトも

同じ戦略をとっているだけと考えられる。

いくつかの現象や法則などの原因の推測を事例として

紹介する。事例の内容を UX ライティングに使用したり、

イラストなどで表現したりすることが、ナッジの具体化

となる

5.2 同調現象、希少性の法則

「同調現象」「バンドワゴン効果」などは、周囲と同じ

ことをしようとする志向である。対して「希少性の法則」

は、人が持っていないものを持とうとするような志向で

ある。

同調現象は、生存に有利になるよう周囲と同じ行動を

する本能が起源と考えられる。単独行動をしないことで、

捕食される確率を減らすもので、イワシが群れることな

どである。また、他の個体の行為を見て同じことをする

のは、危険がないと見て行うことである。見たことがな

い木の実があったときに、他の個体が食べていたら安心

して手を出せるという場合や、水を飲みに行くのに、他

の個体が獣に襲われないのでこの道を通っても大丈夫と

判断した場合などが考えられる（図 4）。このことは、ビ

ジネス上で未開拓のことを避けリスクを取らない、誰か

が成功したら真似するという現象に類似している。

図 4：同調現象の事例 

Figure 4 Sample of Entrainment phenomenon 

「希少性の法則」は、種族の維持のため配偶者を得る

ためのアピールが起源と考えられる。一部の鹿や牛のオ

スは角が大きすぎて生活に不便であるが、メスへのアピ

ールになる。色彩と形状でアピールする孔雀などもある

が、目立って生存上不利である。肉体だけではなく、南

半球のニワシドリは、メスへのアピールのためだけに、

飾り立てた巣を作る、カラスもキラキラしたものを集め

る習性がある。このように、希少性は繁殖のために、競

合するオスから抜きんでているとアピールする本能が起

源と考えられる（図 5）。 

大多数の法則は個体の維持のための本能で、結果的に

種族の維持につながる。希少性の維持は、子孫を残すた

めの本能である。これ以外にヒト特有の行動に基づくも

のもあるが、多くの生物に共通する心理の起源は、この

２つの本能であると考えられる。

図 5：希少性の事例 

Figure 5 Sample of The law of Rarity 
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ナッジとして使い分けるには、生活必需品や失敗でき

ないようなものは、「ベストセラー」や「市場シェア 50％」

などの大多数の法則を用いる。例えば、食品でもファス

トフードや日常品、寝具、衣食住に関する日常的なサー

ビスなどである。対して差別化のための贅沢品やサービ

スには、「選ばれたあなたに」「一見さんお断り」など希

少性の法則を用いるとよいと思われる。また、「人気の商

品が残りわずか 5 点」は、製品の安全性と希少性を両方

訴求している例となる。

5.3 プロスペクト理論

プロスペクト理論は、ヒトは同じ価値のものを得るよ

り、失うほうが大きい影響を受けるというもので、損失

回避バイアスの原因であるともいえる。広告で「来たら

100 円の得」とした場合より、「来ないと 100 円の損」の

ほうが倍の効果があるなどとして利用されている。得も

損も同じ金額なのに、損のほうが影響が大きいという、

人間の行動の矛盾を説明している。

この損失回避バイアスに関しては、貨幣で考えると原

因がわかりづらいが、貨幣もなく自力で生活資源など入

手していたころの心理が起源と推測できる。

シナリオとペルソナとして考えてみると次のようにな

る。あるサルで肉食獣に襲われるかもしれないのに木の

実を取りに行かないと餓死する、というシナリオであっ

たとする。サルのペルソナとして、獲物を落としたり、

他のサルや動物に奪われたりした際に、否定的な体験と

して強く記憶に定着させるサルは、そうしないサルより

用心深くなり、生存に有利になる。そのため手に入れた

ものは手放したくなくなり、用心して持ち続けるように

なる心理に進化した、と考えられる。

ナッジとして用いる場合には、「買った時の気持ちで使

いましょう」や「今すぐ必要ですか、これを買うのにど

れだけ働きましたか」などで、資源や資金の無駄遣いを

防止にも訴求できる。逆に、製品やサービスの乗り換え

をしないと「電気代を損していませんか」や「毎日 100

円で年間 36500 円！」など損失を意識させる使い方もあ

る。捨てられない心理を本能だと認識することで、不用

品を処分する際の心理的負担を軽減も可能となる。

5.4 推定上の注意点

心理学の本能や法則を、「生存に有利になる」ことと考

え、「こういう理由だ」と考える。その際には、進化論上

のものとして、ヒトに限らないペルソナやシナリオを考

えられるものもある。その際には、日常的なケースと非

日常的なケースを考える必要がある。前者は、鳥のくち

ばしが特定の餌を食すために使いやすくなったケース、

後者はヒトが獣に襲われた場合にアドレナリンを大量に

分泌して、通常より大きな力を発揮する「火事場の馬鹿

力」となどが該当する。心理面でも、危機の際には注意

力が増す現象もあり、考えすぎずて行動を妨げないよう

に感情を抑制する現象もある。

製品開発において、エクストリームユーザーへの調査

が有効といわれる。本能の開発において、獣に襲われる

などエクストリームユースケース（エクストリームシナ

リオ）を考えるとうまくいく場合がある。ただし、エク

ストリームユーザーであっても、まったくの例外的なユ

ーザーは役に立たないように、落雷に遭うようなまった

くの例外的なケースは有用ではないことには留意が必要

である。

6. 今後の展開

心理の元になったペルソナ的な主体やシナリオを想像

すると、利用ナッジが適切になり、逆効果を避けること

ができるようになる。ナッジは、UX ライティングにも

有用である。冒頭に述べたように、ナッジも一般化し、

ノウハウ本など増えてきたが、安易に使うと逆効果にな

る場合もある。原因がわからなくても、応用できること

が多いが、必要に応じて心理の法則などを考察すること

で、今後のＵＸの向上に資することを望んでいる。独学

による考察であるので、過ちなどご指摘いただければ幸

いである。
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予稿原稿 

映画ポスターの感性評価システム 

〇華垣 恭*1 飯尾 淳*1 

Emotional Evaluation System on Movie Posters 

Takashi Hanagaki*1 and Jun Iio*1 
Abstract - This study is an attempt to study the impressions that movie posters give people and to analyze the 

trends in movie posters. The primary objective is to find out if movie posters have any characteristics. For 

this purpose, the study will attempt clustering using arousal-valence maps. Then, it tries to find out if these 

characteristics are related to other indicators (box-office revenue, audience satisfaction, etc.). A prototype of 

the emotional evaluation system for conducting the survey was implemented, and the paper provides an 

overview of the system and its functions. The system randomly displays three movie posters from a list of 

100 poster images prepared in advance. Users are asked to rate each poster, and the results are stored. 

Keywords: arousal, valence, movies posters, analyses 

1. はじめに

広告は、企業が商品や作品の宣伝・販売促進のために

用いる手段の一つである。その種類は幅広く、テレビ CM

やネット広告はもちろん、映画ポスターもその一つと言

える。映画のポスターをきっかけとして、その映画に興

味を持つ観客も多かろう。昨今では、SNS で観た映画の

感想を述べる消費者も多いが、その際に、映画のポスタ

ーやチケットなどの写真を添えて投稿することも目立つ。

その結果、それらの写真が映画の宣伝に一役買っている

ことになる。 

本研究は、映画ポスターに焦点を当て、それらが人に

与える印象を分析する。人々が各ポスターから受ける印

象をアンケート形式で収集し、定量的に評価する。今回

はアンケート実施の前段階として、感性評価を行うシス

テムを作成したので、そのシステムについて報告する。

評価の際には心理学者の James A Russell が提唱[1]した

arousal(覚醒度)-valence(感情価)の指標を用いる。Arousal

は対象を見た際に穏やかな印象を受けるのかハラハラす

るのかといった、活性-不活性を評価するものである。一

方の Valence は受ける印象が不安や悲しみなのか自信や

幸福なのかというポジティブ-ネガティブを評価するも

のである。 

映画ポスターに何らかの特徴があるかを見出すことが

第一の目的である本研究では、上記の arousal-valence マ

ップを用いてのクラスタリングを試みる。その上で、そ

れらの特徴が他の指標（興行収入、観客の満足度など）

との関連があるかについて知見が得られることを期待す

る。 

2. 先行研究

本研究に関連する先行研究を紹介する。 

Kutsuzawa ら[2]は、感情を表現するツールとして世界

中で頻繁に使用されている絵文字と人間の感情状態の関

係を分析した。感情価-覚醒度を用いて評価した結果、絵

文字は人間の感情を総合的に表現していることがわかっ

た。 

加藤[3]は、IAPS から選んだ写真に対して、覚醒度およ

び感情価の評定を行った。参加者の喚起される情動を評

定するよう教示を与えたときと、刺激に内包される情動

を評定するよう教示を与えたときでは、測定された覚醒

度感情価に反映されるものが異なることが示された。 

木村ら[4]は、感情喚起に適した刺激語のリストを作成

することを目的として、大学生に二字熟語を提示し、そ

れぞれの熟語について感情価、覚醒度を評価させた。そ

の結果、感情価と覚醒度の相互依存的な影響を極力抑え

た感情語リストを作成することに成功した。 

五島[5]は、漢字一字の感情語を作成するために漢字１

文字の感情価と覚醒度を調査した。45名の学生を対象に、

『現代雑誌の漢字』から選んだ 95語のリストに対して、

7段階評価で調査した。その結果、負の値 29語、正の値

33語、中立の値 30語が選ばれた。 

佐々木ら[6]は、入力画像と楽曲の印象を対応付けるこ

とで、情景の印象に合った楽曲を推薦する試みをした。

本手法では、画像と楽曲の特徴量を、活発さを表す心理

指標である Arousal-Valence に変換することで、AV 空間

上での両者の対応を取った。 

これらの研究の多くは言葉を対象として感情価と覚醒

度を評価しているが、本研究では画像に対しての評価を

試みる。 
*1：中央大学国際情報学部

*1：Faculty of Global Informatics, Chuo University
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3. 実験と分析の概要

人々がポスターからどのような印象を受けるのかを調

べるためにアンケートの実施を試みる。アンケートは、

事前に用意した 100 種の映画のポスター画像の中からラ

ンダムで 6 枚を表示し、それぞれの画像に対して受けた

印象を評価してもらうというものである。 

ポスター画像は、TMDb というオンラインデータベー

スから入手する。このデータベースの API を利用するこ

とで、映画の制作国や制作年、出演俳優や満足度など、

映画に関するさまざまな情報を収集することができる。

また、映画のワンシーンや世界各国のポスターなども収

集することができるので、今回はこちらを利用する。事

前に用意した 100 種類のポスター画像は、世界興行収入

ランキングの TOP100 タイトルを参考にした。なお、

TMDb より取得した映画ポスター画像は、本研究での利

用のような利用方法に関しては自由に利用できる規約に

なっている。知的財産権を侵害するものではないことを

確認済みである。

評価の際には arousal-valence の指標を用いる。Russell

の提唱するこのモデルでは 2 軸上に喜怒哀楽さまざまな

感情がプロットされているので、arousal-valence の評価値

ごとに対応する感情を二次元上で表すことができる。

Russell による感情語の評価例を図 1に示す。 

図 1 Russellのモデル（出典：[1]） 

Figure 1 Russell’s model  ( source：[1]) 

アンケート結果を蓄積し各ポスターの arousal-valence

の評価値の平均を求め、対応する感情に当てはめながら

分析したいと考えている。 

4. 感性評価システム

アンケートの際に使用する感性評価のシステムを作成

した（図 2）。100 種からランダムで 3 種のポスターを表

示し、ユーザーが入力した覚醒度・感情価の値を蓄積し

ていくという仕組みである。 

図 2 感性評価システムのプロトタイプ 

Figure 2 A prototype of emotional analysis system 

フロントエンドとして jQuery-UI と Bootstrap 5 CSS ライ

ブラリを使用し、バックエンド（サーバサイド）は Rails

7.0.2.3 で構築した。

5. おわりに

この研究は、映画ポスターが人に与える印象について

研究し、その特徴や傾向を分析しようと試みるものであ

る。arousal-valence マップを用いてクラスタリングをし、

それらの特徴が他の指標（興行収入、観客の満足度など）

と関連があるか調査する。今回はアンケート実施の際に

使用する感性評価システムのプロトタイプを作成したの

で、その概要と機能を紹介した。プロトタイプのシステ

ムは、事前に 100 種用意した映画ポスター画像の中から

ランダムに 3 枚表示されるのでユーザーにそれぞれのポ

スターに関する評価してもらい、その結果を蓄積すると

いうものである。 

プロトタイプで表示されるポスターは 3 枚であったが、

実際にアンケートで使用する際の表示枚数に関しては検

討中である。また、アンケートの対象と規模としては同

学部の学生のべ 150 人程度を想定している。 
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予稿原稿

トイレサインのデータベース

〇飯尾 淳*1 
The Restroom Sign Database 

Jun Iio*1

Abstract - This paper introduces the restroom-sign database, which aims to disclose the cultural differences 
that shape local representations of restroom signage, gender segregation, the impact of cultural differences 
in public health, and signages as social infrastructures. As of May 2022, the database has approximately 1,750 
entries from 66 countries and regions submitted by more than 160 contributors. This paper discusses the 
database in detail, citing some unique examples. It also discusses additional ways to use the database. 

Keywords: restroom sign, database, gender segregation, local culture, intercultural understanding 

1. はじめに

人間の営みにおいて，食事を摂ることと同様に排泄す

ることは非常に重要である．「食文化」という言葉がある

ように，食事に関する議論は百花繚乱である．しかしそ

の一方で，排泄に関する議論は忌避的とされ日陰の扱い

を受けることが多い．社会学的な文脈においてもトイレ

に関する話題を正面から扱った文献はさほど多くはない．

近年においてトイレを社会学的に論じている主要な論集

として Gershenson と Penner によるもの[1]があるが，そ

こに寄せられている多くの論考は，女性が社会的に不平

等な扱いを受けてきた歴史を反映し，フェミニズムやジ

ェンダー論に結び付けられている．本論集に収録された

もの以外にも，ジェンダー論の観点からトイレサインを

論じている考察を指摘できる（[2]など）． 
本考察ではそれらの領域に深く踏み込むことはせず，

公衆トイレで用いられるトイレサインのデザインが意味

するところのみに焦点を当てる．人間の体の構造上，あ

るいは社会的通念の関係性を考慮した場合にどうしても

ジェンダー差に触れざるを得ない場合を除き，極力，デ

ザインの持つ意味のみに言及することを試みる．

ただし，トイレサインのデザイン性のみに注目したと

しても，多くの事例を集めることで新たな知見が得られ

る可能性がある．すなわち，世界中のトイレサインを一

元的に集めることで見えてくるものがあろう．たかがト

イレサインのデザインといえども，その裏にはトイレに

対する文化的背景が存在し，それらの文脈を踏まえたデ

ザインが多数，提案されているからである．

図 1 は，Gramigna [3]が紹介するトイレ文化の世界的分

布の地図である．

図 1 トイレ文化の世界分布 
（[2]より引用．オリジナルは TOTO によるもの） 

Figure 1 World Map of Toilet Cultures 
(It is cited from [3] and originally created by TOTO.) 

図 1 はトイレ文化には地域により違いがあることを明

確に示している．本論文の冒頭で述べたように，「食文化」

同様，人間の営みに対して密接な関わりを持つものであ

るため，当然の帰結であろう．

同様に，トイレサインのみに着目したとしても，類似

の文化的差異を明示できるのではなかろうかという点が，

トイレサイン収集・分析の効果として考えられる．

その一例として，赤と青による性差表現を指摘できよ

う．1964 年の東京オリンピックを契機として，トイレサ

インにピクトグラムが用いられるようになったとされて

いる[4]．しかし，ピクトグラムの赤と青で性差を区別す

ることは，日本においてはとくに顕著であるが世界的に

は標準であるとは言い難い．日本から離れるほど赤と青

のトイレサインは少なくなるが，その境界がどこにある

かを，事例を多数集めることにより，地図で確認できる

ようになるのではなかろうか．
*1：中央大学国際情報学部
*1：Faculty of Global Informatics, Chuo University
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2. 先行研究・関連研究

トイレサイン関連の研究は，数はさほど多くないもの

の，いくつか存在する．ここでは，トイレのサイネージ

等に関する先行研究，関連研究と，主として利用されて

いるピクトグラムの意味論やデザインについての研究を

紹介する．

2.1 トイレサインや文化の意味論に関する研究

本論文の著者による既報論文として，トイレサインの

意味論について論じたもの[5]がある．先に報じた 2019年
の時点では，データベースには 600 を超える情報が収録

され，そのうち 550件がインターネットに公開されてい

た．2017 年より収集されているトイレサイン情報は現在

でも収集と整理が進み，現在では 1700 件近い情報が集

積されている．その詳細は次章以降で論じる．

排泄行為に関する意味論的探求を試みた文献に Leone
によるもの[6]がある．Leone は排泄行為に関する文化的

差異を論じ，旅行で異国の地に赴くことにより，普段，

気にしなかった行為の意味付けに気付くと論じている．

同様に，Ciochetto [7]はグローバル文化における共通言語

としてのトイレサインに着目し，文化の多様性と類似性

についてトイレサインを題材にした説明を試みた．

地域を限定してトイレサインの意味論について研究し

たものとしては，Pantouvaki によるギリシャでの例[8]，
Tímea によるハンガリーおよびセルビアでの例[9]，
Johannessen によるデンマークでの例[10]などがある．ま

た，Trisnawati と Sriwarno [11]は，視覚的認知（Visual 
Perception, VP）の文脈から実験的考察を行い，VP と視覚

社会記号論（Visual Social Semiotics）の理論を統合するこ

とで，トイレサイン認知の知覚プロセスを説明した．

2.2 UDやアクセシビリティとの関係 
知覚プロセスや認知に関連して，トイレサインの研究

においては，ユニバーサルデザイン（UD），インクルー

シブデザイン，あるいは，アクセシビリティの考慮とい

った視点で議論されているものもある．

Slater と Jones [12]は，性的多様性を持つ利用者や障害

者に対する調査を行い，トイレサインと利用経験に関す

る課題について指摘している．また，典型的な例として，

Nazerali らによる公共トイレに関するインクルーシブデ

ザインのガイドライン[13]がある．このガイドラインで

は，アフターコロナ時代の衛生観念を考慮した公共トイ

レ設計の指針を与えており，そのなかに，トイレサイン

のデザインに関する指摘も含まれている．

ジェンダー差や性的多様性だけでなく，多言語環境に

おける言語的マイノリティの取扱いに関する Piller [14]
の指摘も興味深い．Piller はオーストラリアの学校を題材

* https://toiletsigns.blogspot.com/のように，以前は存在し

ていたが消えてしまったものもある．

として，英語以外のアラビア語やベトナム語におけるト

イレサイン標記の取扱いを例に挙げ，その背景に差別的

な意識があるのではないかと指摘する．

アクセシビリティの文脈においても，色や形といった

点に着目した認知に関する研究がいくつか行われている

（Phuangsuwanら[15]，北神ら[16], 松野・植本[17]など）． 
さらに，Chen と Sie [18]は，トイレサインから得る情

報を理解する速度に影響を与える要因を探る実験を行い，

デザイン要素がトイレのサインを識別する反応時間に影

響を与えることを示した．三つの要素に変更を加えた 36
個のトイレサインを表示，参加者の反応時間を測定する

という実験により，トイレサインのデザイン的差異によ

る認知の差を明らかにした．

2.3 ピクトグラムの意味論

世界中の，多くのトイレサインでピクトグラムが採用

されている．ピクトグラムの重要性や，コミュニケーシ

ョン手段における利用について論じた研究も多い．

Clara と Swasty [19]はインドの博物館におけるサイネ

ージでピクトグラムを利用することの重要性について指

摘し，観察，インタビュー，および，アンケート調査を

用いて分析，視覚的コンセプトを重視する博物館に向け

たピクトグラムの提案を行なった． Adîr ら[20]も，大学

や病院を対象としてピクトグラム提案のケーススタディ

を行い，同様の分析を加えている．

Bates [21]は，ピクトグラムとソフトウェアのユーザー

インタフェースで利用されているアイコンを比較しつつ，

その将来について予測し，ピクトグラムは今後も使われ

続けていくと結論付けている．一方で，デジタル化によ

りピクトグラムは変わるべきかもしれないと予測する議

論もある点も無視できない[22]．Rosa [22]は，「国際空港

等においては“toilet”という文字を使わず，ピクトグラム

を使うべし」という論調に対して，利用者が本当に欲し

いものは，そのようなサインのユニバーサル化ではなく

トイレに導く GPS のテクノロジーである，と指摘する． 
2.4 インターネット上のリソース

インターネット上でトイレサインの写真を集積して公

開しているサイトは 2022 年 5月の時点*でもいくつか確

認されている．Facebook には，Washroom of the day と題

するグループが存在†し，237名（2022 年 5月時点）がメ

ンバーとして登録されている．また，同様のブログサイ

トとして Toilet Signs‡や TOILETSIGNS§などのウェブサ

イトが存在する．本研究はこれらと似ているが，本デー

タベースでは，必ず正確な位置情報を収録している点で，

他の事例に対する優位点がある．これは，文化的差異を

位置的に考察するためとの目的に加え，実際にその場所

に行って確認できることを条件としているためである．

† https://www.facebook.com/groups/washroom.of.the.day 
‡ https://toilet-guru.com/signage.php 
§ https://toiletsigns.wordpress.com/
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3. データベースの概要

本節では，トイレサインのデータベースの概要，およ

び，収録されているトイレサインの大まかな傾向につい

て説明する．

3.1 データベースに関する定量的情報

前述のとおり，本データベースへのトイレサイン事例

の収録は，2017 年から開始された．主要な項目をトイレ

サインの写真とし，データを収集した人物の氏名，収録

日，場所（国，都道府県，地名），施設名が付記される．

地名について，日本国内のデータに関しては，原則とし

て最寄り駅の駅名を与えている．ただし，鉄道がない場

所や，空港など，駅名が適切ではない場合は例外とした．

データベースのエントリは，関連するエピソードやサイ

ンの表現に関するコメントが加えられて，毎日一つずつ

紹介**されている（図 2）．

図 2 データベースのエントリを紹介するブログ 
Figure 2 The blog introducing an entry from the database. 

2022 年 5月 7 日の時点で，データベースには 1,759件
のエントリが収録されている．国（香港，台湾等の「地

域」を含む）の総数は 66 である．投稿者のほとんどが日

本人であるが，出張や旅行などで海外渡航時に取得した

情報を寄せてくれている．COVID-19 パンデミックの影

響によりここ 2 年間はほぼ日本国内の情報に限定されて

いるが，海外在住者からの投稿も僅かではあるが存在す

る．COVID-19 パンデミックに関しては早期の収集が望

まれるところであり，再び，世界各地からの報告が集ま

るようになることを期待したい．

なお，投稿者の総数は 166 人で，そのうちの 97 人（全

体の 6割（58.4％）が複数回の情報提供を行なっている． 

** https://toiletsign.blogspot.com/ 

3.2 データベースの特徴

続いて，本データベースの特徴について述べる．ほと

んどのエントリでは，男性用と女性用のトイレサインの

写真を含む．ただし，トイレの入り口を撮影するという

行為は社会的に微妙な行為と捉えられるため，状況によ

ってはどちらかのみしか撮影できない場合もある．その

ような理由により片方の写真しかないものも許容する．

前述したとおり，情報提供には正確な位置情報の提供

も求めている．この情報を使えば地理的な分析も可能で

ある．さらに，各エントリにはラベルが与えられる．こ

のラベルは，登録時に主観的に付けられるものである．

図 3 は，ラベルの情報に基づき作成されたタグクラウ

ドである．付与されているエントリが多いラベルは大き

く示される．キャラクター，シンプル，ピクトサン，赤

青などのラベルが数多く付与されていることがわかる．

図 3 DB のラベルから作成されるタグクラウド 
Figure 3 The tag-cloud created from all labels in the database. 

特徴的なカテゴリとして「変なもの」というラベルが

付けられているエントリがある．トイレサインが単なる

サイネージに止まらず，サブカルチャー的なメディアと

しての意味を持つことを端的に表す事例である．図 4 に，

「変なもの」ラベルが付けられている典型的な例を示す． 

図 4 典型的な「変なもの」トイレサイン 
Figure 4 Typical weird toilet signs. 
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3.3 トイレサインの類型

トイレサインの意味論を考察するうえで，[5]ではトイ

レサインの類型として，図 5 に示すカテゴリによる分類

を提案した．

図 5 トイレサインの分類学（出典[5]） 
Figure 5 The taxonomy on toilet signs (source: [5]). 

トイレサインは，人間型，部分型，言語型に大きく分

類できる．人間型は，抽象度を高めて丸と三角で示すも

の，キャラクターのペルソナとして表現されるもの，さ

らには，ピクトグラムを用いるものに大別される．世界

的に，主流はピクトグラムを用いるものである．

部分型は，人間の部位，装飾品，便器に分類される．

人間の部位として生殖器が取り上げられるケースは注目

に値する．男女の性差を生理的に明示するパターンでは

あるが，反面，文化的に直截的な表現はタブー視される

ものであり，多くの場合，デフォルメされる，あるいは，

暗喩的表現が用いられる（図 4）．他の部位としては，髭

と唇で男女差を表すものが目立つ．装飾品による性差の

表現としては，帽子，ネクタイ，リボン，ネックレス，

靴などがしばしば用いられる．

文字型は，英語によるものと現地語によるものに大別

される．英語で「Ladies and Gentlemen」と「Men and Women」
という異なる表現があるように，各国語においてもいく

つかの異なる表現が認められる．

4. 考察

千件規模のデータを世界各国から集めたことで，見え

てきた知見がある．冒頭で示した「赤青の境界」はまだ

明らかにはなっていないが，本節では，データを集積し

たことで明確になった論点を示す．

4.1 記号による表現

丸と三角形のみを用いたシンプルなトイレサインも多

く利用されている（図 6）．丸と三角で，人間の頭部と胴

体をそれぞれ表している．多くの場合，単独で用いられ

ることはなく，男女を組み合せて示す．さらに，（日本で

は）赤（橙）と黒（青）で示すことで，トイレサインの

意味が強くなる．

図 6 丸と三角によるシンプルなトイレサイン 
Figure 6 The simple toilet signs with circles and triangles. 

男女の差は，上向きの三角が女性，下向きの三角が男

性を表す．これは三角形による抽象的な表現だけでなく，

ピクトグラムやキャラクターを用いた人間型全般に当て

はまる法則である．ピクトグラムも抽象度が増すにつれ

て，上向き三角と下向き三角の法則が当てはまるデザイ

ンとなる．また，丸と三角ではなく，丸と台形等を用い

て抽象度の高いサインを描くケースもあるが，この場合

においても上下の向きで性差を表す傾向は同様に当ては

まる（図 7）． 

図 7 丸と台形等によるシンプルなトイレサイン 
Figure 7 The simple toilet signs with circles and trapezoids. 

4.2 「もじもじ」表現

楽しい時間を過ごしているときや，集中して仕事をし

ているときに，つい，用便をおろそかにしてしまい，気

づくと膀胱から危険信号が出ている，というような経験

をしたことのない人はいないであろう．そのような危機

的状況に陥ったときに，いざ，誰かが使用中で，我慢を

強いられるということもよくある．

そのような状況を表現する「もじもじ」タイプに分類

されるトイレサインも多い（図 8）．世界各国からの報告

を集めて明らかになったのは，このような表現はどこの

国の文化というものでもなく，世界中で確認されたとい

うことである．データベースに収録されている「もじも

じ」タイプの国を列挙すると，次のようになる．

日本，米国，ポーランド，アルゼンチン，台湾，カ
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ナダ，セルビア共和国，タイ，イタリア，パプア・

ニューギニア，モザンビーク，ドイツ，ラオス，オ

ランダ，スロベニア，ニュージーランド，マレーシ

ア，シンガポール

実に，18カ国（地域）に及び，南極大陸こそ含まない

ものの，全世界から収集されていることがわかる．

図 8 「もじもじ」トイレサイン 
Figure 8 The squirming toilet signs. 

4.3 標識としてのトイレサイン

キャラクターの利用や「もじもじ」表現のような，親

しみを込めた面白さの表現，トイレサインのサブカルチ

ャー的な側面は大いに評価できるところではあるが，社

会におけるトイレサインの本質は，適切な利用客を適切

な場所に導くための機能にある．したがって，表現に凝

ったが故にその機能を失ってしまっては本末転倒である． 

図 9 「ラージサイズ」トイレサイン 
Figure 9 The large toilet signs. 

公共空間でのトイレサインが備えるべき機能を強調す

るような類型がいくつか存在する．大型化や電飾で目立

つようにする，矢印で方向を示すといったものである．

いわば「標識としてのトイレサイン」の重要性を強調し

たデザインである．

大型化した「ラージサイズ」，電気で光る「電光式」，

さらにはピクトグラム自身が方向を支持している「こっ

ちです」タイプの例を，図 9〜図 11 に示す． 

図 10 「電光式」トイレサイン 
Figure 10 The electrical toilet signs. 

図 11 「こっちです」トイレサイン 
Figure 11 The this-way type toilet signs. 

4.4 ジェンダー多様性への対応 
近年，トイレサインを論じるうえで避けられない話題

がジェンダー多様性への対応である．ユニセックス・ト

イレ（日本では多目的トイレと呼ばれることが多い）の

利用や，そもそも全てを個室にしてトイレにおける性的

区別を排除してしまう試みもなされている[23]．そのよ

うな流れは，トイレサインにも変革を求めている．

現在，トイレサインにも，以前には見られなかった特

有のパターンが現れている．
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図 12 ジェンダー多様性を考慮したトイレサイン 
Figure 12 The toilet signs considering gender-diversity. 

図 12 に，ジェンダー多様性に配慮したトイレサイン

の例を示す．左の写真はイタリアの地方空港（カリャリ

空港）のものであり，右側が渋谷の量販店のものである．

いずれも，男性のピクトグラムと女性のピクトグラムを

半々に描くことにより，多様性へ対応している公衆トイ

レであることを示している．

5. おわりに

本論文では，2017 年より収集を続けているトイレサイ

ンのデータベースを紹介した．本データベースの特徴は，

たんにトイレサインの写真を集めているだけではなく，

それらのトイレサインの正確な位置が全ての項目につい

て記録されている点である．COVID-19 パンデミックの

影響もあり近年は世界からの情報を増やすことができて

いないが，本データベースを支える確固たる投稿コミュ

ニティは維持されているため，今後，以前のように国を

跨いでの移動を気軽にできるような状況に戻れば，再度，

新たな情報収集が進むものと予想される．

地理的情報に基づく分析は道半ばではあるものの，本

論文ではデータベースに収録されている多数の事例のう

ち特徴的なものを紹介し，トイレサインにおける，いく

つかの傾向について報告した．

本データベースはトイレサインに特化したものではあ

るが，ピクトグラムやその他のデザインによる公共的な

サインをデザインする際の参考として活用することもで

きよう．現在のところ公開されているインタフェースは，

毎日紹介しているブログエントリのみであるため，そこ

に付加されたコメントの全文検索や，各エントリに付加

されたラベル（タグ）による検索など，貧弱な検索機能

しか利用できない．しかし，画像データを対象とした検

索機能を備えるようにすれば，類似のサインを検索する

などのより使いやすいデータベースとできるであろう．

また，位置情報の活用も進んでいない．一部，地図に

マップして分布を見ることができるようにはなっている

が，現在のところ，全てのデータを地図にマップする作

業は滞っている．その作業も進め，また，地図上で特徴

を可視化できるようにすれば，本論文の冒頭で述べたよ

うな疑問に対する解も得られるのではないかと期待する

ところである．
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予稿原稿 

共創プロジェクト始動時における従事者の協力意欲調査 
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竹下 一樹*2 古賀 昭彦*1,3 行平 崇*1,3 久野 真矢*1,4 

Questionnaire Surveys on Employee Willingness to Cooperate with a Co-creation Project 
Hiroko Tokunaga*1, Masayuki Ihara*1, Hiroki Murakami*2, Shinpei Saruwatari*1,2,  

Kazuki Takeshita*2, Akihiko Koga*1,3, Takashi Yukihira*1,3, and Shinya Hisano*1,4 
Abstract - For a successful co-creation project, it is important to make employees motivated for a cooperative 

attitude and behavior by effective explanation about the project at the beginning. This paper introduces the 

results of web survey that was conducted to investigate explanation items expected by the employees of 

several occupations in a variety of industry. The analysis to compare those results with another questionnaire 

survey at a real co-creation project with a nursing facility showed the difference of expected explanation as 

well as the hypothesis of expected explanation items and intrinsic motivation. 

Keywords: co-creation, willingness to cooperate, motivation, occupation, industry 

1. 背景

人々の生活をデータや IT によって豊かにする手段と

して DX（デジタルトランスフォーメーション）が注目

されている。DX の推進では、既存の価値観や枠組みに

とらわれない革新的なイノベーションが求められ、なぜ

その改革が必要なのか、DX 実現のために経営の仕組み

をどう作り変えるのか、人間中心の視点でどのような価

値を創出するかなど、現状や課題に対する認識について

立場を超えた多様な人が共有することが重要である[1]。

しかし、さまざまな立場の関係者全員が課題を認識し、

それらのイノベーション、改革、提供価値を具体的にイ

メージすることは簡単ではないのが現状である。

2. 課題認識

DX の普及に関しては、小規模な企業ほど、DX の導入

が遅れており[2]、外部の専門家やコンサルファームとの

共創が必要となることもある。業務の現場に目を向けて

みると、介護業界など、既に日々の業務が逼迫している

状況で新しい施策として DX を導入することは容易では

ない。特に、多忙な業務に加え、DX 導入の新規プロジェ

クトへの協力によってさらに仕事が増えるとなると、従

事者全員が快くプロジェクトに協力できるとは限らない。

こうした協力意欲は同じ事業所内であっても、職種や立

場によっても異なる可能性がある。例えば厚生労働省が

行った調査によれば[3]、管理的な仕事に従事する人と介

護関係や労務作業といった現場従事者の間には、自らの

仕事への意識、働きがい、会社への愛着が異なることが

報告されている。以上、従事者に心的負担を抱く場合あ

ることや、従事者の中でも協力意欲に差がある可能性を

踏まえると、プロジェクト始動時においては、協力意欲

に応じて説明内容を考慮し、協力への心理負担を軽減す

る工夫が必要である。 

本発表では、新規プロジェクトの始動時に従事者が抱

く協力意欲に関し、業種と職種に着目してウェブアンケ

ートによる調査の結果を報告するとともに、実際の介護

現場での調査の結果も踏まえた考察を行うことで、プロ

ジェクト始動時に従事者が趣旨説明に期待する項目を明

らかにする。 

3. 調査概要

 新規プロジェクトの参画、共創に対する心理負担が従

事者の立場や職種によってどう異なるかを調査するため、

ネットリサーチ会社に登録のモニター2000 人にウェブ

アンケートを実施した。実施時期は 2021 年 12 月 15 日

から 12 月 17 日である。回答者には協力謝金を支払い、

回答率は 100％であった。 

調査対象の業種は、総務省統計局が定める日本標準産

業分類[4]の業種を 10 業種に分類し、調査対象者は各業

*1：理化学研究所データサイエンスデザインチーム

*2：医療法人静光園白川病院

*3：帝京大学福岡医療技術学部

*4：県立広島大学保健福祉学部

*1：Data Science Design Team, RIKEN

*2：Shirakawa Hospital

*3：Faculty of Fukuoka Medical Technology, Teikyo Univ.

*4：Faculty of Health and Welfare, Pref. Univ. of Hiroshima
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種から 200 人とした。職種においては、日本標準職業分

類[5]の職種を 12 職種に分類した。各業種に占める回答

者の職種の割合を図 1 に示す。なお、筆者らの研究グル

ープでは、介護施設との共創プロジェクトを実施してい

るため[6]、生活関連サービス業については、介護サービ

ス業とそれ以外を区別して調査した。

各業種に対し回答者の職種が占める割合は「介護サー

ビス業」においてはサービス業従事者が、「流通業・卸売

業・小売業、宿泊業・飲食店」においては営業・販売従

事者が、「情報通信業、メディア、マスコミ・広告業」に

おいては研究者・技術者、教員など専門的職業従事者が

多い。業種により回答者の職種割合が大きく異なること

がわかる。なお、ネットリサーチ企業に登録している回

答者データベースに偏りがある可能性もあり、この職種

割合が実際の職種の傾向と完全に一致する訳ではないが、

おおよその傾向は表していると考えられる。 

回答者の男女比は、男性 79.0％、女性 21.0％であり、

年代別割合は、20 代が 6.2％、30 代が 16.5％、40 代が

28.9％、50 代が 30.5％、60 代が 17.7%、70 代は 0％であ

った。 

4. 結果

4.1 職種と協力意欲 

4.1.1 説明前の協力意欲 

「共同研究への参画を初めて求められた時（相手の研

究機関名とプロジェクト名しかわからない等、詳しい内

容が不明の段階）、共同研究に対してどの程度の参画意欲

を持つと思うか」の質問に、「積極的に協力したい」「ま

あ協力してもよい」「どちらともいえない」「仕方ないの

で協力する」「協力したくない」のいずれかを回答しても

らった（なお、ウェブアンケートの質問項目では「共創

プロジェクト」を「共同研究」と表記したが、ここでは

同義として扱う）。 

回答項目を、“協力意欲の高い群”（「積極的に協力した

い」と「まあ協力してもよい」）と“協力意欲の低い群”

（「仕方ないので協力する」と「協力したくない」）とし

て比較すると、“協力意欲の低い群”が 32.2％と協力意欲

の高い群の 29.7％をわずかに上回った。 

上記の結果を図 2 に示す。職種ごとに見てみると、“協

力意欲の高い群”は、人事・経営企画部門、研究者・技

術者教員等専門的職業、経営的職業従事者であり、新規

事業への投資、事業の成長を企図することが主なミッシ

図 1 各業種に占める回答者の職種の割合 

Figure 1 Ratio of respondents' occupations in each industry 

7

43

13

55

14

13

12

5

19

2

20

7

14

11

16

2

2

2

40

57

20

11

10

7

9

8

10

5

9

9

15

2

5

0

32

19

11

2

1

1

0

0

1

0

0

0

0

69

0

2

10

13

5

6

6

4

7

2

9

3

8

7

5

5

10

5

8

2

4

6

1

0

3

2

1

37

2

5

2

2

3

5

3

5

4

6

4

3

5

6

0

0

1

0

0

0

36

2

1

1

1

0

30

2

0

1

0

1

0

0

18

14

11

10

9

7

9

4

14

13

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

教育業、非営利団体またはＮＰＯ
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農業・林業・漁業・鉱業

介護サービス以外の生活関連サービス業

介護サービス

営業・販売従事者 サービス業従事者

総務部門従事者 研究者・技術者、教員等専門的職業従事者

農林漁業従事者 経営的職業従事者（部長クラス、施設長クラス以上）

管理的職業従事者（課長クラス以下） 生産工程従事者

人事・経営企画部門従事者 建設・採掘業務従事者

輸送・機械運転従事者 その他（事務・一般社員・医療福祉関連など）

図 2 職種別にみる説明前協力意欲 

Figure 2 Willingness to cooperate with the project before 

detailed explanation by occupations 
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1.人事・経営企画部門

積極的に協力したい＋まあ協力してもよい どちらともいえない

仕方ないので協力する＋協力したくない 無回答
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ョンの一つとなっている職種の特性を反映しているもの

と考える。反対に“協力意欲の低い群”は、生産工程、

農林漁業、建設・採掘業務従事者であった。 

4.1.2 説明後の協力意欲 

次に、表 1 に示す 9 項目を説明された場合に、プロジ

ェクト協力要請に対し、どう回答するかを尋ねた（注：

実際に表 1 の説明を実施して回答してもらった訳ではな

く、説明を受けたと仮定した場合の協力意欲を回答して

もらっているが、本稿では、便宜上、「説明後の協力意欲」

と表記する）。 

  “協力意欲の高い群”と“協力意欲の低い群”に区別

して説明前後の意欲を比較すると、“協力意欲の低い群”

が 30.2％と説明前の印象から２ポイント減少し、逆に“協

力意欲の高い群”は 33.6％と説明前の印象から 3.9 ポイ

ント上昇、かつ、“協力意欲の高い群”の比率が“低い群”

の比率を上回り、最初の印象から逆転した。説明を受け

れば協力意欲が変化するケースがあることから、説明の

内容や丁寧さに配慮することで協力意欲の向上に効果を

もたらす可能性があると考える。そこで、次節では、ど

のような説明項目が協力意欲の向上に寄与するのかを分

析する。  

4.2 職種と重視される説明項目 

共同研究への参画に当たり、どのような情報が知りた

いかを５件法（「詳しく知りたい」が５「まったく知らな

くてもよい」が１）で回答を求めた。その結果、回答者

の平均値が最も高かったのは「(2)目的と内容」（平均 3.54）

で、最も低かったのは「(3)担当者の思い」（平均 3.32）で

あった。全体的に説明を期待されている情報は、共同研

究が何を目指し、具体的に何をするのかであり、研究担

当者の人柄や共同研究にかける思いについての関心は低

い結果となった。もともと協力意欲が高くプロジェクト

に高い関心を示す人と、協力意欲が低くプロジェクトを

懐疑的に捉えている人とでは、期待する説明に違いがあ

る可能性がある。次節以降では、求める説明の傾向が、

協力意欲の違いによってどう異なるかを分析する。 

4.2.1 協力意欲が高い職種が求める説明 

4.1 において“協力意欲の高い群”の職種は、人事・経

営企画部門、研究者・技術者教員等専門的職業、経営的

職業従事者であった。図 3 にこれら 3 つの職種の従事者

が求める説明項目を知りたい順に示す。 

全体として、項目による大差はないものの、「詳しく知

りたい」「知りたい」の回答が多かった説明は、「(2)目的

と内容」、「(5)役割とミッション」、「(1)相手機関」であっ

た。プロジェクトが何を目指し、自らはどのような役割

を果たし、どのような機関と協働していくのかについて、

関心を示していると推測される。このことから、プロジ

ェクトの導入者は協力意欲の高い職種の人に対して、役

割とミッションを丁寧に説明することで、プロジェクト

の理念や意義を組織全体に浸透させるキーマンとしての

役割を担ってもらえるように働きかけることが効果的と

考える。 

4.2.2 協力意欲が低い職種が求める説明 

4.1 において協力意欲の低い群の職種は生産工程、農林

漁業、建設・採掘業務従事者であった。図 4 にこれら 3

つの職種の従事者が求める説明項目について知りたい順

に示す。こちらも項目間に大きな差はないものの「詳し

く知りたい」「知りたい」上位には、「(2)目的と内容」、「(1)

表 1 共同研究参画への説明項目 

Table 1 Explanatory items for joint research participation 

(1)相手機関：相手となる研究機関

(2)目的と内容：研究開発計画の目的や内容

(3)担当者の思い：研究担当者がどんな人か、または研究担当者の当該研究への思い

(4)具体的作業：共同研究実施中、研究者はあなたの職場でどのようなことをするのか

(5)役割とミッション：あなたは共同研究でどのような役割を果たし、

何を行うことが求められるのか

(6)職場メリット：あなたの職場にとっての共同研究に参加することのメリット

(7)当事者メリット：あなたにとっての共同研究に参加することのメリット

(8)報酬：共同研究に参加するに際してのあなたへの報酬

(9)環境変化：共同研究を実施することにより

あなたの職場や働き方にどのような影響を及ぼすか

図 3 協力意欲が高い職種が求める説明 

Figure 3 Expected explanations by employees in 

occupations positive for cooperation 
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どちらともいえない

知らなくてよい＋まったく知らなくてよい

無回答

図 4 協力意欲が低い職種が求める説明 

Figure 4 Expected explanations by employees in 

occupations negative for cooperation 
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無回答
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相手機関」、「(8)報酬」があげられた。ここで注目したい

のは図 3 においては最下位であった「(8)報酬」が図 4 に

おいては上位に位置していることである。管理的立場以

外の場合は、新たな業務に取り組むことで、昇進や昇給

がもたらされるか、さらに時間給労働者にとっては残業

が生じた場合の賃金報酬に関する説明は知りたい情報で

あると推測される。また、当事者や職場へのメリットに

ついて知りたいとの回答が 25％あった。プロジェクトに

協力することでもたらされる利益について、ある程度関

心があるものと推測される。以上を踏まえると、“協力意

欲が低い群”に対しては、最初の説明で、協力すること

でもたらされる有形無形の利益について丁寧に説明する

ことが、大切であると推測される。 

協力意欲が高い群の図 3 と協力意欲が低い群の図 4 を

比較してみると、「知らなくてよい」「全く知らなくてよ

い」の回答が、図 4 の方が約 2 倍となっている。協力意

欲が低い群においては説明内容についても興味がないこ

とが伺える。「どちらともいえない」と回答している人の

割合はいずれも 2 割前後である。説明内容によっては、

興味関心を持つ可能性があることを考えると、ここでも

丁寧な説明が重要であると考える。

以上、協力意欲について職種別に分析したが、図 1 に

示した通り、各業種に占める職種の割合は異なる。教育

業であれば研究者・技術者、教員等専門的職業従事者が

多いため協力意欲が高い人が多い。反対に介護や生活関

連のサービス業であれば、サービス業従事者が多いため

協力意欲が低い人が多い。次節ではプロジェクトを始動

するにあたり、業種ごとに期待される説明を分析する。 

4.3 業種と協力意欲 

 4.1.1 で示した、「共同研究への参画を初めて求められ

たとき、共同研究に対してどの程度の参画意欲を持つと

思うか」に対する回答を業種ごとに集計した（図 5）。そ

の結果、“協力意欲が高い群”の回答が多かった上位 3 業

種は「製造業、出版・印刷業」「教育、非営利団体」「金

融業・保険業、商社」であり、下位 3 業種は「介護サー

ビス」「運輸・輸送業、電気・ガス・水道業」「農業・林

業・漁業・鉱業」であった。 

図 5 における上位の業種には、協力意欲の高い専門的

な職種や管理的な職種に従事する人の割合が高い。一方

で、下位の業種には協力意欲の低い現場従事者の割合が

高い。プロジェクトを始動する際は、こうした業種内に

占める職種割合を考慮し、説明を工夫する必要がある。 

 次章では、実際に介護サービス従事者に行った共創プ

ロジェクト事前説明と、その説明に関して従事者に実施

した協力意欲調査の結果を紹介する。実際の説明事例か

ら、協力意欲向上に必要な要素について考察する。 

5. 事例と考察

筆者らの研究グループは、本稿第三著者が施設長を務

める介護現場（通所型リハビリテーション施設）に対し、

共創プロジェクトを導入し、ミニワークショップを実施

した。本章では、共創プロジェクト始動時に、本稿第二

著者が実際に施設を訪問し、従事者全員 16 人に向けて

行った趣旨説明と、従事者に対して実施した協力意欲に

関する質問紙調査の結果を分析する。 

5.1 介護現場における共創プロジェクト 

 筆者らが介護現場で実施する共創プロジェクトは、約

3 年間の長期にわたる計画であり、プロジェクト始動時

の説明者と従業員との信頼構築は重要である。そこで、

信頼構築についての５つの側面[7]、 benevolence（慈善の

心を持っているか）、 reliability（頼れる存在か）、

competence（十分な能力を持っているか）、honesty（誠実

か）、openness（心を開いているか）に留意し、初回挨拶

時に丁寧に趣旨説明を実施した。具体的には、「自己紹介

を含めたご挨拶」「介護現場を良くする取り組みを行いた

い」「現場従事者が嫌だと思うことはしない」「どういっ

た人がどの程度の頻度で出入りするのか」「可能な範囲で

協力してほしい」といった内容を記載した文面を資料で

配布し、口頭で読み上げた。加えて、説明者自身が身内

の被介護経験から介護業務の重要性を感じていること、

および、お世話になった介護の分野で役立つ仕事をした

いことの二点を述べ、プロジェクトへの思いを伝達した。 

 その後、2 週間間隔で課題の抽出、アイデア創造、施

設パンフレット制作のミニワークショップ（WS）を合わ

せて、計 5 回の WS を実施した（詳細は[6]を参照された

い）。本稿では WS 終了後に実施した質問紙調査につい

て報告する。 

質問紙における設問を表 2 に示す（注：設問番号が連

続していないのは、同時に別件のアンケートを実施して

いるため）。なお、設問に対応する回答として 5 個の選択

肢を用意し（例：5:積極的に協力したい〜1:協力したくな

い）、回答とともにスコアを等間隔に配置した（回答デー

タを分析する際に間隔尺度として扱うため）。各設問に関

する集計結果を図 6 に示す（Q9 については記入漏れ 1 名

あり）。なお、5 個の回答選択肢は、例えば「5.積極的に

図 5 業種別にみる説明前協力意欲 

Figure 5 Willingness to cooperate with the project 

before detailed explanation by industries 
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仕方ないので協力する＋協力したくない 無回答
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協力したい」を「5: 効果あり」のように変更し、全設問

共通となるよう表記を変更して、図 6 に示す。 

  図 6 において、趣旨説明の効果（Q2～Q6）をみると、

「5: 効果あり」「4: やや効果あり」の合計値は「Q2.所属

の説明」「Q6.思いの伝達」「Q5.迷惑をかけないことの説

明」で多いことがわかる。4.2 節、4.3 節で述べたように、

介護の業種はサービス業従事者が多く、協力意欲は低い

傾向にあり、また、田川ら[8]の調査において、多くの介

護スタッフが積極的な問題意識を持って行動していない

との報告があることから、図 6 の結果を図 4（協力意欲

が低い業種が求める説明）と比較しながら分析する。 

図 6 の「Q2.所属の説明」は、図 4 の「(1)相手機関」に

該当するが、これらはいずれも求める説明として期待の

高い傾向であった。プロジェクトでどのような機関と協

働していくのかについては関心が高いと推測され、丁寧

に説明することは、プロジェクトへの懐疑心を払拭する

ことに効果があるものと推測される。 

図 6 の「Q6.思いの伝達」は、図 4 の「(3)担当者の思

い」に該当するが、図 4 の結果で二番目に低いことから、

説明の優先度としては低いことがわかる。図 6 の「Q5.迷

惑をかけないことの説明」は、図 4 の「(9)環境変化」に

該当するが、図 4 では最下位であった。今回、介護現場

での調査対象者は 16 人と少数ではあるが、実際にこれ

からプロジェクトが始まるという状況においては、一緒

に関わる人はどのような思いでプロジェクトに臨むのか、

仕事の環境が働きにくい方向に変化しないか、を気にし

ており、これらを丁寧に説明することが、共創への心理

負担を下げることにつながると考える。 

次に、協力意欲（図 6 の調査では、「協力意識」と表記

しているが本稿では同義として扱っている）の推移（Q7, 

Q8, Q9）について考察する。「Q8.冒頭説明直後の協力意

識」では、ほとんどの回答者がポジティブに評価してお

り、信頼関係の構築を意識した説明が効果的であったこ

とがわかる。しかし、「Q9.ワークショップ体験後の協力

意識」においては協力意識の低下もみられた。低く評価

した回答者の自由記述を確認したところ、実際に体験し

た WS がどのような意味を持つのかといった疑問を抱い

たことが要因であった。これについては、今回は１回の

ワークショップであったため、作業内容とプロジェクト

の意図との関連を十分に理解できなかった可能性がある。 

今後、デザイン思考のステップを反復することで、プロ

ジェクトの本質を理解してもらえるような働きかけが必

要と考える。 

5.2 内発的動機づけと外発的動機づけ 

 プロジェクト推進の原動力の一つは、参画メンバーの

主体的な行動である。油井ら[9]は、モノゴトにあたって

いる人を「当事者」と呼び、そのうち自らの動機に裏打

ちされ、自身なりに意味や意義をとらえてモノゴトにあ

たる状態にある人を「主体者」として呼び分け、そのう

えで「当事者」から「主体者」へと変化していくには「対

象のデザインプロセス」を「自分ごと」として経験する

ことが有効と述べている。ここで重要なのは、いかに動

機づけられているかである。動機づけには内発的動機づ

けと外発的動機づけがあり、内発的動機づけは、豊かな

経験、概念の理解度の深さ、レベルの高い創造性、より

よい問題解決を導くとされている。外発的な報酬は一時

的に行動を起こさせる動機付けにはなるが、損得勘定が

働き、創造性や概念理解を必要とするような課題に対し

ては妨害的な効果をもたらす[10]。 

今回、ウェブアンケートにおいてプロジェクト始動時

に知りたい情報を尋ねたところ、協力意欲の低い群にお

いては、「報酬」が比較的上位に位置した。労働の対価と

しての報酬については丁寧な説明は必要であるが、外発

的動機づけの要素が強く、共創プロジェクトの推進に大

きな寄与は期待できない。一方で、職場メリット、当事

者メリットを知りたい従事者は 25％以上であった。これ

らのメリットは、サービス受益者への貢献とともに最終

的には労働環境の変革、問題解決能力の向上といった形

でいずれ協力者自身に還元される可能性がある。こうし

た目標を掲げることは、目標到達までのプロセスにおい

表 2 共創プロジェクトでの調査の質問項目 

Table 2 Questions of the survey at the co-creation 

project 

冒頭説明の効果に関する設問

Q2. 所属の説明：「どういう組織から来た人か」について最初に説明があったこ

とは，信頼関係構築に役立ったと思いますか？

Q3. 出入者の説明：「今後どんな人が出入りするか」について説明があったこと

について，どう思いましたか？

Q4. 課題探索型の説明：「やりながら決めていくという目的説明」について，ど

う思いましたか？

Q5. 迷惑をかけないことの説明：皆さんの迷惑になることはせず，むしろ助かる

と思うことをやるとご説明しました．この方針説明について，どう思いました

Q6. 思いの伝達：プロジェクトに対する発案者の思いをお伝えしましたが，これ

は，あなたのプロジェクトに対する協力意識に影響しましたか？

説明前・説明後・WS体験後の意識変化に関する設問

Q7. 冒頭説明前の協力意識：初回のご挨拶を聞く前の時点で，このプロジェクト

に協力することについて，どう思いましたか？

Q8. 冒頭説明直後の協力意識：初回のご挨拶が終わった時点で，このプロジェク

トに協力することについて，どう思いましたか？

Q9. ワークショップ体験後の協力意識：実際にワークショップに参加してみて，

このプロジェクトに対する今の協力意識はどうですか？

図 6 共創プロジェクトでの質問紙調査結果 

Figure 6 Questionnaire results at the co-creation project 

3

3

2

1

3

0

1

5

9

12

6

10

7

7

6

7

2

1

5

5

6

5

9

3

1

0

3

0

0

4

0

1

0

0

0

0

0

0

0

0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

Q9.WS体験後の協力意識

Q8.冒頭説明直後の協力意識

Q7.冒頭説明前の協力意識

Q6.思いの伝達

Q5.迷惑をかけないことの説明

Q4.課題探索型の説明

Q3.出入者の説明

Q2.所属の説明

5：効果あり 4：やや効果あり
3：どちらでもない 2：あまり効果なし
1：効果なし

2022年度春季HCD研究発表会予稿集

49



て内発的動機付けをもたらし、「主体者」へと行動を変化

させることが期待できる。デザイン思考においては、職

場や当事者のメリットを模索しながらプロセスを進むこ

とも特性の一つであるため、明らかな目標を掲げること

が難しい場合もあるが、冒頭での丁寧な説明が協力意欲

の向上のみならず、内発的動機の創発につながる可能性

がある。今後は、この可能性を仮説とし、どのような説

明が、どの業種、職種において、協力意欲の高い人／低

い人を動機付ける条件になりうるか、について、分析、

仮説検証を行うことが必要と考える。 

6. 人間中心設計と協力意欲の関係

本研究が協力意欲や動機づけの対象者を議論する上で、

共創プロジェクトにおける人間中心設計の観点から「人

間」の解釈を二つのパターンで考察することができる。

一つは、「人間」を共創プロジェクトで創出を目指すサー

ビスの利用者として捉えるパターンであり、もう一つは、

プロジェクトの参画者として捉えるパターンである。 

前者の場合、プロジェクトに協力する参画者は共創デ

ザイナーであり、その協力意欲は設計プロセスを実践し

ていく上での根底となる。最初の趣旨説明において、積

極的に動機づけして協力意欲を高め、それを、プロセス

実践の過程においても、維持し続けることが肝要となる。

本稿でターゲットしている趣旨説明にとどまらず、プロ

ジェクト推進上の他のプロセス（課題定義やアイデア創

造等）でも同様の分析が重要と考える。 

一方、後者の場合、人間中心設計の設計対象は「参画

者の協力意欲向上をもたらすプロジェクト推進方法」で

あり、その最初のサブセットとして、「協力意欲向上に効

果的なプロジェクト趣旨説明方法」がある。この場合、

何度も趣旨説明を行うということは、あまり現実的では

ないことから、人間中心設計で重要とされるプロセスの

反復は簡単ではなくなる。趣旨説明で一回、説明方法の

設計プロセスを実施し、そこから得られる協力意欲向上

のための知見は、汎化した上で次のプロセス（例えば、

創出する新規サービスのニーズ調査プロセス）で活用さ

れることになる。つまり、サービス創出のためのプロセ

スのサイクルとは別に、参画者の協力意欲の維持、向上

のためのサイクルが繰り返されるイメージである。 

人間中心設計の観点からの協力意欲維持向上のための

方法論については、多くの議論の余地があるが、本稿の

目的からずれるため、今後の課題としたい。 

7. 本研究の貢献

本研究の貢献は、(1)各業種の従事者が共創プロジェク

ト始動時に期待する趣旨説明に関し、2000 人規模の対象

者に対して業種別、職種別に傾向を調査し、協力意欲の

高い／低い人が期待する説明項目を明らかにしたこと、

(2)ウェブアンケートの結果と実際の介護現場での調査

結果を比較検討し、実際にプロジェクトに関わる場合に

期待される説明項目を示し、より現実的な知見を得たこ

と、(3)ウェブと現場の二つの調査結果に対し動機づけの

観点から分析し、プロジェクト始動時の説明が内発的動

機づけを促す可能性に言及したこと、の三点である。 

8. まとめ

本稿では、さまざまな立場の関係者が連携して共創プ

ロジェクトを推進することを目標に、プロジェクト始動

時の従事者の協力意欲を調査し、協力意欲に応じて期待

される説明項目を示した。さらに、実際の共創プロジェ

クトの介護現場で実施した調査事例を踏まえ、協力意欲

向上に効果的な説明項目を明らかにした。 

今後はプロジェクト始動時の説明を工夫することによ

り、従事者の協力意欲を向上させるだけでなく、説明内

容が従事者を動機づける条件を調査し、共創プロジェク

トの成功のためのデザイン方法論の構築を目指したい。

最後に、ワークショップの参加とアンケート回答にご

協力いただいた白川病院通所型リハビリテーション施設

「まごころ」の従業員に感謝する。 
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予稿原稿

個を大切にするパーソンセンタードデザイン

〜介護現場での課題定義実践事例〜

〇井原 雅行*1 徳永 弘子*1 中島 知巳*1,2 猿渡 進平*1,3

後藤 裕基*1,4 梅﨑 優貴*1,5 
Person-centered Design valuing people as individuals 

- A Case Study of Issue Definition in Service Co-Creation based on Design Thinking -
Masayuki Ihara*1, Hiroko Tokunaga*1, Tomomi Nakashima*1,2, Shinpei Saruwatari *1,3,

Hiroki Goto*1,4, and Yuuki Umezaki*1,5 
Abstract - This paper introduces the person-centered care principle and employs it to build a 
methodology for designing a novel person-centered care service. We designed the processes of 
empathy and definition in design thinking with a focus on unexpected behaviors and the backgrounds 
of care recipients and conducted those processes with care workers as a series of workshops. As a 
result of the co-creation workshops, 4 issues to resolve were determined. The practice of those 
processes and the analysis of the workshop participants’ comments revealed the feasibility of the 
person-centered design methodology. 

Keywords: person-centered, design methodology, issue definition, design thinking, case study 

1. はじめに

高齢化社会が加速する中で介護サービスに対する期待

は大きいが、介護業界では、サービスの充実以外にも人

員不足解消、DX（デジタルトランスフォーメーション）
推進等、課題は多い。人員不足問題を解決するために IT
を活用して業務効率化を行うことが期待されているが、

安易な業務効率化は当事者（＝介護サービス利用者）目

線でのサービスを阻害する可能性もあり、注意が必要で

ある。また、IT等を活用した新しい介護サービスの開発
も期待されるが、人と直接向き合うことが求められる介

護サービスの設計には人間中心の設計思想が重要となる。 
筆者らは、人間中心の設計思想を重視し、介護現場と

研究者の共創プロジェクトによって、当事者一人ひとり

の気持ちを大切にしたサービスの開発を目指している。

本稿では、個々の背景情報を踏まえて当事者本人の気持

ちを大切にする「パーソンセンタード」の概念を紹介し、

新規サービス創出に向けて介護現場職員と共創したデザ

イン思考の共感、課題定義のプロセスの実践事例を紹介

するとともに、パーソンセンタードデザイン方法論の現

場活用に向けた考察を行う。

2. 介護現場の課題認識

2.1 業務効率化と個別ケア

介護現場では、人員不足に加え、業務は多岐に渡るた

め、従業員にかかる業務負担は大きい。特別養護老人ホ

ーム限定の調査結果ではあるが、文献[1]にも示されてい
るように、介護現場の業務改善の要求は高い。業務改善

に向けた方針の一つとして業務効率化があり、効率化の

手段として DXが注目されている。介護現場の DX推進
に関しては、日本医療開発研究機構の調査報告[2]にもあ
るように期待は大きい。また、厚生労働省が科学的介護

情報システム「LIFE」の利用を推奨しており[3]、今後の
さらなる DX推進も予測される。介護職員に対して実施
された調査[4]によれば、人員不足解消、人材定着のため

に DX活用を期待する割合は約 6 割である。 
一方、介護現場では、当事者個々に異なる対応が求め

られることも多く、決められたやり方で画一的に全当事

者に同じサービスを提供すれば良いというわけではない。

*1：理化学研究所データサイエンスデザインチーム
*2：やまなみ介適生活
*3：医療法人静光園白川病院
*4：医療法人明輝会
*5：社会医療法人親仁会
*1：Data Science Design Team, RIKEN
*2：Yamanami Kaiteki Seikatsu, Co. LTD.
*3：Shirakawa Hospital
*4：Medical Corporation Meikikai
*5：Shinjinkai Medical Association
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なぜなら、介護サービスを受ける当事者は、患っている

病気や身体的な制約以外にも、各々異なる背景、事情が

あり、介護サービス提供者もこれらに配慮を求められる

ことも少なくないからである。とはいえ、限られた数の

介護職員で多くの当事者に対応するとなると、一定の業

務効率化は必要であり、業務改善や新施策導入を行う場

合も、効率化と個別ケアのバランスを考える必要がある。 
2.2 介護職員の負担と思考プロセス

介護職員が業務改善に対して持つ意識については、文

献[5]に調査事例があるが、多くの職員は問題意識を持っ

ておらず、また、研修に対する参加意欲も低く、研修成

果も実務に有効活用できていないという結果が出ている。

多忙な介護現場に対し、業務改善や新施策導入を行うこ

とは、心理負担から従業員の離職につながる可能性もあ

り、慎重さが求められる。介護職員は、高齢者ケアの仕

事を続けたいという業務に対する誇りの意識は強いが、

他の施設に移りたいという離職の意識も高い[6]。人手不
足による負担感の他、職場に対する満足度を阻害する要

因は他にも存在することから[7]、介護事業者都合で現場

に追加の負担を強いる施策は気軽には導入できない。

一方で、介護職員は日々の業務において、当事者一人

ひとりの気持ちを考えてケアを行うことよりも、作業の

効率性を優先してしまうこともある。筆者らがこれまで

見聞きしたことを参考に書き出した「当事者の気持ちに

配慮ができていないケア」の行動事例を表 1に示す。こ
れらの行動の主な要因は、職員側都合の優先、当事者意

向の軽視、リスクの過大評価等、多岐に渡る。職員にと

って心理的、業務稼働的に負担となる場合には、その困

難さを職員が認知した結果として、業務において自己防

衛反応としての行動を行うことがある。例えば、「歩いて

帰ると言う当事者を無理やり車に乗せて送る」という事

例は、心理的にリスクを重視しすぎた結果、万が一、事

故が起きた場合の困難さに対する防衛反応と解釈するこ

とができる。当事者の気持ちを汲んでケアをしようとい

う意識は、理想として職員の頭の中にあっても、現実的

には先述のような心理が働き、結果として、理想と現実

の乖離が起きる。この乖離が小さくなるよう、介護職員

の思考プロセス、判断に対しヒントとなるような情報を

提供できることが重要であると言える。

3. パーソンセンタードデザイン

3.1 パーソンセンタード理念

当事者個々の気持ちを大切にするケアの考え方に、「パ

ーソンセンタード」という考え方がある。パーソンセン

タードは、1980 年代に臨床心理学者のトム・キットウッ

ドが提唱した理念であり[8]、認知症の当事者を一人の人

として尊重し、その人の立場にたって気持ちに寄り添い、

ケアを行おうとするものである。介護分野では、多数の

文献に見られるように、パーソンセンタードの考え方は、

国内外を問わず、一定の認知がされている[9][10]。 
認知症当事者に対する理解として、認知症が原因で「何

も自分でできなくなった人」、徘徊等の「奇妙な行動をす

る人」という見方があるが、トム・キットウッドは、長

期に渡る当事者観察の結果から、認知症当事者が全員同

じ行動をするわけではなく、当事者個々の過去の生活習

慣、仕事、趣味等の背景の違いに着目し、この違いを踏

まえたケアをすることの重要性を主張している。パーソ

ンセンタードは認知症ケアの分野で生まれた考え方だが、

認知症の有無に関係なく、当事者全員に適用可能なケア

の基本的な理念と捉えることもでき、筆者らもこの理念

を重視し、介護サービスの設計を行うための方法論構築

に活用したいと考えている。

パーソンセンタードケアには、認知症ケアマッピング

（DCM: Dementia Care Mapping）という実践フレームワ

ークがあり[11]、文献も多数発表されている[12]。DCMで
は、導入計画、ブリーフィング（事前説明）、マッピング

（観察・記録）、データの処理と分析、フィードバック（デ

ータ分析結果の報告と話し合い）、ケア向上の行動計画立

案、ケアの実践という手順が定義されている。DCMに従
うことで、一定のケアの質の向上が期待できるものの、

現実には、先述の防衛反応行動の心理等がはたらくこと

から、ケアの実践が想定通りに行えるとは限らない。ま

た、観察、記録、分析に必要な手間が多く、DCMにもと
づいて業務を行う体制を構築するのも簡単ではない。さ

らに、現場の介護職員全員がパーソンセンタードの考え

方を学び、共感した上で業務に活用できているわけでは

なく、現実には DCMの実践は容易ではない。 

職員の⾏動
職員
都合の
優先

当事者
意向の
軽視

個性の
軽視

尊厳の
軽視

機会の
剥奪

リスク
の過⼤
評価

時間を気にして排泄介助を⾏う ◎ ○
⾝体拘束する ◎ ○ ○ ○ ○ ○
当事者意向を確認せず、職員都合でケアを⾏う ◎ ○
職員の時間都合で当事者に接する ◎ ○
効率重視で健康チェックをする ◎
当事者がただ座っている状態を放置する ◎
職員都合で⾷事の時間を決める ◎ ○
「後で家族が迎えに来る」等、嘘を伝える ◎
施設に来たくないと⾔っているのに無理に連れて来ようとする ○ ◎
⽇課や役割があったら、その⽇の気分に関わらず押しつける ○ ◎
医師に安静と⾔われたら、当事者の意思に関わらず押しつける ○ ◎
こんな状態で⾃宅にいない⽅がよいと個⼈の価値観で発⾔する ○ ◎
不穏な当事者に対し、⾏動の意味を考えずに対応する ◎
当事者の気持ちを考えずに、職員都合でケアを⾏う ○ ◎
当事者がいない所で職員だけでケアをやり⽅を決める ○ ◎
⾷べたくないのに無理やり⾷事をさせる ○ ◎
当事者が声をかけているのに無視する ○ ◎
当事者の話を聞かない ○ ◎
⾵呂に⼊りたくないと⾔っているのに、無理やり⼊浴させる ○ ◎
浪費防⽌で財布を預かる等、やりたいことを奪う ○ ◎ ○ ○
⼈との関わりを与えない ◎
役割を与えない ○ ◎
⽣活習慣を無視して管理する（例︓飲酒、喫煙） ○ ○ ◎
全員同じ扱いでレクを企画する ○ ◎ ○
「トイレに⾏きましょう」と周囲に聞こえるように声をかける ◎
特定の当事者だけに⽿を傾ける ◎ ○
歩いて帰ると⾔う⼈を無理やり⾞に乗せて送る ○ ○ ◎
⼼配だからと宿泊を勧める ○ ○ ◎
危ないからと⾔って⾔葉や対応で本⼈の⾏動を⽌める ○ ○ ◎
「何かあったらどうするの︖」とリスクばかりに視点を向ける ○ ○ ◎

◎︓主たる要因  ○︓関連するその他の要因 

表 1 当事者の気持ちに配慮がないケア行動事例 

Table 1 Care behaviors that lack consideration for recipients. 
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3.2 人間中心設計とパーソンセンタードデザイン

パーソンセンタードデザイン（以降、PCD）の関連用

語として人間中心設計があるが、人間中心設計に関連す

る用語として、Human-Centered Design（HCD）と User-
Centered Design（UCD）がある。この両者の区別につい

ては、[13]に詳しい解説があるが、ISO9241-210:2010 [14]
によれば、HCDに関する以下の説明がある。 

2.7 human-centred design 
Approach to systems design and development that aims to 

make interactive systems more usable by focusing on the use of 
the system and applying human factors/ergonomics and 
usability knowledge and techniques 

Note 1 to entry: The term “human-centred design” is used 
rather than “user-centred design” in order to emphasize that 
this part of ISO 9241 also addresses impacts on a number of 
stakeholders, not just those typically considered as users. 
However, in practice, these terms are often used synonymously. 
これによれば、HCD は、UCD のようにサービスやシ

ステムの利用者に限定するのではなく、多数のステーク

ホルダを対象にしていると解釈することができる。UCD
では、あくまで「利用者」としての人に着目しており、

この背景には、「サービスを提供する側」のものの見方が

あるとも考えられる。すなわち、利用者目線の重要性を

主張しつつも、根底には、企業等のサービス提供者側の

考え方がある。一方、HCDでは、対象が必ずしもサービ

ス利用者に限定されないことから、より広い範囲の人に

着目していると解釈できるが、ISO9241 の定義からも分

かるように、やはり、システムやサービスを「使う」と

いうことに着目しており、対象者となる人は利用者とし

て客体的に大まかに捉えられている。

一方、PCDは、個々の人に着目する人間観にもとづい

ており[15]、UCD や HCD よりも踏み込んで人間を理解

し、当事者個々の暮らしやニーズ、周囲（家族等）のニ

ーズ、サービス設計の利用可能資源にまで踏み込んで設

計を考えようとするものであり[16]、根本的に UCD や

HCDとは異なる思想にもとづいていると考えられる。 
比較のため、ISO9241の HCDプロセスと DCMのプロ

セスの対比を図 1に示す（プロセスの説明は筆者が和訳

したものを表記）。いずれも、調査、分析をもとに計画を

立てて実践、評価するという流れで構成されている点は

類似している。先述の通り、DCMのプロセスは手間がか
かり、実践は容易ではないが、各種存在する HCDプロセ
スの実践的手法が DCM プロセスにも適用できる可能性

は十分にあると考えられる。今回、筆者らが実践してい

るのは、デザイン思考の共感と定義のプロセス、すなわ

ち、HCDプロセスの「利用状況の理解、特定」と「ユー

ザ要求の特定」に関して、ワークショップ（WS）の形式

にて、当事者に共感しながら解決すべき課題を特定する

作業である。これらは、図 1の対比では、DCMにおける
「マッピング（観察・記録）」、「データの処理・分析」、

「フィードバック（報告・話し合い）」のプロセスに対応

することから、これら三つのプロセスを具体的に実践可

能とするための事例分析活動と解釈しうる。言い換える

と、今回のプロセス実践事例での議論、分析を通じて得

られる DCM プロセス実践上の課題を把握し、インサイ

トを収集し、それを実践しやすい方法論として還元する

ことで、介護現場での DCM プロセスの実施可能性を高
めることにつながる可能性がある。なお、デザイン思考

を用いた医療福祉現場での取り組みとしては、看護教育

を対象とした事例[17]等があるが、DCMの事例に比べる

と多くはない。

4. 共創プロジェクト

4.1 プロジェクト概要

筆者らは、パーソンセンタード理念にもとづいた介護

サービスの創出を目指し、利用者の生活空間に入り込ん

でデザインプロセスを実践するリビングラボのアプロー

チで、共創プロジェクトを実施することとした。この共

創プロジェクトは、研究機関（本稿の第一著者が所属す

る理化学研究所）からの提案で約３年間にわたり研究者

と介護現場（本稿の第三著者が所属する介護事業所「リ

ビングアエル」）の職員との共創により、業務改善や新施

策の導入を目指すものである。同事業所が提供する介護

⼈間中⼼設計
プロセスの企画

利⽤状況の
理解、特定

ユーザ要求
の特定

ユーザ要求を満⾜する
解決策を設計

要求に対して
設計を評価

設計した解決策
が要求を満⾜

ブリーフィング
（事前説明）

マッピング
（観察・記録）

フィードバック
（報告・話し合い）

ケア向上のための
⾏動計画⽴案

⾏動計画に沿った
ケアの実践

パーソンセンタード
ケアの提供

導⼊計画

データの
処理・分析

DCMのプロセスHCDのプロセス

図 1 HCDプロセスと DCMプロセスの比較

Figure 1 Comparison of the processes between HCD and DCM. 
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サービスは、小規模多機能型居宅介護であり、通所、宿

泊、訪問を含むサービス形態であり、認知症を患ってい

る当事者も利用者に含まれる。リビングラボのアプロー

チの第一歩として、現場で働く介護職員の声をWS 形式

で聞き、現場業務や当事者の実態、職員の意識を調査す

るところからプロジェクトに着手した。

4.2 ワークショップの設計

共創プロジェクトの初期段階として、デザイン思考に

従い、当事者に共感し、当事者が抱える課題の定義を行

う WS を設計、実施した。WS の参加者は、リビングア

エルで勤務する介護職員の中から、本稿第三著者（リビ

ングアエルの代表）が指名した 4名と同代表の合計 5名
である。なお、本稿第一著者がファシリテーター兼デザ

イナーとして WS を設計、運営した。WS 参加者として

指名を受けた 4名の職員は、いずれも、役職を持つ中間

管理者であり、現場での業務実態を把握しつつ、パーソ

ンセンタード理念に対する理解、受容の可能性を備える

と判断された人材である。WS は、多忙な現場業務に配

慮し、比較的業務負担が低くなる昼食後の時間帯（13:30
〜15:00）の 90 分にて、以下のように、概ね二週間間隔

で実施した。なお、デザイン思考に従ってWSを設計し
ているが、まだ初期段階であり、デザインプロセスの反

復には至っていない。

第 1 回：共感（2021 年 9月 2日） 
第 2 回：共感の議論（2021 年 9月 15日） 
第 3 回：理念の講義（2021 年 10月 5日） 
第 4 回：課題定義（2021 年 10月 19日） 
WS の作業結果は、ファシリテーターが持ち帰って書

き起こし、整理を行い、次回のWSで大型ディスプレイ

に表示したり、印刷物として配布したりすることで、共

創の場に作業結果を可視化し、参加者に提示した。可視

化による参加者の気づきについては、文献[18]にもある
ように、一定の効果が期待できると考えた。また、第 1
回の共感WSと第 4 回の課題定義WSの間に、当事者へ
の共感に関するフリーディスカッション（第 2 回）と、

パーソンセンタード理念に関する講義（第 3 回）を実施

した。前者では、第 1 回の付箋紙を用いた共感作業の結

果を掘り下げながら、付箋紙には表現されなかった参加

者の意見を口頭で外在化することを狙った。後者では、

パーソンセンタードの理念に関して、別の介護職員向け

研修等で学習済みではあっても、日々の現場業務では忘

れがちになっていることを再認識してもらうとともに、

具体的な介護エピソードを語ってもらうことでパーソン

センタードケアの重要性を意識してもらうことを狙った。

以下、共感と課題定義のWSの具体的内容を説明する。

4.2.1 第 1 回：共感ワークショップ 
第 1 回の共感WSでは、過去の介護業務において自身

の想定と当事者の行動（発言を含む）が違っていた経験

を思い出し、その行動を紙の付箋紙に書き出してもらっ

た（注：WSでは、参加した職員の語用に従い、当事者を

利用者と表現している）。書き出した各付箋紙の内容につ

いては、その時のエピソードを口頭で語ってもらった。

その後、共感できる付箋紙に☆印を付けることにより、

全員で投票をしてもらった（投票可能数の制限はなし）。

次に、書き出された当事者の各種行動に対し、その裏に

あると思う背景情報を書き出してもらい、共感できる付

箋紙に全員で投票をしてもらった。ただし、後で行う課

題定義に向けて発散しすぎないよう、☆印をつけるのは

一人 3個に制限した。書き出してもらった想定外行動と

その裏にある背景を書き起こして整理したものを表 2に
示す。多くの共感が得られた背景情報は当事者の孤独に

関するものが多かったため、これを、その後の作業の大

きなテーマとして仮置きし、その後の第 2 回 WSでは、
当事者の孤独に関するフリーディスカッションを実施し

た。

4.2.2 第 4 回：課題定義ワークショップ 
第 4 回の課題定義 WSでは、最初に、それまでの WS
も踏まえ、取り組みの全体像とこれから行う作業の位置

付けを理解してもらうために、デザイン思考のプロセス

の図を提示し、ファシリテーターから説明を行った。説

明に用いたスライドを図 2に示す。ファシリテーターの

説明の後、孤独が原因と思われる当事者の行動と、その

行動がもたらす影響を付箋紙に書き出してもらった。そ

の後、ホワイトボードに貼り出された付箋紙を俯瞰して

カテゴリ 想定外だった利⽤者⾏動 ⾏動の裏にある背景
急に怒って帰った（☆☆）
「あんた、仲間やろ」と怒って急に帰ろうとした（☆）
突然、⼤声で怒鳴り、叩いた（☆）
来所してすぐ、暴⾔を吐いた（☆）
訪問時、「もういい、帰れ」と怒鳴った（☆）
スタッフの⾝体を触る（☆☆☆） ⼥性好き
トイレに⾏くはずが、⼥性が寝ている部屋に⼊ろうとした 思うように動けず、男性機能低下

馴染みの場所で過ごしたい（☆☆）
⾃宅が落ち着くという安⼼感
家族がいた頃していた家事の使命感
役割、仕事が欲しい（☆）
⾃分の使命だと思っている

いつものスーパーと違う店に⾏っていた（☆）
いつもと違うルートを歩いていた。しかも夜中。
話好きで、⼀⽇中、話をしている（☆☆） ⼤勢の中にいるのが好き

相⼿にして欲しい気持ち（☆☆☆）
相⼿にしてもらえない疎外感（☆）

急に排泄の失敗が増えた
いつもは短時間だが、⼣⽅まで過ごせた

今までの⽣活習慣（☆☆）
タクシー運転⼿をしていた時の習慣
仕事をしていた頃、報告・相談・連絡をしっかりしていた
話し相⼿がいない寂しさ（同意⾒６個）（☆☆）

会話
今までと違って全く話をしなくなった（☆）

その他

想定外⾏動に関係ない背景

感情

欲求 家に帰りたがった

お⼿伝いをしたいと何度も⾔う

外出

表 2 想定外行動とその背景 

Table 2 Unexpected behaviors and the background. 

全体の進め⽅

利⽤者
に共感

課題
定義

アイデア
を創造

アイデア
を試作

アイデア
を評価

以下のステップで新サービス、業務改善のアイデアを考えていきます

共感 定義 創造 試作 テスト

上記プロセスの反復により、アイデアを洗練させて
いきながら、より良いサービス、業務改善を⽬指す

今⽇はここをやりましょう︕
（作業しながら整理）

これまで実施したミニワークショップで、皆さんに介護業務上の
エピソードを語ってもらうことで、共感のステップは⼀応実施済

図 2 全体像と作業の位置付けの説明 

Figure 2 Explanation of design processes. 

2022年度春季HCD研究発表会予稿集

54



もらい、影響が書かれた付箋紙の中で特に重要と思われ

るものに投票してもらった（投票可能数の制限はなし）。

投票数の多さを参考にしながら、全員で議論しながらタ

ーゲットする当事者行動を 4個選定した後、それらにつ

いて、行動の原因と思われるものを付箋紙に書き出して

もらった。WS の最後に、ターゲットした 4 個の当事者
行動の内容、原因、影響を図 3のように整理した。 

5. ワークショップ作業結果

5.1 共感 
表 2の第 1 回 WSの作業結果によれば、当事者の想定

外行動とその裏にある背景情報は多様ではあるが、「相手

にして欲しい気持ち」「話し相手がいない寂しさ」「相手

にしてもらえない疎外感」といった孤独の気持ちに関係

する背景情報がいくつか抽出された。「今までと違って全

く話をしなくなった」という想定外行動の認識から気づ

いた背景情報もあるが、特定の想定外行動に起因しない

「話し相手がいない寂しさ」という意見もあった。WSで
は、自宅にいる当事者から頻繁に電話がかかってくると

いう想定内行動も話題になっており、このエピソードも

「話し相手がいない寂しさ」に着目する要因となった。

当事者の孤独の気持ちに共感するという意味において、

第 1 回のWSでは一定の効果が見られたといえる。 
5.2 課題定義 
図 3の第 4 回 WSの作業結果によれば、抽出された課

題は以下の 4個であり、快適な場所と人とのつながりが

当事者の欲求として根底にあることがわかる。

＜課題 1＞自宅でゆっくりする 
＜課題 2＞電話の話し相手を見つける 
＜課題 3＞優しく話を聞いてくれる相手を見つける 
＜課題 4＞たくさん話してもよい話し相手を見つける 
図 3を見るとわかるように、各課題が抽出された文脈

は、エピソードから具体的に得られており（例えば、電

話のシーン）、今後、課題解決アイデアを考える際には、

これらの文脈は参考情報として活用できる可能性がある。 
5.3 パーソンセンタード理念の理解

第 3 回のWSにおいて、パーソンセンタード理念に関

する講義を行ったが、その講義では、当事者には、その

人なりの背景や個性があり、それらは必ずしも表面化し

ないこと、および、認知症になっても潜在的な能力や可

能性はまだあり、それらを活かして社会とのつながりを

維持することが重要であることを説明した。その結果、

WS 参加者からは、ケアのエピソードとして、現役の頃

にタクシー運転手として勤務していた当事者に洗車をし

てもらった話や、「道に詳しいことを活かして何かしても

らっては？」といった発言があった。これらの発言から

の示唆は、効率化と個別ケアのバランスに配慮した上で

定常運用を行うには各種設計の改善は必要と考えられる

が、現場の職員はパーソンセンタードの考え方で、ケア

の実践を試行はしているということである。

6. 考察

本章では、WS でのプロセス実践で得られたことを整
理しつつ、パーソンセンタード理念にもとづいたデザイ

ンプロセス設計、および、プロセスの現場での実施可能

性について考察する。

実施したWSの設計に関し、参加した職員による評価

をもとに質的分析を行った。分析は、参加者 5名に対し
て実施したアンケートの自由記述回答に対し、質的分析

手法の一つであるグラウンデッド・セオリー・アプロー

チ（Grounded Theory Approach: GTA）[19]を用いて行った。
対象のアンケート設問は、当事者への共感の観点で WS
の効果とその理由を回答してもらう内容であった。GTA
分析のオープン・コーディングの結果を表 3に、それに

対してアキシャル・コーディングを行なって「状況」「行

為・相互行為」「帰結」に分類した結果をカテゴリー関連

図として図 4に、それぞれ示す。この結果から得られる

解釈は以下の通りである。

「当事者行動には理由となる背景があり、その理解は

簡単ではない。従って、現場職員に参加してもらう WS
においても、参加者は判断や作業において難しさを感じ

ることがあるが、WS の設計次第では、考えていること
の言語化による客観視の効果や、他の参加者との視点共

有による柔軟な理解の効果が期待できる。これらの効果

は当事者を理解し、共感することにつながる。また、参

加者の各種視点の共有は現場のケアの実態を把握するこ

とにもつながる。」

この分析から現場での PCD プロセスの実施可能性や

効率化とのバランスに直接的に影響する示唆は得られて

いないが、言語化や視点共有の重要性が示唆されており、

日々の業務に忙殺されている職員に、一旦忙しさから離

れ、客観的視点で柔軟な理解を促すことが今後のプロセ

ス設計でも重要と考えられる。一方、HCD や PCD のプ
ロセスは設計のプロセスであるが、DCM は運用のプロ

セスであり、その違いには留意が必要である。とはいえ、

本⽇の作業結果の確認
（ターゲットした⾏動、原因、影響）

1

転倒や事故という影響をもたらす
利⽤者の家に帰ろうとするという⾏動は
施設に馴染めないなら家でゆっくりの⽅が良いことが原因と思われる

業務が滞るという影響をもたらす
利⽤者の繰り返し電話をかけてくるという⾏動は
話し相⼿がいないことが原因と思われる

スタッフのストレスという影響をもたらす
利⽤者の好きなスタッフを指名するという⾏動は
優しく聞いてくれる⼈が良いことが原因と思われる

業務が滞るという影響をもたらす
利⽤者のお話が⽌まらないという⾏動は
話し相⼿が欲しいことが原因と思われる

１

２

３

４

図 3 想定外の当事者行動とその原因、影響 

Figure 3 Unexpected behaviors, causes and effects. 
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現場の運用もプロセスを反復しながら改良することが重

要であることから、人間中心の設計プロセスの手法を運

用プロセスにも適用する意義は大きいと考えられ、今後

の検討課題である。

7. まとめ

本研究の意義は以下の三点と考えている。（１）パーソ

ンセンタードの考え方を紹介し、介護現場での実施可能

性を踏まえてデザイン学の観点からサービス設計プロセ

スに適用したこと、（２）現場の介護職員と当事者の行動、

心理を分析し、デザイン思考の共感、課題定義のプロセ

スを現場職員との共創で実践したこと、（３）プロセス実

践結果に関し、現場職員コメントを質的分析することで

評価したことである。今後は、パーソンセンタード介護

サービスの実現に向け、課題定義に続き、デザイン思考

の創造、試作、評価プロセスを実践し、ノウハウを汎化

することでデザイン方法論を構築していきたい。最後に、

ワークショップの参加とアンケート回答にご協力いただ

いた介護施設「リビングアエル」の従業員に感謝する。
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個々の利⽤者や状況を多様な⼈が観察することで
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WSでの気づき 各職員の視点、ケア 職員のケア実態 ケア実態の把握

このようなワークを⾏うことで考え⽅や視点を共
有することに役⽴った

WS効果 考え⽅と視点の共有 視点共有の効果 視点共有の効果

共感するまでに⾄るかは疑問だが 共感のWS効果 疑問 WS効果不明 WS効果不明

⾏動に対する理解促進にはつながるとおもう WS効果 当事者⾏動の理解促進 ⾏動理解の効果 当事者を理解

4
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カテゴリID データ プロパティ ディメンジョン ラベル

1

表 3 GTA 分析結果

Table 3 GTA analysis. 

状況
《当事者理解の難しさ》

（2）

状況
《⾏動の背景の存在》

（3）

帰結
《WS効果あり》

（1, 4）

帰結
《WS効果不明》

（2, 3, 5）

注︓《》はカテゴリであり，括弧内の数字は該当カテゴリに関連のディメンジョンの回答者IDを表す

⾏為・相互⾏為
《当事者に共感》

（1, 4）

⾏為・相互⾏為
《WS作業での迷い》

（2）

⾏為・相互⾏為
《当事者を理解》

（2, 5）

状況
《WSでの判断の難しさ》

（2）

状況
《⾔語化の効果》

（3）

状況
《客観視の効果》

（3）

状況
《視点共有の効果》

（3, 4, 5）

状況
《柔軟理解の効果》

（3）

帰結
《ケア実態の把握》

（5）

図 2 カテゴリー関連図 

Figure 2 Category diagram as a result of GTA analysis. 
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BtoB 企業で UX デザインを浸透させる活動の経過報告 

～横河電機の場合～

〇漆崎和平*1 高野礼子*1 小林惇*1 松浦健太朗 *1 
Progress report on activities to spread UX design in BtoB companies  

- In case of YOKOGAWA electric corporation -  
Kazuhira Urushizaki*1, Ayako Kouno*1, Jun Kobayashi*1 and Kentarou Matsuura*1 
Abstract - Yokogawa's in-house designers are working on activities to spread UX design within the company. 
In this presentation, we will introduce the progress of this activity, which has been promoted as a grassroots 
activity, and the effective mindset. 

Keywords: UX design practice, B to B, grassroots efforts 

1. 背景と目的

横河電機株式会社は、工業計器・プロセス制御システ

ムのメーカーである。このインハウスデザイン組織であ

るエクスペリエンスデザイン部は、UX デザインを実践

している部署である。HCD 専門家も複数人在籍している

が、HCD サイクル回す際に、様々な制約があるのが現状

である。この状況を打破するため、部内に「UX デザイン

の理解浸透を通じ、組織内の行動変容を起こし、その完

全実施を目指す」活動を発足した。ここでは、2021 年度

から始まったこの活動の１年間の内容について報告する。 

2. 活動

活動のプロセスと、その詳細について説明する。

2.1 準備・体制

インハウスのデザイナー4 名と外部アドバイザー1 名

でスタートし、以下を確定した。

2.1.1 この活動の姿勢 
「この活動自体を UX デザインのプロセスで進める」

ということを確認し、フットワーク軽く、正解を求めず、

反復的に、間違いを認めやすい環境を作りながら目標に

向うこととした。

2.1.2 目指すべきステージの設定 
「我々が行う活動の結果、我々の業務はどのような状

態になっていたいか」を話し合い、最終的な望ましい状

態とは、「ステークホルダーが UX デザインを自分の業務

に重要だととらえ、それぞれの業務で活用している。」と

仮定した。

2.1.3 今後 3 か年の大まかな計画 

*1 横河電機株式会社
*1Yokogawa Electric Corporation

この「望ましい状態」に到達するため、現在の中期経

営計画期間（2023 年度末まで）を集中活動期間と仮定し、

期間内に到達するためにはどうしたらよいか？を念頭に

置いて活動計画を立案した。

2.2 リサーチ

2.2.1 ターゲット確定までの道のり

ターゲットは社員全員だが、限りあるリソースでスタ

ートしてまず実績を得るために、以下の理由から製品・

サービスの開発企画担当者をターゲットとした。

 開発においては、後工程で仕様変更をかけること

は困難であるから、初期段階で顧客を理解する必

要がある。そこで動いているのは開発企画担当者

である。

 開発企画担当者が顧客への共感軸をブラさず、多

くのステークホルダーを巻き込みながら影響力

を発揮することが、よりよいユーザー体験を提供

するためには重要である。

当初は「〇〇企画部の△△さん」と明確にターゲット

を絞ってからデプスインタビューしようとしていたが、

なかなか絞ることができずにいた。ここで「絞る前に、

広く浅く聞いてみよう」というアドバイザーの助言でや

り方を転換。メンバー4 名がこれまでの仕事でつながっ

ている企画担当者複数人に「30 分程度の軽いインタビュ

ー」を実施した。その結果をシェアし、傾向を把握した

上で必要ならばさらにインタビューを重ねる、というス

テップを踏み、集まった情報を分析した。その結果、「企

画担当者は以下 4 つのタイプに分かれるのではないか」

という気付きを得た。

 経験豊富な実力者
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 熱い想いを持つチャレンジャー

 確実に仕事をこなすスペシャリスト

 問題点を客観視できる分析者

2.2.2 ペルソナ作成

ここで我々のターゲットを「熱い想いを持つチャレン

ジャー」とし、ペルソナを作成した（図 1）。 

図 1 熱い想いを持つチャレンジャー；O 氏のペルソ

ナイメージ

Figure 1 Persona image of Mr. O who is a challenger with 
passion 

2.2.3 ジャーニーマップ作成 
「熱いマインドを持つチャレンジャー」のペルソナ「O

氏」の As is と To be のジャーニーマップを作成した。As 
is のマップでは、社内の開発規格書や、新商品開発に関

わる人について分析している書籍[1]も参考にし、どんな

ところに Pain が発生するかを検討した。 
ここで、部署内の他メンバーにこのマップを共有し、

「この Pain から解放するためにどんなことをしたらよ

いか？」のブレインストーミングを行った。ここから出

たアイデアを組み込んで To be のジャーニーマップを作

成した（図 2）。 

図 2 O 氏のジャーニーマップ 
Figure 2 Mr. O's journey map 

2.2.4 シナリオ作成 
To be のジャーニーマップだけでは「我々の都合に O

氏が合わせて動いてくれた場合」しか表現されていない

ことがわかったので、 O 氏が UX デザインを重視し活用

するようになるまでのシナリオを作成した。表 1 は、シ

ナリオの大まかな流れである。

表 1 O 氏のシナリオ（概要） 
Table 1 Overview of Mr. O's scenario 

順番 出来事

1 O 氏は常日頃、ユーザー視点での商品企画は

とても大事だが、BtoB 企業ではなかなか実践

は難しい、と思っている。

2 O 氏はある日社内セミナーで、それを実践し

ている人の話を聞く。自分もやってみたいと

思う。情報収集を試みる。

3 O氏はそのセミナーを主催していた部署のイ

ントラサイトを見てみた。いろんな情報があ

り、ここと一緒にならやれそうだ、と思う。 

4 O氏は実践している人と繋がれるコミュニテ

ィに参加してみた。社内の事例について話を

聞いた。実は隣の部署で実践していると聞い

て驚く。BtoB では UX デザインなんて無理だ

と思っていたが、できると知る。

５ O 氏は、次に取り組むプロジェクトは UX デ

ザインを念頭に置いた計画で行うことにし

た。まずはこの部署に相談しに行こうと思

う。

2.3 施策検討・実施 
O 氏のシナリオに沿うためには複数の施策を同時に走

らせる必要があり、施策ごとにチームを作り、実施にあ

たることにした。まず 2021 年度は、以下に取り組んだ。 
① 外部有識者を招いてのセミナーの開催

O 氏に「自分の業務にとって、UX デザインの考え

方は重要である」ということを感じてもらうために

実施した。人選については、「相手の言語に合わせる」

ことを念頭に置き、インタビューの最中に「多くの

企画担当者が購読している書籍[2]がある」という情

報を得ていたので、その著者を招いた。ネームバリ

ューのおかげで、告知から数日で定員となり、大盛

況のセミナーとなった。

② 当部署のイントラサイトの整備

それまでもイントラネットのサイトは存在してい

たが、O 氏のシナリオに沿わないものになっていた。

セミナーに参加して当部署の活動を知った O 氏が、

「どんな情報があるのだろう？」と興味をもってア

クセスした時に有益な情報を得られるようなサイ

トにリニューアルした。

③ UX について気軽に語れるコミュニティの構築

O 氏はさまざまな制約と戦うことになる。社内に理

解者や相談できる場があることが重要であると考

え、社内 SNS にて「UX Community」というチーム
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を作成し、情報を交換できるようにした。また、「隔

週水曜日は Open-Day」として、直接会話できる時間

を設けて、雑談から UX にまつわるさまざまな話題

を共有する場を目指している。

それぞれの施策がバラバラではなく、全体でどのよ

うな位置づけのものかはメインチームで整理し、図解

した。

図 3 各施策の位置づけ 
Figure 3 Positioning of measures 

2.4 振り返り

年度末の時点で到達点を確認した。

① セミナーには約 300 人が参加し、その半数以上が、

社内 SNS のチームに参加した。

② イントラサイトは毎週、何らかの新しい情報が発

信できており、リニューアルされたことへの前向

きなフィードバックがあった。

③ 当初は閑古鳥が鳴いていた Open Day も、次第に

ゲストが来るようになっている。社内 SNS はま

だ管理人の投稿が多いが、リアクションや返信が

きちんとあり、続けていくことが重要だと考えて

いる。

また、インタビューへの協力者には、セミナー開始前

に現状についてアンケートをとっている。今後、この内

容がどう変化するかを定点観測していきたい。

3. 気づきやマインドセット

ここでは、活動の中で得た気づきや、有効だったマイ

ンドセットについて報告する。

3.1 「まず、やってみる。」

チームのスローガンとなった言葉である。ともすれば、

ついつい「正しくやろう」として動きが鈍ることがあっ

た。活動初期は、この状態に陥ることが多かったが、正

解を追求せずすぐ動くスタイルは、失敗より得る学びの

方が圧倒的に多かった。

3.2 「相手が大事にしている事柄に合わせる」 
会社の事業計画や目標から、UX デザインの有用性を

語ることを重要視した。「我々の部署のため」ではなく、

会社の目標達成のために必要な活動の一つとして語れる

ように準備し、かつ、O 氏の業務に役立つ、というアプ

ローチをとった。これはセミナーの人選でも役に立った。 
3.3 「人を巻き込む」

外部アドバイザーを設置する、気軽に人に聞く、必要

に応じてサブプロジェクトでメンバーを増やす等、人を

巻き込んでオープンに進めることでチームの知識を超え

た取り組みができた。

4. 今後の展望や課題

2022 年度も、この活動は継続して取り組んでいる。2
年目として、以下の点にフォーカスした活動を始めてい

る。

4.1 後押しと啓蒙 
UX デザインに興味を持った O 氏には小さなことから

実践してみる後押し活動を積極的に行うこととし、そこ

で出た経験を周囲にアピールしてもらう。この活動を続

けることで、O 氏の周囲で UX デザインを理解する人を

増やし、O 氏がより活動しやすくなることを目指す。 
4.2 課題 
 この活動自体の評価の仕方、フィードバックの取り方

に苦労している。本当に変わっているのか、それをどう

数値化して伝えられるか、という点において、難しさは

あるものの、他社事例も参考にしながら、当社に適した

スコアリングシステムを構築していきたい。

5. 最後に

BtoB 業界での活動実態を伝えることで、同じような状

況の方々とつながり、情報交換したい、と思い、発表を

決意した。BtoB の製品やサービスは日常生活で見かける

ことは少ないかもしれないが、私たちの生活を支える

様々な産業で利用されている。BtoB 製品のユーザーがよ

りよい体験をすることは、そのユーザーの成果を享受す

る私たちの日常生活や環境の維持改善につながるため、

UX デザインを浸透させる価値があると我々は考えてい

る。
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予稿原稿

行政におけるサービスデザイン手法導入事例としての

特許庁「I-OPEN」プロジェクト研究 

〇米田 真依*1 神尾 雅史*2 長谷川 敦士*1.2.3 

A Case Study on Introducing Service Design to Public Sector： 

Japanese Patent Office “I-OPEN” Project  

Mai Yoneda*1, Masashi Kamio*2, and Atsushi Hasegawa*1.2.3

Abstract - The purpose of this paper is to identify factors that promote projects employing service design 
methods in Japanese public administration. The research focuses on the "I-OPEN Project," which is being 
promoted at the Japan Patent Office and utilizes methods such as analyzing the chronology of events and 
interviewing key persons. Upon categorizing the characteristics of the project and analyzing the elements of 
promotion, the resulting factors were categorized into four perspectives: player, management, the nature of 
the project and design education. Factors on the player include initiative and a network type that actively 
involves external partners. The management style that respects the will of these players and acts as a bridge 
between them and the organization was seen as a factor on the management. The factors observed for the 
nature of the project were the multi-year and the open nature of the project that did not seek concrete results 
in a single year, furthermore, the fact that key personnel having the knowledge and the abilities in design. 

Keywords: Design for Social Innovation, Public Sector Innovation, Policy Design, Service Design 

1. はじめに

行政におけるサービスデザイン手法の導入推進は、

2002 年に MindLab を設立したデンマーク、2011 年に

GDS(Government Digital Service)を設立したイギリスなど

各国で行われている。日本においても 2017 年 5 月、デジ

タル・ガバメント推進方針［1］においてサービスデザイ

ン思考に基づく業務改革（ＢＰＲ）の推進が行政サービ

ス改革の一手として掲げられ、取り組まれてきた。また、

2021 年 9 月に設置されたデジタル庁も「多様な利用者の

ニーズを効果的かつ効率的に達成できるよう利用者中心

（人間中心）を原則とする行政サービスデザインに取り

組んでいくことにより、誰もが、いつでも、どこでも、

デジタル化の恩恵を享受できるように」することを政策

の 1 つとして掲げている［2］。経済産業省・特許庁にお

いては、2018 年 5 月に「デザイン経営」宣言［3］が発

表された。その後、デザイン統括責任者(CDO)の設置な

ど様々な取り組みが行われている。

本稿では、「デザイン経営」宣言の事例として、特許庁

の「デザイン経営プロジェクト」の取り組みの中でも「I-
OPEN プロジェクト」に注目し、その推進に寄与した要

因を分析することで行政ならびに企業においてサービス

デザインに基づいたプロジェクト推進をするための指針

を示すことを目的とする。

2. 研究方法

I-OPEN に関わるプロセスについて、特許庁による公開

資料を活用して年表を作成。デザイン経営プロジェクト

の現メンバーである橋本直樹・外山雅暁・菊地拓哉（う

ち、橋本・外山は I-OPEN プロジェクトチームの現メン

バー）、サポート企業としてプロジェクトに参画した株式

会社リ・パブリック市川文子、I-OPEN プロジェクトチー

ムの元チーム長である齋藤健児、現チーム長である仁木

学へのインタビューを行った。インタビューに基づき年

表に出来事を追加するとともに、出来事間のつながりや

意図を明確にした。

*1：武蔵野美術大学造形構想研究科
*2：武蔵野美術大学造形構想学部
*3：株式会社コンセント
*1：Graduate School of Creative Thinking for Social Innovation,

Musashino Art University 
*2：College of Creative Thinking for Social Innovation, Musashino

Art University
*3：Concent, Inc.
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3. I-OPEN プロジェクトとその背景

I-OPEN プロジェクトとは様々な社会課題の解決に取

組むスタートアップ企業、非営利法人や個人事業主の

方々を「I-OPENER」と定義し、I-OPENER と知財やビジ

ネスに精通した専門家のサポーターとが一つのチームに

なって、共に考え、行動し、知的財産を活用しながら社

会課題を解決できるようにサポートする伴走支援プログ

ラムである。内容としては、I-OPENER のアイデアに対

して、専門家がメンタリングし、それぞれが取り組む社

会課題に対する想いや強みを再確認する過程を経て、ラ

イセンスプログラム、リスクヘッジ、起業などの中長期

的な目標に向けた知財活用の方法や、活動の拡大のため

の知財活用方法の検討が行われる。

つまり I-OPEN プロジェクトは直接的に特許出願数を

増やすことを目標とするのではなく、その手前の「一人

ひとりが創造力を発揮したくなる社会を実現すること」

を目的に、創造力を発揮しようとしている人をサポート

するプロジェクトである。

I-OPEN サイトは 2021 年 11 月にオープンするが、I-
OPEN プロジェクトにつながるデザイン経営プロジェク

トチームの活動から含めると 2018 年 3 月からプロセス

が始まっている。そこで、本稿では 2018 年 3 月からのプ

ロセスを 3フェーズに分けて分析を行なった。図 1 がそ

の概要図である。それぞれのフェーズでどのようなイベ

ントが起こったのかを次節で述べる。

4. I-OPEN サイトオープンまでのプロセス

本節で I-OPEN サイトオープンまでの 3 フェーズのプ

ロセス詳細を述べる。また、表 1・2 でフェーズ・年・月・

出来事およびプロジェクト特徴を示す。

4.1 デザイン経営実施に向けた準備期間

経済産業省・特許庁の「デザイン経営」宣言を実現す

る形で 2018 年 3 月よりデザイン経営プロジェクトが開

始された。まず 2018 年 3 月、若手職員により、特許庁へ

の出願前から出願後までのカスタマージャーニーマップ

（CJM）が実験的に作成された。その後、2018 年 8 月に

デザイン統括責任者（チーフ・デザイン・オフィサー：

CDO）が設置された。 

4.2 初期推進組織期間

特許庁「デザイン経営プロジェクトチーム」を発足し、

部署やキャリアの枠を超えた約 60 名がメンバーとなっ

た。メンバーは課題と対象ユーザーごとに 6 チームに分

かれ、約 240 人にユーザー・インタビューを実施。2018
年 11 月には合宿形式で、ユーザー課題の発見から解決策

の創出を 2 日間で実施し、デザインの有識者から助言を

受けた。12 月に中間報告を行い、2019 年 1 月に有識者か

らの助言を再度受けた。その後、2019 年 3 月に最終報告

としてまとめ、6 チームそれぞれが推進する 6 つのプロ

ジェクトが実施に向けて動き出した。

ここでの特徴は、これらの約 60 名のメンバーが通常

業務のように、役務として指名されてプロジェクトに関

わったのではなく、自ら手をあげてプロジェクトに関わ

った点である。通常業務をこなしながら、プロジェクト

に参加した。他の職員の目もあり、プロジェクトのため

に通常業務が疎かになっていると捉えられないよう、通

常業務をしっかりこなすようにすることに気をつけたと

いう声もあった。また、最初の段階からデザイン経営の

有識者を複数名、助言者として巻き込んだ点、外部パー

トナー企業を巻き込んだ点も特徴の１つである。

このフェーズを通し、参加したメンバーはユーザーに

直接インタビューをし、課題を検討して、アイデアを可

視化、ユーザーの反応を見るというサービスデザインの

一連のプロセスを体感し学びを得た。

4.3 万博プロジェクトチーム活動期間

4.3.1 万博プロジェクトチーム発足と活動 

2019 年 7 月、特許庁「デザイン経営プロジェクトチー

ム」に新たなチームとして、2025 年大阪・関西万博に向

図 1 プロセス概要 
Figure 1 Process overview 
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け、特許庁の新たなビジョンを構想することをミッショ

ンとしたチームが発足された。同時に、外部パートナー

としてサポート企業を募集し、2019 年 10 月より株式会

社リ・パブリックがプロジェクトに参画した。

パート 1 として、起こり得る未来を複数想定し対策を

講じる未来洞察が実施された。テーマとしては、「2030 年

の未来、社会はどうなるのか？」が定められた。デスク

トップリサーチやインタビューを行い、結果をスキャニ

ングマテリアルと呼ばれる手法でまとめ、共有。それを

もとに未来年表や未来新聞といった形で未来洞察を可視

化した。

パート 2 として、変化を体現する取り組みを行なって

いる起業家や教育者、組織へのインタビューやフィール

ドワークを行なった。

パート 3 として、パート 1 での結果とパート 2 での質

的調査の分析結果を統合して、チーム全体で見えてきた

機会領域の特定をする作業を行なった。

パート 4 として、アクションのブレーンストーミング、

今後の万博プロジェクトチームの活動を総称するビジョ

ンの作成が行われた。ここで 3 つに分類されたアイデア

発想が行われた。3 つの分類は、a. 制度設計、b. ひとづ

くり、c. 情報発信である。それぞれの内容を下記で示す。 
a. 制度設計：オープンデザインなどの分野に関わる外部

の有識者、広義の知的財産に関わる省庁とともに、知的

創造の連鎖を生み出すための知的財産制度のあり方と、

それに伴う新たな共有型の特許の形式を検討・試作し、

制度の見直しを図る。

b. ひとづくり：創造活動の担い手を各地で生み出すべく、

ビジョンを構想し、それに紐づくアイデアの試作を行う、

学びと実践の場を各地で展開する。またこうした活動を

国内外に向けて、発表する機会とそれを体感できる場を

儲ける。またそれらを通して、これからの知的創造のあ

り方を考え、発信する。

c. 情報発信：これからの社会における創造活動の重点領

域となりうるテーマと、それに紐づく新たな公開知財を

まとめたメディアの制作を行う。また広義の知的財産を

扱う国際機関などとの連携によるカンファレンスなどを

実施する。

 このフェーズにみられる特徴の１つは、単年度ではな

く複数年度にまたがるプロジェクトとして、立ち上がり

から位置付けられたことである。通常、省庁でのプロジ

ェクトは予算決定プロセスの都合上、1 年単位で具体的

な成果が求められることが多い。しかし、本プロジェク

トにおいては、2025 年の万博に向けたプロジェクトだっ

たため、１年単位の成果以前に、中長期を見据えたビジ

ョンを示す必要があった。この特徴の結果、特許庁の通

常の特許や商標・意匠といった業務から離れた、デザイ

ンのアプローチを使った広い観点からのリサーチ・考察

からプロジェクトをスタートできたと言えよう。

4.3.2 I-OPEN プロジェクトと MVV 作成 

ここまでの活動を基に、創造活動は組織や学校から与

えられるものではなく個人からスタートするという、創

造活動自体の捉え直しに立ち返り、2019 年度内に I-
OPEN のコンセプトの土台が出来上がった。I-OPEN とい

う名前は、目から鱗が落ちるという意味の eye-opening か

ら、「何かを発見したときの驚き」を表現している。また、

それを「I」と表記することで、知的財産（Intellectual 
Property）とイノベーション(Innovation)、そして、何より

一人称としての I で自分自身をひらくという意味が込め

られている。

2020 年 3 月には I-OPEN の骨子となるようなイベント

を実施予定だったが、コロナ禍において実施できず、報

告書という形で発表を行なった。

2020 年 10 月より I-OPENER の定義と具体的な対象者

の発掘を行う。また同時に I-OPEN プロジェクトについ

ての理解を広めるための I-OPEN GUIDE の作成と I-
OPENERコンセプト動画の作成を開始した。プロジェク

ト理解においては、対外的な理解はもちろん、省庁内で

の理解を深めることも目的としていた。

2021 年 2 月、3 月にオンラインイベントを実施。イベ

ント直後に I-OPEN GUIDE と I-OPENERコンセプト動画

を公開した。2021 年 10 月より新たなパートナー企業と

取り組みをはじめ、I-OPENER の 10名や、サポーター20
名の募集準備など、I-OPEN プロジェクトに向けて事業を

進める。2021 年 11 月 5 日に特設サイトを公開し、I-
OPENER を募集した。11 月 12 日に締め切ったが、倍率

4〜5倍と希望者が殺到する形となった。

また I-OPEN プロジェクトの推進と並行してミッショ

ン・ビジョン・バリューズ（MVV）の策定に向けた活動

が行われた。MVV については、特許庁「デザイン経営プ

ロジェクトチーム」だけにととめず、庁内全体を巻き込

んで意見を集め、作成が行われた。2021 年 6 月、MVV
を発表。知的創造の連鎖を生む、創造活動の担い手を生

むといった万博プロジェクトチームとしてのアクション

のブレインストーミングが反映されたものとなり、I-
OPEN プロジェクトはこの MVV を実現する第一歩目の

位置付けであり、MVV 策定も I-OPEN プロジェクトの推

進にポジティブに働いた要素と言える。

ここでの特徴と言えるのは、I-OPENER の定義づけに

よりチームとして何を実現しようとしているのかの具体

化がなされたこと、MVV 作成において庁内全体を巻き

込むことで共創を実現していることである。
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表 1 I-OPEN プロジェクトプロセス(1) 

Table 1 I-OPEN Project Process (1) 

フェーズ 年 月 出来事 特徴 

フェーズ 1:

デザイン経営実施に

向けた準備期 

2018 3 - デザイン経営プロジェクト開始

- 若手職員によるカスタマー・ジャーニー・マッ

プ（CJM）作成

- 

① プロジェクトスタートから

デザインの有識者、外部パー

トナー企業からのサポート

を得る 

5 - 経済産業省・特許庁「デザイン経営」宣言 報

告書公表

8 - デザイン統括責任者（CDO）を特許庁内に設置

フェーズ 2：

初期推進組織期間 

8 - 特許庁「デザイン経営プロジェクトチーム」発

足。

- 部署やキャリアの枠を超えた約60名がメンバ

ーになる

② 希望者を募り、普段の業務と

は切り分けて実施。チームか

ら抜けるのも自由とする主

体性をもつメンバーで実施

10 - テーマの異なるチームを 6 チームを発足。チ

ームごとに課題・ユーザーを設定

- ユーザーインタビュー実施

- 株式会社ロフトワーク 参画

11 - 2 日間合宿形式でのユーザー課題の発見〜解

決策の創出

- デザイン経営の有識者(メンター)による個別

助言の 1 回目

③ デザインの有識者からの助

言を得る体制

12 - 各チームからサービス企画の中間報告会

2019 1 - デザイン経営の有識者（メンター）による個別

助言の 2 回目

3 - 最終報告

フェーズ 3：

万博プロジェクトチ

ーム活動期間 

7 - 万博プロジェクトチーム発足 ④ 希望者を募り、普段の業務と

は切り分けて実施。チームか

ら抜けるのも自由とする主

体性をもつメンバーで実施

⑤ 2025 年の万博を実施タイミ

ングとした複数年度のプロ

ジェクト性質を持つ 

⑥ 短期の目標以前に中長期の

ビジョンを示すことが重要

- 万博プロジェクトチームのビジョンづくりサ

ポート企業を募集

⑦ 外部パートナーのサポート

を得る

⑧ 通常の特許や商標・意匠とい

った業務から離れた、デザイ

ンのアプローチを使った広

い観点からのプロジェクト

をスタートさせる 

10 - 株式会社リ・パブリック 参画

12 - 株式会社リ・パブリックの伴走により、未来洞

察、質的調査。インタビューの実施

2020 1 - 株式会社リ・パブリックの伴走により、インタ

ビュー、質的調査結果の分析、アイデア発想の

実施

2 - 株式会社リ・パブリックの伴走により、ビジョ

ン・アクション発想

3 - デザイン経営 ハンドブック公開

- デザイン経営の課題と解決事例公開
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表 2 I-OPEN プロジェクトプロセス(2) 

Table 2 I-OPEN Project Process (2) 

フェーズ 年 月 出来事 特徴 

フェーズ 3：

万博プロジェクトチ

ーム活動期間 

2020 3 - 株式会社リ・パブリックの伴走によりインタ

ビューの実施

⑨ 外部パートナーのサポート

を得る

8 - サポート企業を募集

10-

11 

- I-OPERNERの定義を言語化

- 具体的な対象者の発掘

⑩ I-OPENER 定義がチーム内の

共通認識と連携を生む機能

も担う

2021 2-3 - オンラインイベント実施

- I-OPEN GUIDE 公開

5 - I-OPENER CONCEPT動画公開

6 - ミッション・ビジョン・バリューズ（MVV）公

開

- 中小企業のためのデザイン経営ハンドブック

公開

⑪ MVVを共創することにより、

MVVが特許庁外への発信に加

え、チーム内外含めた職員の

共通認識と連携を生む

8 - サポート企業を募集 ⑫ 外部パートナーのサポート

を得る10 - ソニーグループ株式会社 参画

11 - I-OPEN サイトオープン（11/5）

- 11/12 に締切（倍率 4〜5倍）

- 選考を実施

5. プロジェクトチーム体制

4節では、I-OPEN サイトオープンまでのプロセスにお

ける特徴を示したが、この節では I-OPEN につながった

プロジェクトの体制に見られる特徴について述べる。

図 2 に示すように、プロジェクトは外部デザイン専門

家と連携してデザイン知識の土台に基づいて進められ、

チーム長・一般職員が、サービスデザイン手法を体験的

に理解しながら推進する体制だった。これを実現した 2
つの特徴を下記で述べる。

5.1 キーパーソンのデザイン理解・知識

図 2 に示すように、デザイン教育を受けたデザイナー

である特許庁職員がプロジェクトにキーパーソンとして

参加していることが特徴の１つである。キーパーソンの

1 人である橋本直樹は、国家公務員として初めて、美術

大学院（米国パーソンズ美術大学）に留学し、MFA（美

術学修士号）を修了している。外山雅暁は金沢美術工芸

大学美術工芸研究科（大学院 MFA（美術学修士号））修

了。アーティスト活動を経て、2001 年に特許庁入庁。菊

地拓哉は、大学及び大学院でデザインを専攻した後、特

許庁に入庁し、経済産業省ではデザイン政策を担当して

いる。

5.2 マネジメントの要因

 表１中、特徴②、④にあるように、プロジェクトは主

体的に参加する職員によって構成されており、マネージ

メントとしての位置付けでチーム長が任命されていた。

チーム長は時期により交代していたこと、チームメンバ

ーが自分の意思で参加している体制であったことから、

歴代チーム長はプロジェクト運営において、チームメン

バーの意思を尊重した。一方で、チーム長には特許庁内

に説明する役割があるため、プロジェクト内容を特許庁

内に理解されるようにまとめ、発信する橋渡しの役割を

行なっていた。この「チームメンバーの意思を尊重しつ

つ、特許庁内でプロジェクト内外の橋渡し役を担う」チ

ーム長のマネジメントスタイルも特徴の 1 つである。 

6. 推進に寄与した要因の分析

I-OPEN サイトオープンまでのプロセスから抽出され

た 12 の特徴と、プロジェクトチーム体制から抽出され

た 2 つの特徴の合計 14 の特徴について、類型化を行う

ことにより、推進に寄与した要因を分析した。結果、要

因はプレイヤー側・マネジメント側の要因、双方に関わ

るプロジェクトの性質及びデザイン教育の 4 つの観点で

分類された。この 4 つの観点およびそれぞれに含まれる

要因を示したのが図 3 である。 
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プレーヤー側の要因としては、主体性とネットワーク

型があり、これらのプレーヤー側の要因を可能にするマ

ネジメントスタイルがマネジメント側の要因として見ら

れた。またプレーヤー側・マネジメント側の双方の要因

の実現を可能にしたのは、プロジェクト性質としての複

数年度の取組としての位置付けとオープンなプロジェク

トであったこと、キーパーソンがデザインの思考の知見・

能力を持っていたことである。これらの要因が結びつい

て、I-OPEN プロジェクトが実現したと言える。ここから、

それぞれの要因について個別に説明する。

6.1 プレイヤー側の要因

 プレイヤー側の要因としてまずあげられるのは主体的

参加である。表 1 中、特徴②、④に示される。I-OPEN の

チームのもととなる特許庁「デザイン経営プロジェクト

チーム」を発足した時点で、集まった約 60名のメンバー

は自身の通常業務とは別に、プロジェクトに参加した。

また、メンバーはいつでもチームを抜けて良いという形

であった。つまり、メンバーはそれぞれ異なるものの自

己実現などをモチベーションとして取り組んでおり、自

身の業務上の評価とは切り離したところでプロジェクト

に参画していた。そのため、プロジェクトが複数年度に

渡り、またマネジメント側のメンバーに変化があっても

プロジェクト自体は参加メンバーの意思で継続された。

これが次に記述するマネジメント側の要因にも影響を与

える。

プレイヤー側要因の 2 つ目はネットワーク型である。

特徴としては、表 1・表 2 中、①、③、⑦、⑨、⑫が当て

はまる。プロジェクトの主要メンバーが別プロジェクト

でデザインファームのメンバーと繋がりを持っており、

デザインおよび行政へのデザインの導入に関わる外部メ

ンバーと広い繋がりをもっていた。また、外部組織とし

て、株式会社ロフトワーク、株式会社リ・パブリック、  

ソニーグループ株式会社が参画しているが、一緒にワー

クを行い対等な形で関係を築き、１つの成果を一緒に作

り上げている。

デンマーク政府のイノベーション研究所MindLabを経

て 2014 年より Danish Design Centre CEO であるクリスチ

ャン・ベイソンは『LEADING PUBLIC DESIGN: HOW 
MANAGERS ENGAGE WITH DESIGN TO TRANSFORM 
PUBLIC GOVERNANCE』[4]の中で「公共の成果を達成

するために、これまでのガバナンスモデルではあまり考

慮されてこなかった市民的なアクターを含め、社会の

様々なアクターを積極的に考慮し、取り込むガバナンス

モデル（著者翻訳）」としてネットワーク型をデザインア

プローチとして重要なことと紹介しているが、今回の分

析結果と重なる結果である。

6.2 マネジメント側の要因

マネジメント側の要因としては、チーム長のマネジメ

ントスタイルがプレイヤーの意思や行動を尊重しつつ、

庁内での理解を得るべく、プロセスや成果を可視化する

という方針をとったことがあげられる。これには背景と

して、前述したようにチームメンバーがいつでもチーム

を抜けて良いと言う形であり、それぞれの意思に基づい

て実施されていたという面がある。 

 このマネジメントスタイルにより、チームメンバーは

庁内への説明責任はリーダーがとってくれ、間に立って

調整してくれた上で、自由に動ける形となった。

6.3 プロジェクト性質

プロジェクトの性質として、単年度ではなく複数年度

図 2 プロジェクトチーム構成 
Figure 2 Project team composition 

図 3 I-OPEN 推進要因の因果関係図 
Figure 3 Causal diagram of factors that promote I-OPEN Project 
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での取り組みを最初から見据えられた。また、当初から

短期的な目標を明確に定めない「オープンなプロジェク

ト」だった。表 1 中、特徴⑤、⑥の特徴である。

I-OPEN につながったチームはもともと、2019 年 7 月

に特許庁「デザイン経営プロジェクトチーム」内の新た

なチームとして、2025 年大阪・関西万博に向け、特許庁

の新たなビジョンを構想することをミッションとして発

足された。つまり、通常であれば単年度での具体的な成

果が定められ、それに向けての最短ルートが目指される

中、このプロジェクトは最初から複数年度での取り組み

であることが想定されていた。そのため、最初の取り組

み方としても、表 1 中、特徴⑧に示されるように、未来

洞察が実施され、その際にも通常業務の特許や商標・意

匠の観点から離れ、循環型経済・多様性・創造性教育と

いった広い観点からリサーチ・考察を行うことができた。 

6.4 デザイン教育

 デザインに関する知見・能力をもつメンバーがキーパ

ーソンとしてプロジェクトに関わっていることも推進を

後押しした要因の 1 つである。 
 デザインへの知見・能力は直接プロジェクトプロセス

に表れている。例えば、サポート企業との関係が共創的

でネットワーク型であったことも、デザインの知見の 1
つである共創思考の影響であると考えられる。また、表

2 の特徴⑩、⑪に見られるように、I-OPENER の定義づけ

や MVV はバウンダリー・オブジェクトとしての役割を

果たしている。バウンダリー・オブジェクトとは、異な

る立場や言語をつなぐための触媒となる「もの（オブジ

ェクト）」のことである。以前の MVV はトップダウンで

決まった形であったが、今回の MVV は特許庁「デザイ

ン経営プロジェクトチーム」外のメンバーも巻き込んで

作成されており、MVV がバウンダリー・オブジェクトと

して特許庁内のチームの内と外をつなぐものとして役立

てられている。

7. まとめ

今回の分析でプレイヤー側・マネジメント側、プロジ

ェクトの性質及びデザイン教育の 4 つの観点で、7 つの

要因を明らかにすることができた。ただしこの分析は 1
プロジェクトについての分析であり、日本の行政でサー

ビスデザインを用いて行われたプロジェクトについて、

より多くのケースの分析を行うことにより、推進要因が

より確かなものになると考えられる。

また、I-OPEN プロジェクトについては、2021 年度に

おいてサイトオープンや I-OPENER に対するメンタリン

グの実施を行ったところが現在の状況であり、今後この

プロジェクトが継続して実施され、中長期的に「成功」

だったといえるのかは、引き続き経過を分析する必要が

あることを課題として提言したい。

8. 展望

I-OPEN プロジェクトにおいては、万博に向けて発足さ

れたチームで実施したという背景から、複数年度が前提

のプロジェクトとしての性質を持つことができた。これ

らの特徴はプロジェクト推進を実現した要因となった。

まとめでも述べたように今後、別のケースについても分

析が行われ、要因としてあてはまるのかの検討が必要で

ある。その上で確からしい要因となった場合、この 2 つ

のプロジェクト性質が、行政でサービスデザインに基づ

いたプロジェクトの実現を推進する要因として認識され

ることが必要である。その結果、日本の行政内でも複数

年度・オープンなプロジェクトが戦略的に、頻繁に行わ

れることが日本の行政におけるサービスデザイン手法を

導入したプロジェクトの推進を加速させると考えられる。 
また、デザイン手法がより浸透し、手法やプロセスが

一般的になることも必須だと考える。
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予稿原稿

バウンダリーオブジェクトとしてのビジョン

〇長谷川 敦士*1*2 
Vision design as a boundary object 

Atsushi Hasegawa*1*2 
Abstract - A vision-driven design approach is increasingly needed to address societal challenges. This paper 
discusses the potential of this visioning approach to function as a boundary object that brings together the 
consciousness of diverse participants. 

Keywords: boundary object, vision design, social innovation, co-design 

1. はじめに

昨今さまざまなプロジェクトにおいて、ビジョンやパ

ーパスといった大きな目的の必要性が指摘されている。

HCD や、HCD をビジネスに展開したデザイン思考の
アプローチは、現状のユーザー課題からスタートして、

そこから未来に向かって検討を進める。こういった現状

から未来へ向かうアプローチはフォアキャストと呼ばれ

る。逆に、未来を想定してそこから今にさかのぼって思

考を巡らせ、いまやるべきことを考えるアプローチはこ

れに対してバックキャストと呼ばれる。

フォアキャスト型のアプローチは課題解決には有効で

あるが、これだけではあくまで現状の延長としての未来

にしか到達できない。ユーザーニーズの解決だけは機能

やデザインが飽和してしまう。これに対して目指すゴー

ルからスタートするのがバックキャスト型であり、ビジ

ョンというものはこの到達点として位置づけられる。

バックキャスト型とフォーキャスト型は組み合わせて

考えるべきであり、どちらかだけでは不足する。ビジョ

ンに基づきそこからバックキャストしてデザインのアプ

ローチで未来に向かっていく。こういったアプローチは

ビジョンに基づくデザイン、すなわちビジョン駆動型デ

ザイン（ビジョンドリブンデザイン）と呼ぶことができ

るだろう（図 1）。 

図 1 ビジョン駆動型デザイン 
Figure 1 Vision-driven design 

本論文では、このビジョンの策定に着目し、これから

の社会のプロジェクトにおいてビジョンの策定がどのよ

うな役割を持っていくのかについて検討を行う。

2. ビジョン策定のプロセス

2.1 ビジョンとはなにか

ビジョンは現状からの延長ではない、未来のある点で

の姿であるといえる。一般にビジョンは妄想やあるべき

姿である、とされるが、重要なポイントとしては、ビジ

ョンにおける当事者性があげられる。

「現状からジャンプしたあるべき未来」ということを

夢想することは重要だが、それだけでは「自分（たち）

がそこを目指す」ことを意識できなくなってしまう。単

に「あったらいいな」という未来像であればそこに対し

ての自分ごと意識を持つことができない。

ではどのように自分ごとであるビジョンを見いだすこ

とができるだろうか。もともとビジョンという言葉は、

視力や視覚といった「見える」という意味を持っている。

将来の展望としてのビジョンもこれと同じように「見え

るもの」であるととらえることができる。

つまり、ビジョンとは、ある分野について適切な問題

意識を持ち、自分たちのリソースと将来の社会変化の兆

しをふまえたとき、そこに対しての将来への展望＝見通

しを持つことができる。この展望＝ビジョンは、自身の

持っている感覚の延長としてのものであり、当事者意識

も持ちやすいものとなる。

2.2 ビジョン策定のプロセス

では具体的にどういったプロセスでビジョンを策定で

きるだろうか。ビジョンとして見いだされる未来は特定

の決め方で決めなればならないものではない。勝手にビ

ジョンを見いだしてしまう人（＝ビジョナリー）は、日

常の経験から自身のビジョンが見えてしまうものであり、

本来的にはビジョンはそういったものであると言えよう。 
プロジェクトチームなどでビジョンを策定する際は、

未来現在

あるべき展望�
＝ビジョンデザインによる�

ゴールへの課題解決

バックキャスト

フォアキャスト
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メンバーで課題や未来への洞察をなるべく多く共有する

ことで情報量をそろえることができる。その結果見いだ

されるビジョンに対しても同じ温度感、同じ文脈性を持

って接することができるようになり、チームで見いださ

れたビジョンに対して当事者性を持つことができるよう

になることが期待される。

このステップは以下のように整理することができる：

1. 現状認識の共有
2. 未来への兆しの情報の共有
3. 見いだされるシナリオの検討
4. ビジョンステートメントの策定
1 および 2 のステップは情報量をそろえるためのプロ
セス。3 のシナリオの検討において、あり得る未来を構
想することになる。

3. サービスデザインとバウンダリーオブジェクト

3.1 バウンダリーオブジェクト

Manzini[1]はこれからの社会は、人々がサービスデザイ
ン＝広義のデザインアプローチを活用しながら社会のな

かでプロジェクトの実践を行っていく「ソーシャルイノ

ベーションの時代」となっていくと提言している。こう

いった社会では、デザインバックグラウンドを持たない、

さまざまな属性を持つ人々が、プロジェクトに関わって

いくことになる。

こういった多様な人が関わるプロジェクトにおいて、

人々をつなぐバウンダリーオブジェクト（BO）の重要性
が指摘されている。BOは、Star & Griesemer [2]によって、
博物館の運営において専門家とアマチュアが、互いに不

十分な理解のなかでどうして協働できていることを説明

するために導入された。BO とは「異なった人々をつな
ぎ」「共通の理解を生み出す手段」と定義され、さまざま

な解釈を許す柔軟性を持ちながら複数の解釈の一貫性を

生み出すとされている。

3.2 サービスデザインとバウンダリーオブジェクト 
Stickdorn et al. [3]は、例えばペルソナやカスタマージャ
ーニーマップといったサービスデザインにおける中間成

果物は、それ自体を分析結果として用いることができる

だけでなく、異なった背景を持つプロジェクトメンバー

がお互いにこの中間性成果物の検討を通して議論するこ

とでお互いを理解することができるようになり、これは

サービスデザイン手法は BOとして活用できるというこ
とであると指摘している。

サービスデザイン手法を BO として活用するためには、
その検討過程で対象について参加者全員がフラットに考

えることが必要となる。そのため、中間成果物を分業し

て誰かが作ったり、既存のテンプレートに項目を埋めて

作ったり、といった作り方では効果を求めることができ

ない。あくまで、なにもないところからの議論に基づい

て考えることでメンバーが相互理解できるようになる。

4. バウンダリーオブジェクトとしての
ビジョン策定プロセス

ここまで、ビジョン策定のアプローチと、サービスデ

ザイン手法の BO としての活用の可能性を紹介してきた。 
この章では、ビジョン策定のプロセス自体がプロジェ

クトにおいて BO として機能する可能性と、その際に求
められる要件を検討する。

前章では、ビジョン策定において当事者性を持って同

じ認識に至ってもらうため、現状認識や将来への兆しに

ついての情報を共有するというステップ（1と 2）を提示
した。さらにそこから将来への構想を発想していくステ

ップ（3）によってビジョンが見いだされる。 
この 1から 3のステップは、ビジョンを導くための活
動であるが、同時にチームやプロダクトについて同じス

タート地点から思いを馳せるプロセスであるということ

もできる。このためのこのステップはそのまま異なった

背景を持つ人々の共通の理解を促すための媒介となるで

あろう。これはビジョン策定のアプローチ自体を BOと
して見なすことができる可能性を示唆している。

逆に、ビジョン策定を BO と捉えた場合、どのような
進め方が求められるであろう。ここでは第 3節において
サービスデザイン手法を BO として用いるための要件と
して検討したように、分業体制で進めないということが

あげられる。参加者それぞれで異なった背景や経験、得

意領域はあるといえるが、ビジョン策定において専門性

はあまり関係しない。このためできるだけ参加者全員が

発言できるように場を設計することで対話を促すことが

できるだろう。

5. おわりに

本論ではビジョン策定を BO としてとらえる視点を提
示した。これは、ビジョン策定というプロセスを組織が

チーム組成の手段としてとらえることができる可能性を

示唆している。

今後は、プロジェクトを越えて、組織として求められ

る要件、実施に適切なタイミングや導入方法などを検討

していきたい。

6. 参考文献

[1] Manzini, E.: Design, When Everybody Designs: An Introduction
to Design for Social Innovation, The MIT Press (2015)

[2] Star, S. L., & Griesemer, J. R.: Institutional Ecology,
“Translations” and Boundary Objects: Amateurs and
Professionals in Berkeley s Museum of Vertebrate Zoology;
Social Studies Of Science, 19 (3), pp. 387-420 (1989)

[3] Stickdorn, M., Hormess, M., Lawrence, A., Schneider, J.: THIS
IS SERVICE DESIGN DOING, O'Reilly, p. 43 (2018)

2022年度春季HCD研究発表会予稿集

75



予稿原稿
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Abstract - Researchers are expected to comply with research ethics. Ethical considerations have long been 

strictly required especially in the medical and bio-science fields. In recent years, however, the scope of 

research involving human subjects has expanded to include a strong requirement for compliance with ethical 

rules for research involving human subjects. Human centered design focuses on activities that involve people 

in the first place. Therefore, activities related to human centered design also require strong ethical 

considerations. HCD-Net has established a working group in 2020 to study the code of ethics. Then, in April 

2022, the Ethical Guidelines for HCD Professionals (Version 1) was released, based on discussions within 

the WG as well as comments from experts and public comments. This paper outlines the ethical guidelines, 

which the working group defined, and discusses future dissemination activities. 

Keywords: ethical guidelines, human-centered design, research involving human subjects 

1. はじめに

倫理あるいは倫理学はアリストテレスをその始祖とす

る学問であり，人間の行為や意思決定を社会的文脈のな

かで考察するものである．特に善悪，正・不正といった

規範的価値判断の観点から理論的に研究するのが倫理学

であり，その実践を倫理・道徳と呼ぶのが通常である．

ある意味では古色蒼然とした学問が現代社会で復活し，

重要視されるようになった背景として，以下のようなこ

とが考えられる．

 科学技術の発展によって，これまでにない選択肢を

人類が得たこと

 グローバル化が進み，異文化交流が進んだこと

 環境問題などに代表される世代を超えた長期的課題

が認識されるようになったこと

科学技術の発展によって，我々はさまざまな手段と道

具を手に入れ，それによって新たな選択肢と可能性が開

かれた．しかし，こうした新たな選択肢を前にして，倫

理的な問題に直面している．

『専門家 professional』は，「職業社会学上は次のような

要件を備えた職業に属する者をプロフェッショナルと呼

ぶ．まず，長期の教育訓練によって獲得された体系的な

知識や技術を用いる職業であること．私的利益だけでは

なく，公益への奉仕を目的とした職業であること．その

目的に達するため，公に認められた排他的権限が付与さ

れ，一定の独立性と自律性が備わっていること．プロフ

ェ ッ シ ョ ナ ル に よ っ て 構 成 さ れ る 専 門 家 団 体

（professional association）が存在し，それによって，仕事

上必要な能力水準が維持され，また倫理的な規範が遵守

されていること」と定義されている[1]． 

技術者は専門家として，一般の人が持っていない専門

的知識をもとに，さまざまな社会のニーズに応えるべく

活動している．その知識の利用の是非は，その知識を持

っている技術者の判断に委ねられている．それ故，技術

者は，一般の人々が受ける利害得失も含めて，そのよう

な知識の利用について責任を持つ必要があり，その結果

について関心を持ち適切な行動をとることが求められる．

ここに技術者の倫理が問題にされる根拠がある．そして

研究者にも研究倫理の遵守が求められる[2, 3]．研究倫理

には，データの捏造や剽窃などのいわゆる研究不正を行

わないという基本に加え，遵法精神や，人間の尊厳に関

する倫理観を大切にしなければならないという面も含ま

れる．とくに人を対象とした研究に関し，人間の遺伝子

操作やクローン人間を作ってはならないなど，医学やバ

イオ科学分野においては以前から倫理的配慮が厳しく要

求されていた[4, 5]．ところが，近年では，他の分野にお

いても人を対象とする研究に対する倫理規範の遵守が強

く求められるようになり，「人を対象とする研究」の範囲

も拡がっている．医学やバイオ分野以外にも，心理学や

社会学など，人間活動を研究対象とするものは，例外な
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く「人を対象とする研究」の範疇に含まれるようになり

[6, 7]，特別な配慮が求められるようになりつつある． 

人間中心設計（Human Centered Design．以下，HCD）

は，そもそも人に関わる活動が中心となる．したがって，

人を対象とする研究が拡大する流れがあるなかでは，

HCD に関する活動も，倫理的配慮が強く求められる．実

際，『HCD（Human Centered Design）の考え方と基礎知識

体系報告書』[8]の「付録 1：専門職における知識体系（BOK）

と人間中心デザイン基礎知識体系」でも「倫理規範」に

言及されている．そこで人間中心設計推進機構（以下，

HCD-Net）では，2020 年度より Working Group（以下、

WG）を設置し，倫理規範の策定に向けた調査や検討を進

めてきた[9]． HCD-Net の活動においては，HCD に関す

る研究も重要なものとして位置付けられるが，活動はそ

れだけではない．HCD-Net には多くの実務家も参加して

おり，日頃の実務において HCD に関わる活動を進めて

いる．したがって，HCD-Net が定める倫理規範は研究倫

理に関する規範に留まらない．研究不正等の配慮ももち

ろん必要ではあるが，それ以上に，人を対象とする活動

に焦点を当てたガイドラインを策定する必要がある．

本論文では，HCD 専門家研究規範の策定に至った経緯，

および，今回定めた倫理規範の概要を説明し，今後の普

及活動について論じる．

2. 先行研究・関連研究

工学的技術が社会に組み込まれ日常生活に広く深く浸

透していくにつれて，人間社会や環境に配慮した科学技

術が倫理的要請となってきた．これにともなって，これ

まで，研究倫理や人を対象とした活動に関する倫理規範

を論じた論考が，多数報告されている．榎原[10]は，近年

の研究倫理動向のポイントとして，インフォームド・コ

ンセントの手続き，社会的に弱い立場にある者への配慮，

倫理審査・付議不要の廃止，試料・情報の保管期間，改

正個人情報保護法への対応などを指摘している．また，

それを受けて，人間工学会における研究倫理規定が改訂

され，その骨子が紹介された[11, 12]． 

倫理規範策定の過程そのものに関する研究や報告はそ

れほど多くないが，研究倫理教育に関する報告等は多く

見受けられる．倫理的に曖昧なポイントを明確にすると

いうことが倫理規範の役割ということであれば，初学者

にそれを教育すること，あるいは，研究者や実践者を育

成するうえで適切に教育を施すことは，重要な観点と考

えられる．山根ら[13]は，国内における研究倫理教育の実

践事例を収集し，その傾向について分析している．また，

善積と小松[14]，および，坂井ら[15]は，大学の初年次教

育に研究倫理教育を組み込んだ事例を報告している．

i 最新版は第 3 版 

HCD 関連業界においても，適切な倫理教育を受けていな

い場合が少なくないと推測され，これらの教育事例は参

考になろう．なお，当然ながら，大学初年次のみならず，

研究者の卵たる博士課程で学ぶ大学院生に対する研究倫

理教育[16, 17, 18]も重要である． 

技術者倫理とは，専門職として技術に携わる人間の活

動や行為に関する規範である．技術者や研究者は，自分

たちが開発した技術や製品で社会の高度化に寄与してい

る．そして，その寄与の結果に対しても，必然的に責任

を負っているといえる．札野[19]は，技術者倫理教育を対

象として，技術者として何を目指し，何をなすべきかを

「志向」する倫理的考察や行為である「志向倫理」の重

要性を説いている．技術者や研究者は，自身が開発した

技術や製品で社会の高度化に寄与しており，その結果に

対しても，必然的に責任を負っている．例えば，

International Engineering Alliance（IEA）が 2009 年に策定

した Graduate Attributes & Professional Competencies とい

うドキュメントの Graduate Attributes（GA：卒業生として

身に付けるべき知識・能力」を意味する）には「倫理」

という項目が挙げられている[20]i．HCD-Net 会員には技

術者も多く，こうした考え方は念頭に置いておく価値は

ある．また，尾城[21]は，研究を推進する研究者だけでな

く，研究データを管理する人材に関しても倫理教育が必

要と主張する．この考え方は，日本学術会議が提言する

シチズンサイエンスの普及 [22]にも繋がる．なお，

COVID-19 の影響による遠隔教育の普及という状況に鑑

みて，そのような遠隔教育で利用可能な e-learning 教材

についての論考[23]も提示されている．

また，近年の動向と併せて興味深いところでは，眞嶋

[24]によるクラウドソーシングの取扱いに関する倫理的

観点の指摘や，ブログをデータソースとして用いたとき

の倫理的配慮[25]などがある．さらに，吉見[26, 27]は，

高度情報社会における倫理審査の課題を指摘し，個人情

報保護条例 2000 個問題[28]に並ぶ倫理審査委員会 3000

個問題を提示した．現時点において HCD-Net で倫理審査

委員会を設置する予定はないが，この問題は，引き続き

慎重に議論する必要がある．なお，今回は，日本国内を

中心として文献調査を実施したが，当然ながら，本課題

は国内で閉じたものではなく，海外でも多くの事例が報

告されている．

3. 倫理規範策定の経緯と概要

本章では，HCD 倫理規範策定の経緯と，その概要につ

いて説明する．

3.1 倫理規範策定の経緯

前章までに論じてきたように，人を対象とする研究に
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関する倫理的配慮の厳格化を受けて，HCD-Net において

も倫理規範を整備すべきではないかとの気運が，2020 年

になって高まってきた．その一方で，UX（User Experience）

において，人間の認知や意思決定の癖をうまく活用し，

本人の行動を促す手法として，言葉遣いや表現のちょっ

とした工夫などで人の自発的な行動を促す「ナッジ

（nudge）」[29]が注目されている．ナッジは，日常生活や

教育，医療だけでなくビジネスにも応用されるなかで，

問題点や限界も見え始めている．とくに人々の関心を集

めているのが，倫理的な問題だとされ，賢い意思決定や

向社会的行動を難しくするような「スラッジ（sludge）」

[30]の存在，あるいは「ダークパターン（dark pattern）」

[31, 32]といった問題も指摘されるようになった．こうし

た状況に鑑みて，2020 年 5 月，HCD 活動に関する倫理

規範を検討する WG が HCD-Net 内に設置された．本論

文の著者 5 名が WG のメンバーである．COVID-19 パン

デミック下ということもあり，WG の議論はオンライン

で，月に一度のペースで定期的に実施された．

倫理規範策定に向けた議論は，有識者へのヒアリング

や関連する文献調査から進められた．また，HCD-Net 会

員を対象として，倫理観に関するインターネットでのア

ンケート調査を実施し（有効回答数：105），2020 年 11 月

に開催された HCD フォーラムにおいて，その結果に関

する議論を行った．アンケート結果の一部は，すでに文

献[9]において報告されている． 

なお，HCD-Net ではこれまで専門家資格認定制度にお

ける倫理指針[33]を提示していた．ただし，これは，あく

まで専門家資格認定に関わる関係者（審査員，事務局）

が公正に審査を行い，個人情報をきちんと取り扱うこと

などを目的にした規定であり，対象者が限られたもので

ある．一方，今回筆者らが策定した倫理規範は，これら

の活動のみを対象とするものではなく，逆に，これらの

活動も包含するように検討を進めた．

以上のような議論を経たうえで，Industrial Designers 

Society of America [34]，日本人間工学会[35，人間生活工

学研究センター[36]，日本心理学会[37]，日本医師会[38]，

日本看護協会[39]，日本版ナッジユニット BEST（環境省）

[40], Ethical OS [41]など，親しい分野・領域の他団体が提

示している倫理規定文書を精読し，さらに，Danish Design 

Center が提唱する Ethics Compass [42]のような倫理方針

策定ツールも参考にしつつ，HCD 専門家倫理規範の原案

を策定した．

その後，原案に対し，工学倫理，医療社会学，哲学・

倫理学をそれぞれ専門とする専門家によるレビューを受

け，さらなる修正を加えたものをベータ版とした．2021

年 9 月には，ベータ版を一般公開するイベントを実施し，

50 名を超える参加者からフィードバックを得た．これら

ii 実際の文書には，この内容に加えて，冒頭において全体を説明する序文が与えられる． 

の議論では「HCD が，環境倫理学などで問題視されてい

る“人間中心主義”と同等に扱われる誤解があるという

危機感」などが指摘された．さらに，HCD-Net 会員から

のコメントも踏まえ，2022 年 4 月に HCD 専門家倫理規

定（第 1 版）[43]が公開された． 

3.2 倫理規範の概要 

今回策定した HCD 専門家倫理規範は，大きく分けて，

以下の 4 つの項目で構成されるii（図 1）． 

1. HCD 専門家の倫理規範

2. 調査活動についての倫理規範

3. 研究活動についての倫理規範

4. 成果物についての倫理規範

図 1 HCD 倫理規範の構成 

Figure 1 The architecture of the HCD ethical guidelines. 

以下，項目毎に，順にその概要を説明する．

3.2.1 HCD 専門家の倫理規範 

第一に示されている「HCD 専門家の倫理規範」は，図

1 にも示すように，HCD 専門家あるいは HCD 活動に関

わるプロフェッショナルとして，倫理的な行動規範の基

礎を示すものである．

HCD 専門家の倫理規範とは何か，とくに認定 HCD 専

門家との関わりにおいて，HCD 専門家に対する倫理規範

の位置付け，そして，具体的な行動指針としての倫理的

ガイドラインが示される．

3.2.2 調査活動の倫理規範 

続いては「調査活動の倫理規範」である．ここでの調

査活動とは，主として，ユーザーテストなど HCD の各プ

ロセスにおける各種の調査業務を想定している．

本稿冒頭で述べたように，「人間」中心設計に関わる活

動であるからにはその調査の対象は人（あるいは「ユー

ザー」）であるケースが多い．したがって，調査業務は「人

を対象とする業務」が多く適用されることになる．その

ため，「人を対象とする研究」と同様の倫理規範が求めら

れる．

本項目においては，人を対象とした調査活動を行う上

での倫理的配慮として，インフォームド・コンセントの

尊重や，プライバシー保護，取得したデータの取扱いな

ど，研究倫理規定に準じる内容の 10 項目が列挙されて

いる．

3.2.3 研究活動の倫理規範 

この項目は，本稿で述べてきた，一般的な研究倫理が

HCD専⾨家の倫理規範

調査活動について
の倫理規範

研究活動について
の倫理規範

成果物についての
倫理規範
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人を対象とする研究の研究倫理として拡大した過程と合

致する．

研究不正に関与しないという基本的な項目に加え，科

学的・倫理的妥当性の確保，情報の適切な管理，成果の

公開についての注意事項，さらには，指導および普及の

責務についても言及した．大学教員などの，多くの研究

者は研究だけでなく教育の責務を担っているためである

が，民間企業の研究者であっても，後進を育成するとい

う観点は重要と考えられるからである．

なお，妥当性の確保や情報管理においても，研究対象

者の人権を尊厳すること，社会への影響を十分に配慮す

ること，個人情報を適切に管理すること，インフォーム

ド・コンセントによる相互理解を行うことなど，人を対

象とする研究を遂行するポイントは，前項の調査活動の

倫理規範と共通する部分が多い．HCD に関する研究を進

めようという研究者や，HCD 関連業務として調査活動を

含む研究に従事する専門家は，前項と本項の双方を参照

するとよいだろう．

3.2.4 成果物の倫理規範 

最後の項目は，HCD を適用して作成したサービスやシ

ステム，製品など，成果物に関する倫理規範を示すもの

である．成果物の倫理規範を策定するにあたり，規範の

粒度をどの程度のものに設定するかが論点となった．策

定の過程で説明した会員アンケートにおいて，成果物の

倫理規定については，意見が分かれたためである．

まず，「成果物に対して，HCD 専門家やデザイナーの

倫理上の責任はどの程度と考えていますか？」という設

問に対しては，図 2 に示す結果が得られ，倫理に対して

高い意識を持つ専門家の多いことがうかがえた．

図 2 倫理上の責任に関する意識についての回答 

Figure 2 The answers to the question on awareness of ethical 

responsibility. 

そして図 3 は，アンケートにおける「HCD に関する倫

理規定（専門職，調査･研究，成果物）を策定することに

対してどう思われますか？」という設問に対する回答を

集計した結果である．

図 3 HCD 倫理規範の策定に関する回答 

Figure 3 The answers to the question on defining HCD ethical 

guidelines. 

この結果をみると，36%が是非策定すべきであると答

えている一方で，57%が行動指針は必要であるものの，

成果物までは規定すべきではないと回答しており，倫理

規範を策定すること自体には有益性があり，WG の活動

は会員や HCD 分野で働くすべての関係者にとって有意

義だと捉えられている一方で，成果物に倫理規範を適用

する点に関して，HCD-Net 会員はさほど積極的ではない

意向が確認できる．この回答状況を鑑みて，成果物の倫

理規範策定に関しては，基本的理念と適用領域を明確に

するに留め，細かな規定を定めることは避けることとし

た．

4. 普及と展開

HCD 専門家の倫理規範が策定された以上，HCD に関

わる活動を推進する専門家，研究者や実務家に提示，実

際に参照して活用いただきたいところである．今後，い

かに有効に活用してもらえるかどうか，どのように普及

させるかが HCD-Net および WG の課題である． 

本発表も HCD-Net 会員への普及活動の一環である．加

えて，海外に向けても発信すべく，AHFE2022（13th 

International Conference on Applied Human Factors and 

Ergonomics）でも報告を行う予定[44]である．また，HCD

専門家の倫理規範そのものも，現在策定されているもの

は日本語でのみ記述されているが，英語に翻訳して世界

に向けて広く発信する予定である．

今後は，デジタル庁，経済産業省といった関連省庁，

あ る い は UXPA （ The User Experience Professionals 

Association），UXIA（一般社団法人 UX インテリジェンス

協会），SDN（The Service Design Network），IPA（独立行

政法人 情報処理推進機構）などの関連する各組織にもコ

ンタクトをとり，広く周知を行っていく予定している．

さらに，その他，関連する学協会として，人間工学会，

ヒューマンインタフェース学会，デザイン学会，サービ

ス学会，情報処理学会などにも通知する．なお，既に論

じたように，これらの学協会では，それぞれに独自の倫
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理規範を定めているところもあり，今後の改訂作業など

連携して効率的に作業を進めることも検討する必要があ

るだろう．各学協会の連携は，倫理審査委員会 3000 個問

題の解決にも資することになると考えている．

5. おわりに

2020 年 5 月より検討を続けてきた HCD 専門家の倫理

規範は，ほぼ 2 年の歳月を経て策定され，2022 年 4 月に

第 1 版が公開された．本論文は，その策定経緯と概要を

紹介するものである．

なお，2009 年に策定された人間工学会の研究倫理指針

も状況に併せて改訂[12]されたように，同倫理規範も，今

後，適宜，見直しが必要となるであろう．また，今回は

そこまでの検討を実施しなかったが，倫理審査委員会を

HCD-Net で独自に設置することの是非の検討も求めら

れている．この問題は本論文で紹介した 3000 個問題の

他にも運営をどうするかといった現実的な課題も含んで

おり，今後の慎重な検討が必要だと考えている．
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予稿原稿 

HCDプロセス導入の課題 

〇福住 伸一*1, *2 

Issues of installation of Human Centered Design Process 

Shin’ichi Fukuzumi*1, *2 
Abstract - The purpose of this study is to investigate degree of recognition and application for promoting 

installation of HCD process to interactive system development area. The questionnaire results by about 600 

developers shows that known ratio about HCD is about 25% and applied ratio is about 50% in known ratio. 

The ratio of upper phase, development phase and evaluation phase that requirement definition related 

usability are similar. From them, it is important to increase degree of recognition of HCD and to promote 

usability requirement definition and evaluation in development area by using Common Industry Format for 

usability in SQuaRE series.  

Keywords: 人間中心設計、ユーザビリティ、CIF、要求事項、SQuaRE 

1. はじめに

人間中心設計 (Human Centered Design: HCD)という言

葉は古くから人間工学の基本的な考えとして使われてき

ており、それがプロセスとして初めて ISO13407[1]として

規格化されたのも 1999 年と前世紀であることを考える

と、学問体系ではない HCD という課題が 20 年以上継続

して取り組まれているということは珍しい。ではなぜこ

のように長い期間にわたりこの課題が存在するのか？そ

れはすなわち HCD が解決しようとしている課題がなか

なか現場で使われていないからと考えられる。2021 年に

JIS 化された JIS Z8530[2]によると、HCD を適用する目的

（本文では「適用する根拠」と書かれているが）は、8 項

目挙げられている。それらは、 

a) ユーザの生産性及び組織の運用効率の向上

b) システムの利用方法を理解しやすくすることによ

る訓練及び顧客支援にかかる経費の削減

c) ユーザビリティ（効果，効率及び満足）の向上

d) アクセシビリティの向上（ユーザニーズ，特性及

び能力の範囲が最も広い母集団の人々に対して）

e) ユーザエクスペリエンスの部分的な改善（JIS Z

8521 参照[3]）

f) 不快及びストレスの低減

g) （例えば，ブランドイメージの向上による）競争

優位性の確保（例えば，ブランドイメージの向上

による）

h) 持続可能性の目標に向けた貢献

である。ただしこれらはすべて独立ではなく、相互に

関係しあっている。そこで今回は、HCD に取り組むうえ

で必ずと言っていいほど念頭におくユーザビリティと、

その向上への取り組みが現場でどの程度なされているの

かをシステム・ソフトウェアの開発に携わっている方を

対象に調査し、どこに課題があるのか？そのために解決

手段はどのようなことが考えられるか、についての検討

結果を報告する。 

2. 調査

2.1 概要 

㈱インテージ社に依頼し、インタラクティブシステムの

開発に携わっている方 1065 名に対して Web にてアンケ

ート調査を実施した（有効回答者数 644名、回収率 60.5%）。

回答者の内訳及び調査項目を以下に示す。 

表 1. 回答者の役職内訳 

Table 1. Classification of an official position of 

panels 

(度数+横％)

度数 ％

644 100.0

278 43.2

149 23.1

116 18.0

51 7.9

20 3.1

21 3.3

9 1.4

TOTAL

一般職

係長クラス

課長クラス

部長クラス

役員

経営者

上記以外

*1：(国研)理化学研究所革新知能統合研究センター

*2：東京都立大学

*1：RIKEN 

*2：Tokyo Metropolitan University
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表 2. 開発者の担当業務内訳（複数回答あり） 

Table 2. Classification of tasks of developers 

(multi answer) 

質問項目： 

① 役割は何ですか？

② ユーザビリティという言葉は知っているか？

③ ユーザエクスペリエンス（UX）は知っているか？

④ デザイン思考は知っているか？

⑤ 人間中心設計プロセスを知っているか？（全対

象）

⑥ 人間中心設計プロセスという言葉は知らないが、

利用状況の把握から評価までの活動（開発プロ

セスではない）は知っているか？（全対象）

⑦ このようなプロセスを開発に適用しているか？

（経営層／プロマネ／チームメンバー）

⑧ このようなプロセスを開発に適用するように指

示しているか？（役員、事業部長クラス）

⑨ 資料②のシステムやソフトウェアの品質要求や

評価に関する国際規格 “System and software

product quality requirements and evaluation

(SQuaRE)を知っているか？（全対象）

2.2 結果 

表 3 から表 6 に、HCD プロセスの認知度、適用度、適

用指示（マネジメント側）の結果を示す。表３は、回答

者の中から、ユーザビリティ、UX 等の言葉を全く知ら

ないとの回答者数を除いた方を対象とした。表 4 は、表

3 の回答者の内訳、表 5 は HCD プロセスを知っているも

しくは聞いたことがあると回答した 362 名（欠損値 1 名

を除く）を対象として、HCD プロセスを開発に適用して

いるかどうかの結果、表 6 は、その中の管理職（部長職

以上）63 名に対し、HCD プロセスの適用を指示している

かどうかについて聞いた結果である。 

表 3. HCD プロセスを知っているか 

Table 3. Do you know HCD process? 

 

表 4. HCD プロセスを知っているかどうかの回答者内訳 

Table 4. Classification of panels whether the know 

HCD or not. 

表 3 より、約 42%が HCD プロセスのことを知らないとの

回答であったことがわかる。また表 6 の内訳をみると、

必ずしも経営・管理職（マネジメント層）だけではなく、

開発現場でも認知度は高くないことがわかった。。 

表 5. HCD プロセスを開発プロセスに適用しているか？ 

Table 5. Do you apply HCD process to the 

development process? 

表 6. HCD プロセスを開発に適用する指示 

Table 6. Do you indicate developers to apply HCD 

process to the development process? 

表 5、表 6 は HCD プロセスの適用についてであり、適

用しているとの回答数は全部で 152 名であり、これは表

3 の HCD プロセスを知っていると答えた度数に近い、ま

た、適用するよう指示した度数は表 4 の HCD プロセス

を知っていると答えた経営・管理職の数と同等である。

これらの結果から、HCD プロセスのことを知っていれば

適用する、すなわち、認知度が高まれば適用率も高まる

可能性はあると考えられる。 

次にユーザビリティ要求について、開発プロセスのど

の時点でユーザビリティ要求を決めているかの結果を表

7 に、ユーザビリティ要求に対する評価をどの時点で行

っているのかの結果を表８に示す。合計数の 141 名は、

ユーザビリティ要求事項を定めている数であり、そもそ

も少ないと言える。 

(度数+横％)

度数 ％

644 100.0

35 5.4

546 84.8

275 42.7

61 9.5

14 2.2

TOTAL

マーケティング

システムの企画・設計・開発

システムの運用・保守

製造・生産管理・品質管理

上記以外

(度数+横％)

度数 ％

629 100.0

154 24.5

209 33.2

266 42.3

TOTAL

知っている

聞いた（見た）ことはある

知らない

(度数)

TOTAL 一般職
係長クラ

ス

課長ク

ラス

部長ク

ラス
役員 経営者

上記

以外

629 272 147 111 50 20 20 9

154 52 37 29 24 5 5 2

209 85 66 31 13 5 5 4

266 135 44 51 13 10 10 3

Q4 あなたは「人間中心設計プロセス」を知っていますか。

[QSC2] QSC2 あなたの役職をお答えください。

TOTAL

知っている

聞いた（見た）ことはある

知らない

(度数+横％)

度数 ％

362 100.0

152 42.0

182 50.3

28 7.7

TOTAL

適用している

適用していない

知らない

(度数+横％)

度数 ％

63 100.0

35 55.6

28 44.4

0 0.0

TOTAL

指示している

指示していない

知らない
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表 7. ユーザビリティ要求事項の決定段階（複数回答） 

Table 7. Decision phase of usability requirement 

(multi answer) 

図 8. ユーザビリティ要求に対する評価時点（複数回

答） 

Table 8. Evaluation phase for usability 

requirements (multi answer) 

表 7 より、比較的上流段階でユーザビリティ要求事項が

決められているようにも読み取れるが UI デザイン時と

いうのも少なくない。また、表 8 からわかるように評価

については、UI 開発時以降の比率が高くなっており、開

発前段階での意識をさらに高める必要があらうことがわ

かる。 

3. HCDプロセスの適用に向けての施策

冒頭で述べたように、HCD プロセスを適用する目的の多

くはユーザビリティの向上である。これを実現するため

には、開発プロセスの上流段階から評価に至るまで HCD

プロセスを繰り返し適用することが大事であるが、特に

要件定義以前に「利用状況の把握と明示」、「ユーザ要求

事項の明示」の HCD 活動を実施し、要件定義から仕様化

の初期の段階で「設計解」の案が出た時点で「評価（イ

ンスペクション）」までを適用すべきである。しかしなが

ら、（超）上流工程では、要件を引き出すための条件がま

だ曖昧であることもあり、活動自体が難しく、それゆえ

に HCD が適用されにくい、適用されたとしても表面的な

活動となりがちとなってしまう。この問題を解決し、HCD

の各活動を具体的にできるようにしたものがユーザビリ

ティのための産業共通様式 (Common Industry Format

for Usability: CIF)である[4]。この CIF は、人間中心

設計規格(JIS Z8530)とは異なり、SQuaRE シリーズ

(System and Software Quality Requirements and 

Evaluation)というソフトウェア工学における品質規格

の一部である[5]。図 1 に示すように HCD プロセスの各

活動の成果を記述できるよう対応付けられているので、

CIF を適用することで HCD プロセスを一通り適用できる

ように作られている[2]。 

図 1. HCD の各活動とその成果の例（CIF との対応） 

Figure 1. HCD activities and examples of their 

outcomes (correspondence to CIF) 

このことから、HCD プロセスの現場適用を進めるために

は、より具体的にやるべきことが示されている CIF を適

用するのがよいと言える。では、CIF の認知度はどの程

度なのか？２章と同様に調べた結果を表 9, 10 に示す。

調査対象は、CIF を知っているかどうかについては当初

の回答数と同程度、CIF を使っているかの質問について

は、CIF を知っているもしくは聞いたことがあると回答

した約 250 名が対象である（回収数は 231）。 

表 9. CIF の認知度？ 

Table 9. Degree of recognition of CIF 

表 10. CIF の適用度 

Table 10. Degree of application of CIF 

この結果、CIF の認知度は約 40％、さらに使っているの

は、明確に知っていると回答した 90 名とわずかである。

表 3 では、HCD プロセスの認知度は約 58%であり、CIF の

認知度と近い値であるが、表 11 に示すように、クロス分

(度数+横％)

度数 ％

141 100.0

88 62.4

78 55.3

65 46.1

18 12.8

TOTAL

要件定義前

設計段階

UIデザイン時

特に定めない

(度数+横％)

度数 ％

141 100.0

67 47.5

78 55.3

74 52.5

31 22.0

15 10.6

TOTAL

仕様書時点

UI開発時

統合テスト時

出荷前

特に行わない

(度数+横％)

度数 ％

629 100.0

90 14.3

158 25.1

381 60.6

TOTAL

知っている

聞いた（見た）ことはある

知らない

(度数+横％)

度数 ％

231 100.0

90 39.0

121 52.4

20 8.7

TOTAL

使っている

使わない

知らない
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析より興味深い結果が得られた。 

表 11. HCD の認知度と CIF の認知度に関するクロス分析 

Table 11. Cross analysis related degree of 

recognition of HCD and CIF 

この結果、HCD のことは知っているが CIF のことは聞い

たことがある程度もしくは知らないという回答数が 80

と HCD を知っている数の約半数であることがわかる。も

ちろん、HCD 及び CIF の認知度を高めるのは重要である

が、実際に HCD の適用率を高めるためには、HCD を知っ

ている方たちに CIF を広めていくことが重要であると言

える。 

ここで、前述のように、CIF は SQuaRE シリーズの一部で

あり、ソフトウェアの品質に関する規格群の中に位置付

けられているが、今回のインタラクティブシステムの開

発に携わっている 644 名の中での SQuaRE シリーズの認

知度は表 12 に示すようにあまり高くない。 

表 12. SQuaRE シリーズの認知度 

Table 12. Degree of SQuaRE series 

このことから、インタラクティブシステムの開発者（マ

ネジメント層も含む）に対しては、HCD プロセスの浸透

はもちろんであるが、ソフトウェアの品質全体への取り

組みを強化することで、その品質の一部として捉えられ

るユーザビリティの向上が実現できると考えられる。 

表 13 は、CIF を使っていると回答した方の中で、どの段

階で使っているのかを調査した結果である。 

表 13. CIF をどの段階で使っているか？ 

Table 13. Using phase of CIF 

この結果より、複数回答ではあるが、比較的上流工程の

中で適用されていることがわかる。CIF の中には評価に

関する書式も含まれているため[4]、当然テスト時や出荷

前での適用もありうる。これらのことから、CIF は適用

される際には正しく使われていると判断できる。 

4. CIFの適用事例

ここでは自動運転バスを例として取り上げ[6]、CIF の適

用事例を紹介する。まずは CIF の利用状況記述書で示さ

れている「利用状況の初期段階の記述」を従来バスと自

動運転バスについて作成し、それらを基に利用状況から

ユーザニーズ、ユーザ要求事項を抽出した。結果を図 2

から図 4 に示す。 

図 2. 利用状況の初期段階の記述（従来バス） 

Figure 2. Context of use description in early stage (a 

traditional bus) 

(度数)

TOTAL 知っている
聞いた（見た）

ことはある
知らない

629 154 209 266

90 64 22 4

158 52 87 19

381 38 100 243

[Q4] Q4 あなたは「人間中心設計プロセス」を知っていますか。

TOTAL

知っている

聞いた（見た）ことはある

知らない

(度数+横％)

度数 ％

629 100.0

105 16.7

170 27.0

354 56.3

TOTAL

知っている

聞いた（見た）ことはある

知らない

(度数+横％)

度数 ％

90 100.0

50 55.6

59 65.6

54 60.0

55 61.1

20 22.2

12 13.3

5 5.6

TOTAL

要件定義前

仕様書作成時

設計段階

UIデザイン時

統合テスト時

出荷前

特に定めていない
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図 3. 利用状況の初期段階の記述(自動運転バス) 

Figure 3. Context of use description in early stage (an self-

driving bus) 

図 4. 利用状況，特定されたユーザニーズ及び生成され

るユーザ要求事項（自動運転バス） 

Figure 4. Context of use, identified user needs and generated 

user requirements (self-driving bus) 

この例は非常に簡易であり、実際には利用状況の記述だ

けで書式として８ページ程度用意されている。そのこと

も導入を妨げている理由の一つではあるが、今回紹介し

たような簡易なやり方からまずは取り掛かり、普及させ

ていくことも考える必要がある。 

5. まとめ

本稿では、インタラクティブシステムの開発に携わって

いる方を対象に HCD プロセスに関する認知度や適用度合

いを調査し、また、それを高めるための施策として挙げ

られる CIF の認知度について調査結果に基づいて考察し

た。その結果、HCD プロセスや CIF の浸透のためには、

それらだけではなく、ソフトウェアの品質全体を向上さ

せる施策が必要であることを改めて示すことができた。 

今後は、今回の調査分析でまだ不十分である管理者層の

意識の詳細分析などを行い、普及浸透のための施策を深

堀することと、ISO9241-220（Ergonomics of human-

system interaction — Part 220: Processes for 

enabling, executing and assessing human-centred 

design within organizations）[7]や現在審議中の

Process Assessment Model を用いて、経営・マネジメン

ト視点での HCD 適用についても検討を進める
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